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午前10時３分開議

○滝口直人委員長 これより本日の会議を開きます。

報告をさせます。

〔川崎主査朗読〕

１．本日の会議録署名委員は、

佐 藤 伸 弥 委員

田 中 英 樹 委員

であります。

○滝口直人委員長 まず、本分科会における審査日程についてお諮りいたします。

本分科会の審査は、配付の審査日程及び質疑・質問通告のとおり取り進めることといたしたい

と思いますが、これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○滝口直人委員長 御異議なしと認め、そのように決定いたします。
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（上の審査日程は巻末に掲載する）

○滝口直人委員長 それでは、議案第１号、第５号ないし第10号及び第13号を一括議題といたし

ます。

１．水産林務部所管審査

○滝口直人委員長 これより水産林務部所管部分について審査を行います。

質疑並びに質問の通告がありますので、順次、発言を許します。

植村真美君。

○植村真美委員 おはようございます。

質問を始めさせていただきます。

まず、スマート林業の推進についてお伺いいたしますけれども、本道のトドマツやカラマツな

どの人工林資源が利用期を迎えている中で、道では、全国に先駆けまして、北海道スマート林業

推進方針を策定し、森林の管理、伐採、木材生産、流通といった様々な分野でＩＣＴなどを活用

した新しい取組を進めており、今年度中に、令和８年度を始期とする新たな方針を策定すると承

知しております。

スマート林業の推進により、森林施業の省力化、効率化に向けた取組を進めることが重要であ

ると認識しております。今定例会での我が会派の代表質問におきまして、今後のスマート林業に

よる活力ある森林づくりについて伺ってまいりましたが、より詳細に伺っていきます。

まず、道では、令和３年に策定いたしました方針に基づき、各種取組を進めてきたと承知して

おりますけれども、これまでの成果について伺うとともに、新たな方針はどのような考えの下、

策定しようとしているのかを伺います。

○滝口直人委員長 成長産業課首席普及指導員兼林業普及担当課長外岡雄一君。

○外岡成長産業課首席普及指導員兼林業普及担当課長 これまでの成果などについてであります

が、道では、森林施業の省力化、効率化に向けて、これまで、方針に基づき、関係団体等との連

携の下、森林の管理、木材の生産、流通、造林など、様々な分野において、先端技術や機器を用

いたモデル実証を進めてきたところであり、ハーベスタのＩＣＴ機能を活用した「木材の生産・

流通モデル」では、丸太販売収入が約１割増加することや、リモコン式機械等を活用した「造林

の機械化モデル」では、労務が約３割削減するなど、一定の成果を得たところでございます。

こうした成果を踏まえ、道では、新たな推進方針において、これまでの取組成果の普及の加速

に向け、分野ごとに達成すべき目標を定め、スマート技術の普及と体系的な人材育成を位置づけ

るほか、開発が進む新技術の実用化に向けたロードマップを示し、ＡＩなどを活用した森林資源

の解析技術の実証や、伐採・造林作業の自動化、遠隔化などについて、具体的な展開方向として

位置づける考えでございます。

○植村真美委員 まだモデル実証の段階であるということですので、今後、中小企業の皆様がし

っかりと使っていけるような環境づくり、それから、普及・ＰＲ活動などを行っていただきたい
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というふうに思っているところであります。

続きまして、造林作業の省力化について伺いますけれども、本道の豊かな森林を次世代へと確

実に引き継いでいくためには、人力が中心となっている植林や下刈りといった造林作業の省力化

を図りながら、伐採後の再造林を着実に進めて、森林資源の循環利用を一層推進していくことが

重要だというふうに考えます。

これまで、造林作業の省力化の実証を進める中で明らかになってきた課題について伺います。

また、事業者から寄せられている意見などについても併せて伺います。

○滝口直人委員長 森林整備課長笹岡英二君。

○笹岡森林整備課長 植林作業等の省力化に向けた課題についてでありますが、これまで取り組

んできた、衛星の測位技術を活用して作業員を植林地に誘導し、手持ちの電動器具で植林用の穴

を掘る方法の実証では、近隣に高い樹木がある場合、位置情報の取得が困難といった課題が確認

されたところです。

また、実証に参画した事業者からは、位置の誘導装置と電動の穴掘り器具による作業は、かが

むことが少なく楽だったなど、効果が実感できる声がある一方で、機械作業を想定した植林計画

や具体的な作業の手順を知りたい、機械走行に支障となる抜根や枝をあらかじめ処理する必要が

あるなど、実用化に向けた課題について御意見をいただいたところです。

○植村真美委員 道内３か所での取組というふうに伺っておりますが、そういった効果を含め

て、全道域にさらに広がりを見せることを期待しております。

そうした取組における課題や意見を踏まえまして、道として、今後どのように造林作業の省力

化の取組を進めていくお考えなのかを伺います。

○滝口直人委員長 森林計画担当局長立原泰直君。

○立原森林計画担当局長 植林作業などに関する今後の取組についてでありますが、道では、こ

れまでの実証における課題や林業事業者からの意見を踏まえ、事業者自らが、現場の状況に応

じ、機械の選定と先進技術を生かした作業が行えるよう、機械走行を考慮した苗木の配置計画の

作成方法や、位置誘導と電動の穴掘り器具を組み合わせた具体的な作業方法、さらには、道内に

おける機械の導入事例などを周知する研修会を開催するほか、作業のスマート化に必要な機器の

導入に支援してまいります。

また、引き続き、衛星インターネットサービスの活用などにより、機械が取得する位置情報の

精度向上に向けた手法や、植林の事前作業となる立木の伐採処理の効率的な手法について検討を

進めるなど、伐採から下刈りまでの一連の作業の省力化が一層図られるよう、先進技術や機械に

よる作業システムの構築に向け、取組を進めてまいります。

○植村真美委員 普及率をどういうふうに高めていくかだと思います。今はまだ実証レベルであ

りますので、今後、資金面のことも含めまして、先ほども言いましたけれども、中小企業に対す

るきめ細かな情報発信をお願いしたいと思っているところであります。

続きまして、森林の適切な管理について伺いますが、森林の位置や区画、生育している樹種や
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林齢、材積などの森林情報の精度向上を図る必要があるというふうに考えます。

また、近年では、道南地域においてナラ枯れが急速に拡大していることが問題となっていま

す。森林資源の状況を効率的かつ的確に把握することが、これまで以上に大切になっているとい

うふうに思います。

こうした中で、効率的な森林調査手法を導入し、新たな課題に迅速に対応していくことが求め

られていると思いますが、森林資源の効率的な把握に向けまして、今後どのように取り組むお考

えなのかを伺います。

○滝口直人委員長 森林計画課長日比野佑亮君。

○日比野森林計画課長 森林資源の効率的な把握についてでありますが、計画的に森林の施業や

保全を行うには、森林の位置や樹種、蓄積などの森林資源情報を迅速かつ的確に把握することが

重要であり、森林の違法伐採の早期発見や、急速に拡大しているナラ枯れ被害の把握といった喫

緊の課題の対応にもつながるものでございます。

このため、道では、ＵＡＶの導入支援や研修会の開催等により、新たな資源把握技術の普及に

努めるほか、ＡＩなどの新技術を活用し、撮影時点の異なる衛星画像の比較により、森林が伐採

された時期や箇所を検知することや、天然林を撮影した衛星画像を解析し、樹木の形状や葉の色

を基に、広葉樹の分布状況やナラ枯れの被害木を把握することについて実証を進めるなど、新た

な機器や技術を活用し、広大な森林を有する本道に適した効率的な森林資源の把握に向けて取り

組んでまいります。

○植村真美委員 そうですね。ドローンの導入支援など、いろいろな管理形態で新しい方向に進

展することが期待できる内容でありました。今、広葉樹の分布状況も分かるということで、さら

にその活用も含めて、他業種との連携も期待できますので、注目をさせていただきたいというふ

うに思っているところであります。

今後の取組について伺います。

スマート林業の推進に向けまして、森林資源の適切な管理や造林作業の省力化について伺って

きましたけれども、本道の人工林が利用期を迎える中で、森林資源の循環利用を着実に進めてい

くためには、森林資源の把握や、造材作業の省力化、機械化が進む伐採などから集材、流通に至

るまでの一連の工程につきまして、さらなる効率化を進めることが必要だというふうに思いま

す。

スマート林業を総合的に展開させていく必要があるというふうに考えますが、今後の道の取組

について伺います。

○滝口直人委員長 水産林務部森と海の未来づくり推進監近藤将基君。

○近藤水産林務部森と海の未来づくり推進監 今後の取組についてでございますが、全国一豊か

な森林資源を有する本道におきまして、限られた労働力で森林資源の循環利用を進めるために

は、ＩＣＴ等の先端技術を積極的に活用していくことが重要でございます。

このため、道では、機械を活用した森林施業に必要な林内路網の整備を進めながら、ＩＣＴハ
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ーベスタなどの林業機械やＵＡＶなどのスマート林業機器の導入に対し、引き続き支援するとと

もに、関係団体等と連携し、これまでの実証で構築された「木材の生産・流通モデル」や「造林

の機械化モデル」を現場に普及、定着させるため、講習会の開催によるスマート林業に対応でき

る人材の育成や、林業の普及指導活動などを通じた意識醸成を図ってまいります。

また、ＡＩなどのデジタル技術を最大限に活用し、森林資源を効率的に把握する実証を進める

など、森林の経営管理から造林、木材生産までの各分野において、北海道らしいスマート林業の

推進に取り組んでまいります。

○植村真美委員 ぜひ、計画に基づいて、その普及率などをしっかりと把握しながら、意識を高

めていっていただきたいというふうに思っているところであります。

続きまして、森林づくりを担う人材の確保について伺いますが、本道では、全国を上回るスピ

ードで人口減少や高齢化が進む中、林業分野においては、従事者数は近年横ばいで推移している

ものの、将来的には担い手不足が懸念されています。

令和６年７月に、有識者による森林づくりの担い手対策に関する検討会を設置いたしまして、

北森カレッジの運営を含め、担い手の確保に向けた効率的な方向性について検討を続けていると

いうふうに承知しております。以下、伺ってまいります。

道の重要課題であります森林づくりの担い手確保対策につきまして、提言では、新規就業者の

確保をはじめ、林業従事者の定着や労働安全の向上まで幅広な課題や、それらに対する道が取り

組むべき施策を盛り込んでいるというふうに思いますが、今回の提言の受け止め方についてお伺

いをいたします。

○滝口直人委員長 林務局長加納剛君。

○加納林務局長 検討会からの提言についてでありますが、森林づくりの担い手対策に関する検

討会は、森林づくりを担う人材の育成確保対策を一層強化するため、学識経験者や教育関係者、

林業関係者などの方々の意見を今後の道の施策に反映させることを目的として、令和６年７月の

検討会設置以降、７回開催し、道への提言を取りまとめていただいたところでございます。

このたびの提言は、委員の方々の専門的な知見や豊富な経験を基に、新規就業者の確保、人材

の育成、北森カレッジにおける人材育成、林業従事者の定着、労働安全の向上の五つの課題や対

応方向などについて幅広い意見が取りまとめられており、道といたしましては、今後、担い手対

策を進める上で、大変貴重な御意見をいただいたものと受け止めており、速やかに提言の内容を

踏まえ、必要な施策を検討し、順次実施してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○植村真美委員 続きまして、道内では、中小零細な事業体が多く、自力で新規の就業者を確保

することが難しいということであります。山村地域の生活環境や林業の仕事への理解不足などに

よりまして、離職者も発生していると聞いております。

提言の中でも、新規就業者の確保と定着に向けた取組の重要性について触れておりますけれど

も、道の支援はもとより、地域との連携が重要であるというふうに考えますが、道としてどのよ



【第３分科会 ３月12日 第２号】

うに進めていくお考えなのかを伺います。

○滝口直人委員長 林業振興担当課長髙松巨樹君。

○髙松林業振興担当課長 林業事業体の人材確保についてでありますが、検討会からの提言で

は、林業体験の取組を充実させることや、若手従事者の意向を踏まえた就労環境の改善を図るこ

とが効果的とされており、こうした取組を着実に進めるためには、関係者の方々などとの連携が

重要と認識しております。

このため、道では、引き続き、市町村や教育機関などの参画の下、全振興局に設置されており

ます地域協議会と連携し、新規就業者の確保に向け、就業相談会や現場体験学習の開催に加え、

新規就業者の定着に向け、会社や地域で孤立することのないよう、若手従事者と職場環境の改善

や林業で働く魅力などについて意見交換を行うワークショップの開催などに取り組んでまいりま

す。

また、新たに、林業への就業希望者が就業前に業務内容を理解するとともに、業務への適性を

測ることにより、ミスマッチによる離職を防ぐトライアル研修を行う林業事業体に対し支援する

など、関係機関との連携を一層密にし、新規就業者の確保と定着に向けた取組を強化してまいり

ます。

○植村真美委員 森林資源の循環利用を着実に進め、本道が有する豊かな森林資源を次世代に引

き継ぐためには、提言をしっかりと受け止めまして、新規就業者の確保はもとより、その後の人

材育成や定着も重要であると認識しております。

今後の取り組み方について、道の考えを伺います。

○滝口直人委員長 水産林務部長岡嶋秀典君。

○岡嶋水産林務部長 今後の取組についてでございますが、本道の人工林が本格的な利用期を迎

える中、森林づくりの担い手を将来にわたり安定的に確保し育成していくことは重要な課題であ

り、道といたしましては、このたびの検討会からいただいた提言をしっかりと踏まえまして、ス

ピード感を持って取組を進めることが必要と認識をしております。

このため、新規就業者の確保に向け、小中学生を含む幅広い層を対象に、就職先の選択肢とな

るよう林業の魅力を発信するとともに、技能検定の受検への支援により就職後の人材育成を図る

ことに加え、人材育成の拠点であります北森カレッジの生徒確保に向け、入学年齢の上限を50歳

に引き上げるほか、短期コースの設置に向けた検討を進めてまいります。

また、就業環境の改善への支援により従事者の定着を図るとともに、新たに安全管理の基礎を

学び直すリスキリング研修を開催し、技術の向上と労働災害防止に向けた取組を強化するほか、

このたびの提言を踏まえた幅広い施策の検討を速やかに進め、総合的な担い手対策の展開によ

り、林業が魅力ある産業として持続的に発展できるよう取り組んでまいります。

以上でございます。

○植村真美委員 小中学生を含む幅広い層を対象にして木育の推進もされるということでござい

ますので、その辺りも期待するところでございます。
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続きまして、道産木材の利用拡大について伺いますが、道内における木造の新設住宅着工戸数

は、10年前から約２割減少しており、道産木材の建築用材の需要量も減少している状況と承知し

ております。

今後も、人口減少に加え、資材の高騰などによりまして新設の住宅の着工戸数の減少が見込ま

れる中で、住宅はもとより、店舗や事務所などの非住宅建築物において道産木材の利用を広げて

いくことが重要というふうに考えます。以下、お伺いをいたします。

道内の木材需要が低迷する中で、道では、「ＨＯＫＫＡＩＤＯ ＷＯＯＤ ＢＵＩＬＤＩＮ

Ｇ」への登録を促すなど、非住宅建築物における道産木材の利用拡大に向けまして普及ＰＲを進

めていると承知しておりますが、これまでの取組について伺います。

○滝口直人委員長 林業木材課長本阿彌俊治君。

○本阿彌林業木材課長 道産木材の普及ＰＲについてでございますが、店舗等の建築物に道産木

材を活用していただくためには、建築主に対し、優れたデザインや木のぬくもりといった魅力に

加え、森林吸収源対策にもつながることなどについて効果的に発信することが重要であります。

このため、道では、令和３年度から、道産木材を活用した非住宅建築物を「ＨＯＫＫＡＩＤＯ

ＷＯＯＤ ＢＵＩＬＤＩＮＧ」として登録し、木製登録証の掲示や見学会の開催を行うととも

に、木材の特性を生かしたデザイン性に優れた建築物の魅力や、ＣＯ２ の長期間固定につなが

り、地球温暖化防止に貢献することをホームページや冊子、ＳＮＳにより広く発信するなど、積

極的に普及ＰＲに取り組んでおり、今年度の登録数は44件と、昨年度の20件から大幅に増加し、

全道55市町村で129件となるなど、取組は着実に全道各地に広がりつつあると考えております。

○植村真美委員 徐々に増えてきているということでありますけれども、該当する建物なのに、

なかなか登録が進まないこともありますので、過去の建物もぜひ掘り起こしをしていただき、さ

らにＰＲを広げていただきたいというふうに思います。

続きまして、非住宅分野において道産木材の利用を拡大するためには、建築主はもとより、設

計者や建設会社などの関係者に道産木材の活用に対する理解を広げていくことが重要だというふ

うに考えますが、今後どのように取り組んでいくのかを伺います。

○加納林務局長 設計者などの理解促進についてでありますが、道産木材を積極的に活用してい

ただくためには、設計・施工業者の方々に、木造建築物や道産木材利用に関する最新技術やメリ

ットなどの知見を高めていただくことが重要であります。

このため、道では、道産木材の調達方法などに関する相談窓口の設置や、必要な知識、技術を

習得する研修会の開催に取り組むとともに、今年度から、建築主や設計・施工業者の方々の意欲

を高めるため、「ＨＯＫＫＡＩＤＯ ＷＯＯＤ ＢＵＩＬＤＩＮＧ」の中から、モデル性の高い

建築物を表彰し、積極的に発信しているところでございます。

道といたしましては、今後、こうした取組に加えまして、本年４月から、企業の二酸化炭素排

出量から新築の木材利用建築物の二酸化炭素貯蔵量を差し引くことができる、国のＳＨＫ制度の

運用が始まりますことから、「ＨＯＫＫＡＩＤＯ ＷＯＯＤ ＢＵＩＬＤＩＮＧ」の木製登録証
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に、新たに貯蔵量を明示し、ホームページや冊子で地球温暖化防止への貢献をＰＲするなど、設

計業者等の理解の下、道産木材の活用が一層進むよう取り組んでまいります。

以上でございます。

○植村真美委員 道産木材を使っていく、そういう方向性におきましては、このたび、ＣＯ２ の

貯蔵量であったりとか、国の運用も始まるという中で、「ＨＯＫＫＡＩＤＯ ＷＯＯＤ」がこれ

から取り組もうとしていることは、とてもいいことだというふうに思います。

北海道としても、グローバルな展開をしていこうとする中でありますので、ぜひ、「ＨＯＫＫ

ＡＩＤＯ ＷＯＯＤ」が世界の「ＨＯＫＫＡＩＤＯ ＷＯＯＤ」になるというようなところま

で、皆様で高めていただきたいというふうに思っているところであります。

最後の質問でございますけれども、近年、半導体工場やデータセンターの建物などをはじめと

して、成長分野への投資活動が活発化しているところであり、こうした状況を好機と捉え、新た

に建設する関連施設などについても道産木材の活用を進めていくことが本道の基幹産業である林

業・木材産業の振興につながり、とても力強く思います。

道といたしましては、こうした動きを踏まえ、今後、道産木材の利用拡大にどのように取り組

むお考えなのかを伺います。

○岡嶋水産林務部長 今後の取組についてでございますが、建築物での道産木材の利用を一層拡

大するためには、道内進出が見込まれる半導体などの成長分野関連企業をはじめ、多くの企業や

道民の皆様に、道産木材の魅力や利用するメリットを分かりやすく発信し、理解の醸成を図って

いくことが重要でございます。

このため、道では、全国一豊かな本道の森林から産出される良質な木材のイメージを反映した

「ＨＯＫＫＡＩＤＯ ＷＯＯＤ」ブランドを最大限に活用して、積極的にＰＲするとともに、炭

素貯蔵量の見える化にも取り組むなど、魅力や環境貢献に関する発信を一層進めてまいります。

また、幅広い企業等に対しまして、工場新築などの情報について早期の把握に努め、道産木材

の利用を積極的に働きかけるとともに、モデル的な建築物に対する建設費の一部を支援するな

ど、本道の森林資源の循環利用の推進と林業・木材産業の振興に向けまして、道産木材の利用拡

大が一層図られるよう取組を進めてまいります。

以上でございます。

○植村真美委員 １月に、ショールームを札幌市内のショッピングセンターで開催されたという

ふうに聞いております。こういった活動をもっと広げていく必要があるかなというふうに思いま

す。諸外国を見てみますと、フィンランドであったり、欧州の空港とかでは、木材を使った形の

デザインなどをしていて、そういった資材の利用を促すような方向というのは自然につくり上げ

られているわけであります。ぜひ、そういった空港とか駅の構内、さらに、そのショールームに

おいても同等な見せ方であったりとか、振興を促すようなことも今後お考えいただきながら、幅

広い周知活動を徹底していただきたいというふうに思います。

以上で私の質問を終わります。
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○滝口直人委員長 植村委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

小林千代美君。

○小林千代美委員 おはようございます。

森林環境譲与税の活用について質問をいたします。

この森林環境譲与税の仕組み、制度が始まりまして７年が経過をいたしました。また、令和６

年からは、全国民が、住民税と一緒に１人頭年額1000円という森林環境税を負担し、納税をして

いるということになっております。

譲与税が開始されて７年が経過をしているわけですけれども、まず初めに、この７年間での譲

与税がどのように道内で活用されていて、どの程度、目的が達成されているのかを伺います。

○滝口直人委員長 森林計画課長日比野佑亮君。

○日比野森林計画課長 森林環境譲与税の活用についてでありますが、森林環境譲与税は、市町

村が税を効果的に活用し、地域の森林整備などを進めることを目的に令和元年に創設されてお

り、道の調査では、道内市町村における令和６年度までの活用実績は、累計で、譲与額174億

8000万円に対し、活用額は125億9000万円、活用率は72％となっております。

内訳としては、約１万9000ヘクタールの間伐など森林整備が最も多く、72億8000万円、続い

て、木造公共施設の整備など木材利用に25億8000万円、植樹イベントなど普及啓発に14億円、就

労環境の改善など担い手の育成確保に13億2000万円と、取組も着実に広がっております。

また、道への譲与額は累計26億2000万円で、活用額は24億5000万円、活用率は94％であり、市

町村と情報を共有する森林統合クラウドシステムの運用や、職員向け研修会の開催など、主に市

町村が進める森林整備の支援に活用しております。

○小林千代美委員 この森林環境譲与税ですけれども、その財源は森林環境税でありまして、１

人1000円の負担というものを年額で換算すると大体600億円ということになる目的税です。来年

度から始まる北海道の宿泊税は、１年間で大体45億円を道の収入として見込まれております。

この森林環境譲与税は、北海道に対して、市町村分も合わせてですけれども、年間、今までで

大体45億円から50億円ぐらい譲与されております。宿泊税は、国際情勢ですとかコロナのような

ことによって変動もあり得るものですけれども、この森林環境譲与税につきましては、取りっぱ

ぐれがないと言ったら怒られそうですけれども、確実に入ってくる財源ではないかと思います。

特に全国一の森林面積を持つ北海道として、その活用というものは、納税者から見れば、やは

り、しっかりとチェックされるべきであると思います。

この森林環境譲与税の未活用額が基金に積み立てられております。令和６年から始まった税負

担を考慮すれば、この譲与税をしっかりと活用することが求められると思いますが、道の基金の

積立てはこの６年間で1.7億円、この基金の活用について伺います。

また、道内市町村においても、48.9億円の基金の積立てが見られております。道内自治体にお

ける基金の活用についても併せて伺います。

○日比野森林計画課長 積立基金の活用についてでありますが、道においては、毎年度譲与され
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る譲与税は、当該年度に全額執行することを基本に予算を計上し、基金への積立てについては、

当初見込んだ譲与額との差や執行残などを翌年度以降に活用するために行っており、令和８年度

の当初予算においても、８年度の譲与見込額と７年度末の基金の見込み残高を全額活用すること

とし、予算計上しております。

市町村における譲与税の活用率については、職員の体制が十分でなく、事業を進めるに当たっ

ての検討が進まなかったことなどから、令和元年度に26％だったものが、研修の開催など市町村

の体制整備に向けた道の支援などにより、６年度は83％まで増加しております。

道としては、引き続き、市町村による譲与税を活用した様々な取組が一層進むよう、人材が不

足する市町村に対して、地域林政アドバイザー制度の活用方法や、地域における森林整備に必要

なノウハウの提供など、市町村の実情に応じた支援を行ってまいります。

○小林千代美委員 ぜひとも、なるべく基金には積まないで、きちんと執行するということを納

税者に見ていただく、こういうふうな目的に達するように、これからも活用をお願いしたいと思

います。

続いて、譲与税の配分の公平性について伺います。

従来の譲与税配分基準は、森林面積が少なく、人口が多い自治体には多く配分をされ、森林面

積が多いけれども、人口が少ないために少なく配分されるという矛盾点がありました。今まで、

私ども会派は、この譲与基準の見直しを訴えておりました。

令和６年より、配分基準、私有林人工林面積基準が従来の50％から55％に５％引き上げられ、

人口基準が30％から25％に引き下げられました。旧基準と新基準、北海道の場合は、譲与額にど

のくらいの差があり、増額分がどのように活用されたのかを伺います。

また、森林の整備という本来の目的のためには、林業の需要の高い自治体にこそ譲与額が増加

されることが必要と思いますけれども、認識を伺います。

○日比野森林計画課長 譲与税の譲与基準等についてでありますが、令和６年度分の譲与税につ

いて、国が行った譲与基準の見直しと全国の譲与額の精査による影響は、道の試算によります

と、道分は、４億6000万円から５億円と4000万円の増、道内市町村分については、40億8000万円

から44億9000万円と４億1000万円の増となっております。

これに対し、６年度の活用実績は、道が４億5000万円から４億8000万円と3000万円の増、市町

村が33億7000万円から36億5000万円と２億8000万円の増で、いずれも前年度を上回る活用実績と

なっており、基準の見直しは税活用事業の推進に一定の効果があったと考えております。

また、譲与税については、税活用による恩恵を広く国民が享受できるよう、私有林人工林面積

や林業就業者数に加え、人口も基準として配分されておりますが、引き続き、道内市町村の活用

状況等の把握に努めるとともに、必要に応じ、本道の実情に即した配分となるよう国へ要請して

まいります。

○小林千代美委員 全国の自治体、都道府県で見てみますと、もちろん、譲与額が大きいのは圧

倒的に北海道なのですけれども、２位は人口の多い東京都になるわけなのですよね。まだまだ林
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業需要の高い自治体への配分は少ないと考えております。私は、譲与額の増加というのは、これ

からも求めていかなければならないのではないかと考えるところです。

この譲与税は、国の制度ですから、すぐにこの配分基準を見直すというのは難しいと思いま

す。ですから、森林を持たないけれども、人口の多い都市部の自治体と、森林整備が本当に必要

であるけれども、譲与額が少ない自治体との連携というものが必要ではないかと思います。

道内自治体が森林由来クレジットを都市部の自治体へ販売するなどして、森林環境譲与税を活

用する方法を模索してはいかがかと思いますけれども、見解を伺います。

○滝口直人委員長 水産林務部長岡嶋秀典君。

○岡嶋水産林務部長 自治体間の連携についてでございますが、森林環境譲与税は、各市町村に

おきまして、森林整備とその促進のための木材利用や普及啓発など、制度の趣旨にのっとって様

々な取組に活用されており、譲与税を活用した自治体間の連携の取組といたしましては、国内に

おきましては、東京都千代田区と岐阜県高山市が連携をし、森林整備を行い、カーボンオフセッ

トに使う取組や、東京都豊島区と埼玉県秩父市が連携をし、上流域の森林整備を行う取組が行わ

れております。

また、道内におきましても、留萌市、増毛町、小平町の３市町が協調しまして、地元森林組合

の林業機械の導入を支援する取組が行われており、道といたしましては、こうした市町村による

譲与税の活用が進むよう、各種会議や研修等におきまして、都市部と山村地域が連携した道外の

取組に関する事例資料なども活用し、働きかけを行うとともに、森林由来クレジットにつきまし

ても、市町村等での積極的な取組を促進するため、道有林での創出、販売の先行事例について普

及を図るなど、地域の実情に応じた森林整備を一層促進してまいります。

以上でございます。

○小林千代美委員 今までの実績で、森林由来クレジットの市町村から自治体への販売というの

は例がないというふうに聞いております。稼ぐ道政です。ぜひ、お金を都市部から引っ張ってき

て、森林整備の促進に今後も当たっていただきたくお願い申し上げまして、質問を終わります。

○滝口直人委員長 小林(千)委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

佐藤禎洋君。

○佐藤禎洋委員 おはようございます。

まず、冒頭に、昨年、小樽で開催されました第１回北海道豊かな海づくり大会におきまして

は、皆様に大変お世話になり、大変意義深い大会になったことをまずは感謝申し上げます。

令和８年度につきましては、北斗市で開催をされるという予定で調整されているとお聞きしま

したので、ぜひ、第２回大会も意義深い大会になるように皆様にお願いを申し上げます。

それでは、早速、通告に従いまして、質問をさせていただきます。

まず最初は、道産水産物の消費拡大についてお伺いをいたします。

北海道は、日本海やオホーツク海、そして太平洋に囲まれ、これらの海からは、四季折々に、

安全で安心、新鮮でおいしい水産物が水揚げをされて、自慢の水産物は、道民はもちろんであり
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ますけれども、道外、さらには外国の皆様にも提供されております。近年、海水温の上昇など海

洋環境の変化によりまして、特にアキサケのように記録的な不漁となる魚種がある一方で、ニシ

ンやブリなど、漁獲量が増加傾向にある魚種も見られるところであります。

これら漁獲量が増えている魚種の消費拡大が課題となっているところでありますけれども、ま

ず初めに、ニシンやブリなど、漁獲量が増加傾向にあるこれらの魚種の消費拡大について、これ

まで道はどのように取り組んできたのか、お伺いいたします。

○滝口直人委員長 水産食品担当課長小寺一史君。

○小寺水産食品担当課長 これまでの取組についてでありますが、道では、近年、漁獲量が増加

している魚種を道民の皆様に食べていただく機会を増やすため、これまで飲食店においてオリジ

ナル料理を提供する「Ｏｈ!!さかなフェア」を毎年開催しており、令和元年度にはマイワシを対

象に釧路市で、２年度には開催地を札幌市など全道７都市に拡大、３年度からは対象魚種にブリ

とニシンを加え、４年度には９都市を中心に開催地域を道内全域に拡大し、５年度からはＳＮＳ

等により参加店の情報を提供するなど、随時、内容を拡充しながら取組を進めているところで

す。

また、家庭向けの取組としては、令和３年度から量販店での料理レシピの配布、６年度からは

ＳＮＳ等により簡単レシピ動画を配信しており、今年度は缶詰等の加工品を利用したレシピ動画

を配信しています。

こうした取組に加え、さらに、量販店と連携したＰＲイベントの開催や、漁協等が行う水産物

のブランド化や販路拡大への支援など、消費拡大に向けた様々な取組を進めています。

○佐藤禎洋委員 ニシンやブリ、マイワシ以外にも、本道においてマフグの漁獲が増えてきてい

ます。我が会派の同僚議員も、マフグの有効活用に関して質問してきたところであります。

フグ類の漁獲量は、令和元年から６年まで北海道が全国１位であるにもかかわらず、多くは、

道内で加工されないで、原魚のまま、道外の加工地に輸送され、道内における流通量も少ないと

伺っております。この状況について、道としてどのように認識しているのか、お伺いします。

○小寺水産食品担当課長 マフグの加工流通の状況についてでありますが、漁協や流通関係者か

らの聞き取りによりますと、マフグについては、道内では６月頃に日本海で、10月から11月にか

けてオホーツク海で、全道の年間漁獲量の約９割が水揚げされ、一部は道内の漁協や加工業者が

一夜干し製品等に加工して販売しているものの、加工できる施設が少ないことから、その多く

は、産地から直接、山口県を中心に道外へ輸送されており、令和５年に札幌市中央卸売市場を経

由した道内での流通量は、全道で漁獲されたフグ類の４％程度にとどまっています。

また、道外では、フグ類の生産から加工、流通までの体制が古くから確立され、食文化として

根づいている一方、道内では、家庭内や飲食店で食べる機会が少ない状況にあることから、道と

しては、加工流通体制の構築と需要の喚起が課題であると認識しています。

○佐藤禎洋委員 近年、海洋環境の変化などの影響によりまして、本道で水揚げされた魚種が変

化している中、全国トップの漁獲を誇るマフグを有効活用して、道内での消費拡大につなげるこ
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とが重要であると考えますけれども、今後、道としてどのように取り組んでいくのか、お伺いし

ます。

○滝口直人委員長 水産林務部技監藤田瑞代君。

○藤田水産林務部技監 今後の取組についてでございますが、近年、アキサケなど主要魚種の漁

獲が減少する中、道では、漁獲が増加傾向にあるマフグの有効活用が重要と考えており、先般、

生産や加工、流通に至る課題を把握するため、漁協や加工流通関係事業者の方々と意見交換を行

い、需要の喚起や加工施設の増加を期待するといった意見をいただいたところでございます。

道といたしましては、マフグの需要の喚起を図るため、来年度から、オリジナル料理を提供す

る「Ｏｈ!!さかなフェア」の対象に加えますとともに、レシピの活用や試食を通して、おいしい

食べ方を道民の皆様に直接、対面でＰＲする鮮魚店フェアを開催するほか、加工施設の新規参入

促進に向け、必要な要件や手続、費用などについて取りまとめた手引を作成、加工業者に広く周

知し、加工体制の構築を進めるなど、引き続き、漁協や加工流通関係事業者の方々とも連携し、

漁獲が増加しているマフグの消費拡大に取り組んでまいります。

○佐藤禎洋委員 このマフグに関しては、「Ｏｈ!!さかなフェア」のほうで取り扱っていただけ

るということでありますけれども、質問をしていて、答弁を聞いて思い出したのは、私も初めて

「Ｏｈ!!さかなフェア」で飲食店で食事をさせていただいたのは、藤田技監に紹介していただい

たお店が初めてでありますので、このマフグにしても、そういう形で多くの皆さんに料理をした

ものを食べていただくような、そんな取組をぜひ進めていただきたい、そのようにお願いしま

す。

続きまして、太平洋クロマグロの資源管理についてお伺いをいたします。

本道の水産業は、海洋環境の変化等により大変厳しい状況となっており、昨年は、アキサケが

記録的な不漁となったのをはじめ、サンマやスルメイカが増産となったものの、低位な状況が続

き、漁業経営はもとより、漁村地域の活力低下が懸念をされております。

道では、水産資源を持続的に利用するため、第５期水産業・漁村振興推進計画において、「水

産資源の適切な管理及び秩序ある利用」を項目に掲げ、漁業者の自主的な取組として資源管理協

定の締結を推進するなどしております。

一方、国では、水産資源を持続的に利用するために、改正漁業法に基づき、漁獲可能量、いわ

ゆるＴＡＣによる資源管理を推進しておりますけれども、ＴＡＣの導入に当たっては、これまで

も、我が会派の同僚議員から、漁業者に寄り添った取組が重要であると議会議論の中で指摘して

きたところであります。

道内では、どの海域でもクロマグロが漁獲されるようになってきておりますけれども、ＴＡＣ

が設定されており、これを守るため、定置網にかかったクロマグロを放流するなどの漁業者の努

力が行われているのもまた現実であります。

ＴＡＣは、過去の実績を基本として配分枠を定めていることから、漁獲量が例年以上になった

場合における公平な地域間調整や、漁獲されたクロマグロの放流量のデータをしっかりと反映し
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た配分枠を提示してほしいとの声もあります。クロマグロが定置網に進入してくるのを防ぐ手だ

てはなくて、放流すれば、ほかの魚を逃してしまうことになるだけでなくて、クロマグロによっ

て漁具が壊される被害も発生していると聞いております。

そこで、クロマグロの資源管理やその支援策などについて伺ってまいりますけれども、まず、

クロマグロは、ＴＡＣによって資源管理されているところでありますが、本道の令和４年度から

６年度までの直近３か年におけるＴＡＣ及び漁獲量、消化率についてお伺いをいたします。

○滝口直人委員長 漁業管理課長物見文雄君。

○物見漁業管理課長 道が管理するＴＡＣなどの推移についてでありますが、道では、大中型ま

き網漁業などの大臣管理区分を除く漁業についてＴＡＣによる資源管理を行っており、本道の直

近３か年のＴＡＣと漁獲量及び消化率は、30キログラム以上の大型魚と30キログラム未満の小型

魚を合わせ、令和４年度は、ＴＡＣ383トンに対し漁獲量377トン、消化率98％、５年度は、398

トンに対し393トン、99％、６年度は、491トンに対し470トン、96％となっており、いずれの年

度も高い消化率となっております。

また、漁期は４月から翌年３月までの周年とされ、主に12月までＴＡＣの約９割が消化されて

おります。

○佐藤禎洋委員 次に、クロマグロの令和７年度のＴＡＣについては、国からどのように道へ配

分され、また、道内各海域にはどのような枠組みで配分されているのか、お伺いします。

○物見漁業管理課長 ＴＡＣの配分についてでありますが、国は、30キログラム以上の大型魚、

30キログラム未満の小型魚ごとに都道府県にＴＡＣを配分しており、令和７年度から９年度まで

の配分については、３年度から５年度までの漁獲実績の比率の平均値を基本として行われ、本道

の７年度のＴＡＣは、大型魚で前年の1.4倍の446.5トン、小型魚は1.3倍の142トンと、合計

588.5トンとなっております。

道では、各海域の漁業実態を踏まえた弾力的な配分や運用を図るため、ＴＡＣを総量で管理し

ており、全道72漁業協同組合が資源管理協定を締結し、日本海、渡島、太平洋、オホーツク・根

室の４海域に分け、ＴＡＣと同様に、漁獲実績を基本として、混獲が避けられず放流の負担を伴

う定置網漁業にも配慮するなど、自主的管理枠を配分し、漁業関係者による漁獲管理を行ってお

ります。

○佐藤禎洋委員 国では、ＴＡＣの配分及び漁獲状況の公表を行っておりますけれども、道に当

初配分された枠を来遊状況に応じてどのように調整しているのか、お聞きします。

○物見漁業管理課長 ＴＡＣの配分の調整についてでありますが、国では、各都道府県のＴＡＣ

と当月分の漁獲速報値について、翌月10日までに取りまとめ、月末にホームページで公表してお

ります。

道では、こうした大型魚と小型魚の漁獲状況を踏まえ、小型魚から大型魚へのＴＡＣ交換のほ

か、都道府県間の合意に基づく調整を通じ、大型魚と小型魚のＴＡＣの融通を行っております。

○佐藤禎洋委員 漁獲量を抑えるために網にかかったクロマグロを放流するという、漁業者にと
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っては大変苦しい措置が取られておりますけれども、定置網漁業における直近３か年の放流尾数

についてお聞きします。

○物見漁業管理課長 クロマグロの放流尾数についてでありますが、本道においては、直近３か

年の定置網漁業におけるクロマグロの放流実績は、令和４年度は20万370尾、５年度は30万516

尾、６年度は43万7586尾であり、放流尾数は増加傾向にあります。

○佐藤禎洋委員 今お聞きしたように、放流尾数が増加しており、近年、道内の各海域でクロマ

グロの来遊が増加傾向にあります。

定置網漁業においては、混獲を回避するための放流作業の負担が膨らんでいるとともに、漁具

被害があるにもかかわらず、その支援策は十分でないと聞いておりますけれども、今後どのよう

に対応していくのか、お伺いします。

○滝口直人委員長 水産局長村木俊文君。

○村木水産局長 来遊の増加に伴う対応についてでございますが、国では、クロマグロの混獲を

回避するための放流経費や、漁具改良に要する費用に対して支援するため、平成30年度に混獲回

避取組支援事業を創設しております。放流経費への活用実績はあるものの、漁具改良への支援に

つきましては、クロマグロを放流するための開閉可能な放流口を設けるなどの改良を対象として

おり、これまで本道では活用実績はなく、また、破損した定置網の補修は支援の対象とはなって

おりません。

このため、道といたしましては、関係漁業者や漁業協同組合に対しまして、支援事業制度の理

解と利用の促進を図るとともに、漁具の改良に加え、破損した漁具にも対応できるよう、国に対

し、実態を踏まえて事業内容を見直すなど、支援内容の拡充につきまして強く求めてまいりま

す。

○佐藤禎洋委員 クロマグロにつきましては、本道漁業にとって貴重な水産資源であることも事

実であります。今後も持続的に活用していくことが重要であると考えます。

漁業者からは増枠を望む声も聞かれており、こうした意見を踏まえながら、クロマグロ資源の

有効活用を図っていくことや、地域の実態に応じたＴＡＣを設定する必要があると考えますけれ

ども、道として今後どのように取り組んでいくのか、岡嶋部長にお聞きします。

○滝口直人委員長 水産林務部長岡嶋秀典君。

○岡嶋水産林務部長 今後の取組についてでございますが、本道におきましては、アキサケやス

ルメイカなど主要魚種の漁獲が減少する中、資源が増加傾向にあるクロマグロを持続的に利用し

ていくことは重要でございます。

クロマグロは、国際的合意に基づき、資源管理が行われており、漁業関係者の方々と連携を

し、国に対し増枠を働きかけた結果、近年の資源状況を踏まえ、令和７年から日本の漁獲枠が大

型魚で50％増、小型魚で10％増となったところでございます。

道といたしましては、引き続き、他府県や他種漁業とのＴＡＣの融通や交換による有効活用は

もとより、資源の状況や地域の実態を踏まえ、さらなるＴＡＣの増枠が図られるよう様々な機会
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を捉えて国に要望するなど、本道漁業者の皆様が持続的にクロマグロを利用できるよう取り組ん

でまいります。

以上でございます。

○佐藤禎洋委員 ただいま答弁をいただきましたけれども、クロマグロの資源管理については、

ＴＡＣ及び漁獲量についての単位はトン、定置網漁業における放流実績の単位は尾数という、比

較が大変難しい単位になっているというのが事実なのでありますね。

それで、放流については、漁業者の作業が大変なことでもありますので、トンで表すことはな

かなか困難であると漁業者からお聞きをしているところであります。このクロマグロの資源管理

の根幹をなすＴＡＣ及び漁獲量と定置網漁業における放流実績の単位の整合性について、もうち

ょっと工夫をしてもらえるように国に求めることをお願いして、私の質問を終わります。

ありがとうございました。

○滝口直人委員長 佐藤(禎)委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

鈴木一磨君。

○鈴木一磨委員 それでは、通告に従い、順次質問してまいります。

まず、アキサケの不漁対策等についてであります。

秋サケ環境変動対策事業費が、新年度当初予算として道単費で約6000万円を見込み、回帰率向

上や種苗生産施設整備等に引き続き取り組むものと承知しておりますが、昨年の全道におけるア

キサケ漁獲尾数は約562万尾で前年同期比35.9％、特に根室海域では前年対比で19.4％にとどま

るなど、深刻な状況に陥ったところであります。

2022年春の適水温期間が短かったことにより、稚魚の生き残りが悪く、昨年の来遊の主力であ

る４年魚が減少したことなどが不漁の一因と挙げられますが、そこで、以下、数点伺います。

まず、直近３か年の漁獲尾数の推移を伺うとともに、これまで実施してきた資源回復の取組等

についてお伺いいたします。

○滝口直人委員長 サケマス・内水面担当課長古明地恵一君。

○古明地サケマス・内水面担当課長 アキサケの漁獲状況等についてでありますが、本道沿岸に

おける直近３か年のアキサケ漁獲数は、令和５年は1922万尾、６年は1563万尾と1000万尾を上回

っていましたが、７年は562万尾と大幅に減少したところです。

これまで、道では、ＤＨＡを添加した餌を与え、稚魚の遊泳力強化などに取り組んできたほ

か、令和６年に開催した秋サケ資源対策検討会議で取りまとめた「資源対策の基本方向」に基づ

き、稚魚の飼育環境を改善する施設整備への支援や、沿岸水温の予測システムを活用した稚魚放

流といった増殖技術の向上に加え、アキサケの回遊に適した海水温に下がる10月以降に来遊する

資源づくりの強化など、試験研究機関や全道の増殖事業団体と連携しながら、アキサケの資源回

復に向け、海洋環境の変化に対応した資源対策に取り組んでおります。

○鈴木一磨委員 続いて、遊漁との関係についてお伺いいたします。

アキサケの漁獲量が減少し、漁業関係者が厳しい環境に置かれている中であっても、遊漁を楽
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しむ釣り人や遊漁船は依然として多く見られると聞いています。海域によっては、漁業者と遊漁

者との事故・トラブル防止や、節度ある資源利用の実現を目的に、アキサケの船釣りに釣獲尾数

や釣獲時間などを制限したライセンス制が設けられていますが、このような制度を含め、道とし

て遊漁との調整をどのようにして行っているのか、お伺いいたします。

○古明地サケマス・内水面担当課長 遊漁との調整についてでありますが、道では、漁業者と遊

漁者間のトラブル防止や合意形成を図るため、平成６年度に、漁業者や遊漁関係者、学識経験者

などで構成する海面利用協議会を全道と道内10か所の海区に設置し、漁業者と遊漁者等それぞれ

の立場からの意見を聞いて海面の利用調整を図っているところです。

また、船釣りライセンス制度は、平成元年にウトロ海域、12年に胆振海域、16年に後志海域、

17年に檜山海域、令和４年に網走・斜里海域で導入しており、関係する市町村や漁業団体、遊漁

団体等で構成する各海域のライセンス制実行協議会に道も参画し、さお数や釣獲尾数などの制限

内容や、漁船と遊漁船等との衝突の未然防止などに向けた調整を行っております。

○鈴木一磨委員 ほかの海域でのアキサケの来遊不振により、遊漁者が網走や斜里、ウトロ地域

に集まり、近年は混乱を招く傾向も見られていることから、秋さけ船釣りライセンス制に加え、

自主的に海浜でのサケ釣りルールが策定されたりもしています。しかし、指導権限や強制力がな

いため、昨年２月３日には、道に対して遊漁の規制強化を要請した経過もあったものと承知して

おります。

道として、遊漁のルールの適正化に向け、どのように取り組んでいくのか、お伺いいたしま

す。

○古明地サケマス・内水面担当課長 遊漁のルール化等についてでありますが、遊漁者のさお数

の制限や場所取りの禁止などを定めた自主的ルール、いわゆるローカル・ルールにつきまして

は、令和５年にオホーツク東部地区において、市町や漁業協同組合などで構成する協議会が道内

で初めて策定し、その定着に向けた地域のこれまでの取組は、場所取りやごみの放置の減少など

一定の成果につながっている一方で、さお数や釣獲尾数の制限につきましては、再三の協議会の

要請によってもルールを守らない遊漁者が一部に根強くいると承知をしております。

このため、道といたしましては、引き続き、こうした地域によるローカル・ルールの実効性が

確保されるよう、市町や漁協等と連携して、現地での遊漁者への呼びかけや啓発看板の設置など

の普及啓発活動に対する支援を行うほか、遊漁者が集中する河口域におきましてサケの採捕を制

限する規制を強化するなど、漁業と遊漁の適正な秩序ある漁場の利用が図られるよう取り組んで

まいります。

○鈴木一磨委員 海洋環境が大きく変化する中、アキサケ資源の造成に向けては、これまでの延

長線上の取組だけでは対応し切れないのではないかとの懸念があり、ふ化放流事業の在り方を早

急に見直す必要があると考えますが、道としてどのように取り組んでいくのか、お伺いいたしま

す。

○滝口直人委員長 水産局長村木俊文君。
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○村木水産局長 今後の対応についてでございますが、本道のアキサケは、これまで長年にわた

り行われてきた増殖事業により、全道の海域で漁獲され、漁業はもとより、地域経済を支える本

道を代表する水産資源でありますが、近年は来遊数が大きく減少する中、資源の回復には安定的

に増殖事業を推進していくことが重要と認識しております。

このため、道では、先月立ち上げた「持続可能なさけ増殖事業検討会」におきまして、地域の

実情に応じた適切なふ化放流計画数や、親魚の安定確保対策など、増殖事業の安定化に向けた中

期的な方針の検討を進めているところであります。

また、来年度から、大型稚魚の育成といった健康な稚魚の適期放流や、海水温の下がる時期の

親魚から採卵したふ化放流を拡大し、回帰率を高める資源づくりを強化するなど、アキサケ資源

の持続的な利用と早期回復に向けまして、関係者と一層連携をしながら総合的に取組を進めてま

いります。

○鈴木一磨委員 続いて、北の森づくり専門学院についてお伺いいたします。

林業現場では、就業者の高齢化が進み、若手人材の確保や定着が重要な課題であります。道で

は、旭川市を拠点とする道立北の森づくり専門学院を令和２年４月に開校し、これまで、卒業生

140人の多くが現場で即戦力として活躍していることを承知していますが、現在活躍している卒

業生の就業状況についてお伺いするとともに、今後も、卒業生が就職するに当たり、林業への定

着や技能継承など、地域に根差した人材となるよう配慮すべきと考えますが、所見をお伺いしま

す。

○滝口直人委員長 林業振興担当課長髙松巨樹君。

○髙松林業振興担当課長 卒業生の状況などについてでございますが、北森カレッジにおきまし

ては、これまでに140名の卒業生を輩出しており、その９割以上の卒業生が道内の林業・木材産

業関連の企業や森林組合に就職し、北森カレッジで身につけた実践的な技術を生かして造林や素

材生産などの現場で活躍しております。

道では、引き続き、卒業生の道内での就職に向けて、生徒に対する企業等の情報提供や、職場

体験実習などを通じた企業とのマッチングなどに取り組むとともに、就職後の定着を図るため、

卒業生の状況の定期的な把握に努め、キャリアアップに向けた資格の取得や、経験年数に応じた

研修の受講について働きかけを行うほか、仕事や暮らしの悩みなどを相談できる場として、若手

従事者同士が交流できるワークショップを開催し、仕事へのモチベーションの維持向上を図るな

ど、北森カレッジの卒業生が将来にわたって道内の各地域で活躍できるよう、フォローアップに

取り組んでまいります。

以上でございます。

○鈴木一磨委員 北の森づくり専門学院の入学者については、2023年度から定員割れの減少傾向

にあり、昨年も、募集定員40名に対し、入学者は過去最低の18名でありました。

昨年６月には、札幌市内で出張オープンキャンパスも開催しておりますが、今年度において、

ほかにどのような入学者確保対策を講じたのかお伺いするとともに、新年度入学者募集に向け
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て、広報啓発などさらなる対策をどのように考えているのか、道の所見をお伺いいたします。

○滝口直人委員長 林務局長加納剛君。

○加納林務局長 入学生の確保に向けた取組についてでありますが、森林づくりの担い手の育成

拠点であります北森カレッジは、入学生が定員を下回る状況が続いており、道では、入学生の安

定的な確保に向け、これまで実施してきたＳＮＳによる情報発信や出張オープンキャンパス、道

内外での移住・交流フェアといったイベントへの出展などに加えまして、今年度は、道内外の普

通高校への個別訪問や学院説明会を強化するとともに、冬の林業の魅力を伝えるウインターオー

プンキャンパスのほか、著名人を講師に招いた公開講座の開催などに取り組んできたところでご

ざいます。

こうした中、検討会から、幅広い層を対象に北森カレッジの認知度向上を図ることが必要とい

った提言をいただいたところであり、道といたしましては、新たに、オープンキャンパスの参加

者に対し、旅費の助成を行うほか、デジタルサイネージや大型ビジョンなど多様な広告媒体を活

用し、北森カレッジの魅力発信を強化するなど、さらなる認知度の向上を図り、入学生の確保に

取り組んでまいります。

以上でございます。

○鈴木一磨委員 北海道林業の将来を見据え、入学者確保や地元定着などに努めていただきます

よう指摘をいたします。

次に、森林管理等についてお伺いします。

森林の所有が分散化している場合や境界不明瞭な区域などにおいて、山林総体の施業計画化や

作業実施の困難性等が指摘されています。所有者不明の森林や境界不明の地籍整備をどのように

進めているのかお伺いするとともに、所有者の合意形成や経営管理の集約化など、効率的な森林

管理を進めるため、今後どのように取り組んでいくのか、所見をお伺いします。

○滝口直人委員長 森林計画課長日比野佑亮君。

○日比野森林計画課長 森林の効率的な管理についてでありますが、森林組合等による森林経営

計画に基づく、近隣の森林の計画的かつ一体的な管理を進めるためには、所有者が不明または境

界が不明瞭な森林への対応が課題となっております。

このため、道では、森林法に基づく所有者届出制度についてホームページ等を活用した周知に

努めているほか、国の森林整備地域活動支援交付金を活用し、森林組合等が行う所有者の探索や

境界明確化、計画の作成について、市町村を通じ支援するとともに、境界明確化の成果と地籍調

査結果の相互活用を促しているところでございます。

道としては、今後とも、森林経営計画を策定する市町村や森林組合に対し、所有者の探索や意

向確認に加え、既存の計画に新たな所有者を追加する際の対応についての助言や森林ＧＩＳの提

供を行うなど、地域の効率的な森林管理を促進してまいります。

○鈴木一磨委員 近年の気候変動等により、山地災害や林野火災などのリスクが今高まっていま

す。そこで、以下、伺います。
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まず、山地災害対策について、近年多発する局所的集中豪雨や台風の増加が、斜面崩壊や土砂

崩れを誘発します。

昨年、道が設定する山地災害危険地区については、例えば、新規の風力発電建設予定地などか

ら外すよう事業者を指導する考えを示したことは、防災意識の評価に値するものと考えます。

その一方で、間伐や下草の刈取りなど、山林の健全育成や再造林を進めることが、山地災害等

の耐性機能の回復や向上につながるものと考えます。

土留めや緑化などの山腹工や、治山ダムなどの渓間工をはじめ、山地災害地区の設定や事業計

画、予算化をどのように進めているのか、お伺いいたします。

○滝口直人委員長 治山課長羽角修司君。

○羽角治山課長 山地災害対策についてでありますが、道では、国の要領に基づき、山地の崩壊

や地滑り、土砂流出によって人家や道路などの保全対象に被害を与えるおそれが高い約１万3000

か所を山地災害危険地区に設定し、随時、現地を調査、点検して状況の把握に努めております。

危険地区に関する情報は、市町村における警戒避難体制の整備などに活用されており、道とし

ましては、今後、災害発生の危険性が高くなった箇所について、現地確認の上、適宜、追加の設

定を進めてまいります。

また、国においては、令和８年度を始期とする第１次国土強靱化実施中期計画が閣議決定され

ており、目標の達成に必要な予算の安定的な確保について要望するとともに、危険度の高い山地

災害危険地区における治山施設の整備等を計画的に進めてまいります。

○鈴木一磨委員 次に、林野火災の対策についてお伺いします。

昨年２月に岩手県大船渡市、３月には岡山県岡山市や愛媛県今治市、今年も、２月21日に栃木

県鹿沼市や、３月７日には栃木県日光市など、大規模な山林火災が多発しております。

東京消防庁では、本年４月以降に、林野火災注意報の運用を開始し、水の壁で延焼を防ぐ水幕

防御システムも新たに導入する予定と承知しますが、間伐や枝打ち、下草の刈取りなど、山林の

手入れが行き届いていなければ、枯れ葉、枯れ枝、落ち葉など、乾燥期に火が燃え広がりやすい

環境要因となってしまいます。

本道においても、山林所有者への管理責任の啓発や指導の強化、火災予防運動への協力など、

林野火災の予防に資する取組を強化すべきと考えますが、所見をお伺いいたします。

○滝口直人委員長 森林整備課長笹岡英二君。

○笹岡森林整備課長 林野火災対策についてでありますが、道では、地域防災計画に従い、国等

の関係機関が参画する北海道林野火災予消防対策協議会での協議を経まして、本年２月に定めた

令和８年の林野火災予消防対策実施方針に基づき、森林所有者に対し、入林者への防火啓発や森

林の巡視、火入れにおける安全対策といった、自ら実施すべき項目につきまして、各地域で開催

する協議会において周知を図っているほか、ポスターの掲示や注意旗の掲揚により、道民の皆様

の予防意識を高める取組を行っているところです。

また、乾燥注意報等が発表された場合に、市町村が屋外での火の使用などを注意喚起する林野
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火災注意報を発令するといった、火の取扱いに関する運用が、国の通知に基づき、今年度中に道

内全域において開始される予定でありまして、道としましては、こうした市町村の注意報等の発

令状況をホームページやＳＮＳで発信するなど、関係者との緊密な連携の下、林野火災予防対策

の強化を図り、所有者による森林の保全を促してまいります。

○鈴木一磨委員 スマート林業についてですが、ドローンやレーザー計測、衛星データを活用

し、地図情報システムやクラウド上で共有化することで、効率的な施業計画や精細な現場予測が

可能となります。また、自動運転や遠隔操作機器の導入は、林業従事者の安全確保につながりま

す。

補助事業等による先進機器の導入実績と、新年度の事業及び予算の考え方について、道の所見

をお伺いします。

また、無人機器や遠隔機材において、山中の電波不感地帯における低軌道衛星通信システム活

用の可否も含めて、どのように課題をクリアしながら林業のスマート化を進めていくのか、併せ

て所見をお伺いいたします。

○滝口直人委員長 成長産業課首席普及指導員兼林業普及担当課長外岡雄一君。

○外岡成長産業課首席普及指導員兼林業普及担当課長 スマート林業の推進についてであります

が、道では、これまで、北海道スマート林業推進方針に基づき、森林の管理、木材の生産・流

通、造林など各分野での省力化、効率化を進めており、令和５年度から７年度の３か年で、リモ

コン式下草刈り機械や林業用ドローンなど、延べ98事業体に235台の機器導入等を支援してきた

ところでございます。

また、推進方針の改正案を議会にお示ししたところでありますが、来年度以降は、これまでの

実証で明らかとなった成果の普及に向け、引き続き、機器の導入支援を行うとともに、新たに、

技術講習会の開催による人材の育成や、ＡＩなどを活用した森林資源の解析技術の実証に取り組

むほか、林内での通信環境の確保に向けましては、専門的な知識を有する企業や研究機関等と連

携しながら、衛星アンテナの設置位置やＷｉ－Ｆｉ機器との組合せなどについて検討を進めてま

いります。

○鈴木一磨委員 続いて、森林環境譲与税について、我が会派の同僚議員が質問されましたの

で、私からは１点だけ質問いたします。

森林環境譲与税について、令和６年度譲与額は、全国総体で約641億円、そのうち、北海道全

体で約50億円、うち市町村分は約45億円で、道への譲与額は約５億円であります。当面、この額

をベースに、今後、毎年度譲与される見通しとも聞いております。

これまでの道事業分の活用実績を伺うとともに、今後、限られた譲与税をどのように有効活用

していく考えか、道の譲与税事業の方向性やメニューについて所見をお伺いします。

○滝口直人委員長 森林計画担当局長立原泰直君。

○立原森林計画担当局長 森林環境譲与税の活用についてでありますが、森林環境譲与税は、市

町村の森林整備を支援することなどを目的に都道府県に配分されており、令和６年度までに道に



【第３分科会 ３月12日 第２号】

譲与された譲与税は26億2000万円で、クリーンラーチの増産など森林整備の支援に10億3000万

円、北森カレッジの運営等の人材育成に７億4000万円など、合わせて24億5000万円を活用してい

るところでございます。

道といたしましては、令和６年に作成しました税の活用に向けた取組方針に基づきまして、今

後とも、市町村職員の技術力向上に向けた研修会を開催するなど、市町村の体制強化に加え、

「ＨＯＫＫＡＩＤＯ ＷＯＯＤ」ブランドによる道産木材の利用促進に取り組むほか、新たに、

ＡＩ解析技術によるナラ枯れ被害の把握の効率化や、ＩＣＴによる造林作業の省力化の実証によ

りスマート林業を推進するなど、市町村が主体となった森林整備や木材利用を計画的かつ効果的

に進めることができるよう支援を強化してまいります。

○鈴木一磨委員 森林は、木材の供給源であると同時に、国土保全や生物多様性の確保、気候変

動への対応など多面的な機能を担っており、森林資源の循環や環境保全を着実にかなえていくこ

とが大切です。また、ゼロカーボンの推進は本道の重要政策であり、森林はＣＯ２ 吸収源として

も大きな役割を担っています。

豊かな森林資源を守り育てながら循環的に活用していく上で、林業政策の重要な柱や方向性を

どのように描いて導いていくのか、部長の所見をお伺いします。

○滝口直人委員長 水産林務部長岡嶋秀典君。

○岡嶋水産林務部長 本道林業の振興についてでございますが、本道の豊かな森林が有する多面

的な機能について、多様化する行政ニーズに的確に対応しながら持続的に発揮させるためには、

北海道森林づくり条例の重要施策に位置づけている森林資源の循環利用を一層推進していくこと

が重要でございます。

このため、道では、計画的な伐採と着実な植林を推進するため、ＡＩなどのデジタル技術を活

用した効率的な森林資源の把握をはじめ、伐採作業の効率化や植林作業の省力化などスマート林

業の地域への定着などに取り組むとともに、北森カレッジに新たな修学コースを設置するなど林

業の担い手の確保を進めてまいります。

また、新たに、「ＨＯＫＫＡＩＤＯ ＷＯＯＤ ＢＵＩＬＤＩＮＧ」の建築費に支援をし、さ

らなる道産木材の需要創出を図るなど、川上から川下に至る総合的な対策を推進し、本道の豊か

な森林を守り育てながら、ゼロカーボン北海道の実現にも貢献する、100年先を見据えた森林づ

くりを積極的に進めてまいります。

以上でございます。

○鈴木一磨委員 ただいま部長から決意の込もった答弁がありましたが、例えば、違法開発行為

への道独自の規制強化についても、知事の積極姿勢が感じられず、自然や森林を守り管理する思

いが、私たちにあまり伝わりません。また、道産木材の積極的活用についても、地域によって温

度差を感じます。「ＨＯＫＫＡＩＤＯ ＷＯＯＤ」ブランドなど、道ではすばらしい取組も行っ

ており、もっと積極的かつ発展的に道産木材の利活用や森林保全の心得などを啓発、発信すべき

と考えます。直接、知事にお伺いいたしたく、委員長のお取り計らいをお願いいたします。
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以上で私の質問を終わります。

○滝口直人委員長 鈴木(一)委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了

いたしました。

佐藤伸弥君。

○佐藤伸弥委員 それでは、通告に従いまして、順次質問してまいります。

まず、アキサケの資源対策について、私からも伺ってまいります。

網走市沿岸が操業エリアである網走漁協はもとより、知床岬から宗谷岬までのオホーツク沿岸

の定置網では、昨年、全道で水揚げされるアキサケの６割を占め、東北を含む国内においてアキ

サケの漁業生産が最も多い一大生産地であります。

しかしながら、昨年、令和７年の全道の来遊数は、我が会派の代表質問でもあったとおり、49

年ぶりに1000万尾を下回り、オホーツク海においても、前年から大きく落ち込んでおり、種卵が

不足する道内の各地区や全国に供給する主要なサケの増殖河川である網走川においても、昨年

は、アキサケの遡上時期に青潮の発生などもあり、河川捕獲数が減少し、地元の漁業関係者が、

アキサケは今後どうなっていくのか、稚魚の放流は今後も継続できるのかなどと不安を感じてお

り、私自身も今後のアキサケ資源を大変心配しているところでもあります。

これまで、アキサケは、長年にわたる人工ふ化放流により資源造成されてきたと認識をしてお

り、昨今の来遊状況を踏まえると、これまで以上に安定的にふ化放流事業を行っていくことが必

要と考えますが、以下、数点伺ってまいります。

昨年、令和７年の全道とオホーツク海の来遊状況は、前年と比較してどのような状況なのか、

種卵の確保状況と併せて伺います。

○滝口直人委員長 サケマス・内水面担当課長古明地恵一君。

○古明地サケマス・内水面担当課長 アキサケの来遊状況についてでありますが、北海道連合海

区漁業調整委員会が取りまとめた沿岸漁獲と、北海道さけ・ます増殖事業協会が取りまとめた河

川捕獲を合わせた令和７年のアキサケの来遊数は、全道で686万尾と、前年に比べ39％、全道の

約６割を占めるオホーツク海でも422万尾、35％となっており、いずれも前年を大きく下回って

おります。

また、全道の９地区の増殖事業団体が確保した昨年の種卵数は、計画の10億6400万粒に対して

８億7500万粒、計画比で83％となっておりますが、オホーツク海では、計画の２億8900万粒に対

し３億1100万粒、計画比で108％と必要数を確保したところです。

○佐藤伸弥委員 ただいま答弁がありましたように、昨年、オホーツクの来遊は全道よりも減少

幅が大きく、さらには卵も不足し、本道のアキサケ資源にとっても危機的な状況と言っても過言

ではないというふうに思います。

道では、このような事態を踏まえて、アキサケの増殖事業に関する検討会を立ち上げたと承知

をしておりますが、どのような検討を行っていくのか、伺います。

○古明地サケマス・内水面担当課長 持続可能なさけ増殖事業検討会についてでありますが、道
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では、昨年の来遊が厳しい予測をさらに下回り、今後、親魚の捕獲や種卵の確保が困難となった

場合、稚魚生産数の減少が懸念されますことから、ふ化放流事業の安定化に向けた取組の強化が

必要と考え、先月20日、全道９地区の増殖事業団体や試験研究機関などと「持続可能なさけ増殖

事業検討会」を立ち上げたところです。

今後、この検討会におきましては、持続的で安定的な増殖事業を推進するため、各地区におけ

る増殖事業の現状と課題を共有しながら、親魚の捕獲や種卵の確保の実態を踏まえた放流数の見

直しや、稚魚の生産に用いる親魚の必要数の安定的な確保に向けた取組に加え、回帰率の高い地

区におけるふ化放流の強化などについて検討を行ってまいります。

○佐藤伸弥委員 検討会は先月立ち上がって、議論はこれからということでありましょうから、

道のリーダーシップをしっかりと取っていただくよう求めておきたいと思いますが、アキサケの

昨年の来遊状況は急激に減少しております。

海の環境が大きく変化する中であっても、資源回復には増殖事業を継続的に実施していくこと

がこれまで以上に重要であると考えますが、道として今後どのように取り組んでいく考えなの

か、伺います。

○滝口直人委員長 水産局長村木俊文君。

○村木水産局長 今後の対応についてでございますが、本道の主要魚種であるアキサケは、全道

の各地域で漁獲され、漁業経営はもとより、水産加工業など地域経済を支える重要な資源であり

ますが、近年は減少傾向が続く中、昨年の来遊数は、オホーツク管内をはじめ、全道で大幅な減

少となる大変厳しい状況であり、資源の早期回復は喫緊の課題であります。

このため、道では、稚魚の飼育環境を改善する施設整備への支援や、増殖技術の向上に向けて

ふ化放流マニュアルの改定、普及などを行うほか、先般立ち上げた検討会におきまして、地域の

実情に応じた適切な放流規模や親魚の確保対策など、増殖事業の安定化に向けた中期的な方針の

検討を進めているところであります。

また、来年度から、大型稚魚の育成といった健康な稚魚の適期放流や、海水温が下がる時期に

来遊する親魚から採卵したふ化放流を拡大し、回帰率を高める資源づくりを強化するなど、増殖

事業体制の確立に向け、アキサケ資源の早期回復に取り組んでまいります。

○佐藤伸弥委員 次に、ホタテガイ漁業について伺います。

本道のホタテガイ漁業は、水産業のみならず、水産加工業や流通業など幅広い関連産業を支

え、地域経済に大きく貢献をしているとともに、中国の輸入停止や米国の関税措置など輸出を取

り巻く環境は大きく変化をしておりますが、先般、報道があったように、ベトナムなどに販路を

広げたことで、令和７年の道内からのホタテガイの輸出額は前年より４割近くも増加し、農林水

産物全体の半分以上を占め、北海道食の輸出拡大戦略の要となる重要な魚種であります。

そのような中、生産面では、令和６年の全道的な採苗不振や、令和７年の生産量が令和元年以

来６年ぶりに40万トンを下回る見通しであり、私の地元のオホーツク管内でも、単価に助けられ

たものの、水揚げ量は前年の７割程度にとどまるという状況に直面をしております。
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こうした中、道においては、関係機関と連携しながら、これまで採苗不振の対応を進めてこら

れたものと承知をしておりますが、その上で、今後の安定生産に向け、以下、数点伺ってまいり

ます。

まず、ホタテガイについて、直近の令和６年と令和７年の生産量と生産額の状況について伺い

ます。

○滝口直人委員長 先端技術担当課長大島淳一君。

○大島先端技術担当課長 ホタテガイの生産状況についてでありますが、北海道水産現勢により

ますと、本道のホタテガイの生産量と生産額は、令和６年は40万9000トン、884億円、７年は、

速報値でございますが、35万2000トン、1398億円と、６年と比べまして、生産量は86％、生産額

は158％となっており、生産量は前年を下回る一方で、生産額につきましては、輸出需要の高ま

りなどにより前年を上回る状況となっております。

○佐藤伸弥委員 次に、ホタテガイの稚貝の生産状況について伺います。

令和６年の採苗不振を受け、道では、令和７年の採苗に向けてどのような取組を行ってきたの

か、稚貝の生産状況と併せて伺います。

○滝口直人委員長 成長産業課首席普及指導員小笠原和重君。

○小笠原成長産業課首席普及指導員 これまでの取組等についてでありますが、令和６年の全道

的な採苗不振を受け、適期に採苗を行うため、道では、水産技術普及指導所が中心となり、親貝

の成熟状況や浮遊幼生のモニタリングについて、調査箇所や期間を拡大し、得られた情報を迅速

に漁業関係者に提供するとともに、漁業者に対し、採苗器を設置する時期や、複数回に分けた採

苗を促すなど、きめ細かな技術的指導助言を行い、採苗不振のリスク低減対策に取り組んできた

ところであります。

また、昨年は、本道沿岸の水温が平年より高く推移したことから、高水温時の作業回避や育成

施設の水深調整などの指導を行い、稚貝のへい死を抑制する取組を漁業者に促してきたところで

あります。

その結果、令和７年の採苗や生育状況等の聞き取り調査では、地域間で一定の差は見られるも

のの、全道的には平年並みの採苗器への付着が確認され、おおむね計画どおりの稚貝数量が確保

されている状況にあります。

○佐藤伸弥委員 稚貝の確保はおおむね計画どおりとのことでありますが、米国とイスラエルに

よるイランへの攻撃の影響により、原油価格が急上昇し、本日からガソリン価格も25円以上の値

上げと報道されております。このことによって、経済産業への影響が懸念をされているところで

あります。とりわけ、流氷が去り、海明けのオホーツク海では、ホタテ漁をはじめ、底引き網

漁、カニ漁が本格化しますが、操業に不可欠な重油や軽油代への影響は必至であります。

昨日、高市首相は、16日にも石油備蓄の放出、さらに、19日出荷分のガソリン、重油、軽油等

を対象にした補助金の再開を行うと表明したところであります。

地元漁業関係者からは、長期化すれば経営環境はより厳しさを増すとの話も伺っております
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が、今後の対応について伺います。

○滝口直人委員長 水産経営課長住岡理君。

○住岡水産経営課長 原油価格高騰への対応についてでありますが、本道では、近年、原油価格

の高止まりにより、漁業生産活動に使用されるＡ重油などの燃油や資材類の価格が高騰し、漁業

経営に大きな影響を及ぼしております。

このため、国では、国と漁業者が基金を積み立て、燃油価格の高騰時に補塡金が交付される漁

業経営セーフティーネット構築事業により、漁業者負担の軽減を図っているところであり、道で

は、こうした漁業者の積立金相当額を支援するため、令和４年度から漁業用燃油価格対策事業を

実施し、先般の補正予算にも経済対策として盛り込むなど、漁業者への経営支援に取り組んでい

るところでございます。

このような中、緊迫するイラン情勢が長期化した場合、さらなる燃油価格などの高騰が懸念さ

れており、道といたしましては、引き続き、原油価格の動向や国の対応などを注視しながら、関

係団体との連携の下、本道漁業への影響把握に努めるなど、時期を逸することなく対応できるよ

う取り組んでまいります。

○佐藤伸弥委員 原油価格高騰への対応について伺いましたが、この点につきましては、知事に

直接お聞きしたいと思いますので、委員長のお取り計らいをお願いいたします。

最後に、今後の取組について伺いたいと思います。

ホタテガイを持続的に生産していくためには、経営面での支援に加え、何より稚貝を安定的に

確保することが重要と考えますが、今後どのように取組を進めていくのか、伺います。

○滝口直人委員長 水産林務部森と海の未来づくり推進監近藤将基君。

○近藤水産林務部森と海の未来づくり推進監 今後の取組についてでございますが、ホタテガイ

は、栽培漁業の柱として本道の漁業生産を支えるとともに、水産加工業への原料供給や雇用の維

持など地域経済を支える代表的な魚種でありますことから、種苗放流や養殖に用いる稚貝の安定

供給をはじめ、持続的な生産体制を維持することが重要と認識しております。

このため、道では、採苗不振のリスク低減を図るため、各海域における浮遊幼生の発生時期な

どを取りまとめました「採苗安定化に向けた取組と留意事項」につきまして、漁業関係者の方々

に情報提供するとともに、道総研水産試験場と連携し、採苗不振の要因を踏まえた採苗技術の改

良や、へい死を抑制する技術指導を進めてまいります。

また、高水温等の海洋環境に対応しましたモニタリング体制の充実と、漁業者の皆様に対する

きめ細かな技術支援を行うなど、今後とも、ホタテガイの持続的な生産が可能となるよう取り組

んでまいります。

○佐藤伸弥委員 ホタテガイの漁業というのは、先ほどもお話をいたしましたけれども、全道の

水産業を支える重要な魚種であります。今、アキサケの資源が大変減少している中で、やっぱ

り、きちんと底支えをして、このホタテ漁業をしっかりと支えていくというのが道の役割だと思

います。もちろん、アキサケの資源対策にも取り組んでいかなければなりませんけれども、漁業
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者の皆さんは、今、大変心配をしておりますので、ぜひ、道としてしっかりと対応していただく

よう求めたいというふうに思います。

次に、森林での違法開発行為について伺います。

昨年６月に、倶知安町巽地区において、事業者が森林法など複数の法令や条例に違反した事案

があり、行政からの繰り返しの指導に従わないまま、開発行為が進められていたことから、道で

は、類似の事例がないか調査を実施することとして、市町村から提供を受けた伐採届などの情報

を基に、違反の状況を確認し、その結果を先般公表したと承知をしております。

このことに関して、以下、数点伺いますが、まず、一連の事案の発端となった倶知安町巽地区

への対応について、現在どのような状況になっているのか、伺います。

○滝口直人委員長 森林保全担当課長渡部泰明君。

○渡部森林保全担当課長 倶知安町巽地区における開発行為についてでありますが、道では、昨

年６月に、無許可の林地開発行為が判明したため、直ちに、事業者に対しまして、工事の中止を

勧告するとともに、復旧計画書の提出を指示しております。

事業者は、道の勧告に従い、工事を中止するとともに、復旧計画書を提出し、森林に回復する

区域の2.7ヘクタールについて、昨年６月から７月にかけて植栽工事を実施したほか、10月から

12月にかけて、大雨や融雪時の土砂の流出を防ぐための応急的な対策工事を実施するなど、計画

どおり復旧が行われており、現在は植生状況等を確認しているところでございます。

事業者は、引き続き開発する意向を示しており、現在、森林法や都市計画法など関係法令の許

可基準を満たす計画となるよう、事業内容につきまして検討を進めていると承知してございま

す。

○佐藤伸弥委員 事業者は、引き続き開発する意向を示しているということでありますから、こ

れは、道も、しっかりと関係する法律、条例などを一つ一つ細かくチェックしていただいて、今

後、違法がないように取り組んでいただきたいというふうに思います。

次に、森林の伐採届に関する調査結果について質問してまいります。

今回の調査は、令和４年度から令和６年度の３年間分の約1200件を対象に実施し、許可を得ず

に行われた林地開発について、森林法違反となる４件を確認したと承知をしておりますが、どの

ように調査を進めたのか、また、覚知した４件の是正状況について伺います。

○滝口直人委員長 林務局長加納剛君。

○加納林務局長 調査の結果についてでありますが、道では、倶知安町で、複数の法令に違反

し、行政の指導に従わない林地開発行為があったことを踏まえまして、類似の事例の有無を把握

するため、令和４年度から６年度の３年間で森林所有者等から市町村に提出された伐採届のう

ち、森林以外への転用目的のものや、無届けで伐採されたことが把握された約1200件について調

査を実施したところでございます。

調査では、衛星画像による現状確認のほか、開発許可が必要となる面積に近い届出などにつき

ましては現地確認を実施しており、その結果、許可を得ずに行われた林地開発行為を４件確認い
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たしましたが、地域とのトラブルや行政の指導に従わないといった状況は確認されなかったとこ

ろでございます。

いずれの事案も、さらなる開発行為は行われていないことから、現在、違反に至った経緯や対

応等につきまして聞き取りを行っているところであり、速やかに、必要な復旧計画書等を提出さ

せるなど是正に向けた対応を行ってまいります。

以上でございます。

○佐藤伸弥委員 今回の調査の結果、悪質な事案は確認されなかったとのことでありますが、私

は、許可基準の対象となる面積を超えて林地開発を行った以上、悪質性があると言わざるを得な

いのではないかと考えています。

違反を行った事業者に対しては厳しく対応することで、抑止力が働き、本道の貴重な森林資源

が守られ、無秩序な開発行為を防ぐことが可能となるのではないかと考えます。今後、どのよう

に取り組んでいくのか、伺います。

○滝口直人委員長 水産林務部長岡嶋秀典君。

○岡嶋水産林務部長 今後の取組についてでございますが、違法な開発行為を抑止するために

は、関係法令の周知と理解の促進はもとより、事案を早期に把握し、法令に基づき、厳正に対処

することが重要と認識をしており、道では、ホームページなどを活用し、必要な手続等を広く発

信するとともに、違法な開発の通報窓口を設置したところでございます。

また、より迅速かつ実効性の高い対応ができるよう、事務処理要領等を改正し、制度の運用を

見直すとともに、国に対して実効性のある規制の強化を要望しているところでございます。

道といたしましては、今後とも、いかなる違法な開発行為も許さないとの認識の下、関係部局

や市町村との連携を強化し、早期の覚知や法令等に基づく厳正な対処により、抑止力を高め、本

道の豊かな森林を守り、次世代に引き継いでいけるよう取り組んでまいります。

以上でございます。

○佐藤伸弥委員 部長から答弁をいただきましたけれども、この点については、知事にも直接お

聞きをしたいと思いますので、委員長のお取り計らいをお願いいたします。

以上で質問を終わります。

○滝口直人委員長 佐藤(伸)委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了

いたしました。

田中英樹君。

○田中英樹委員 通告に従いまして、以下、水産林務部所管事項について簡潔に伺ってまいりま

す。

初めに、養殖の推進についてであります。

海水温の上昇などによってアキサケが記録的な不漁となるなど、本道における令和７年の漁業

生産量は、速報値で８年ぶりに100万トンを下回ったところであり、早急な生産回復が求められ

るところであります。
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このような状況の中、私の地元である釧路市におきましても、令和５年から、漁協等が釧路港

で地元企業と連携をしたサーモンの海面養殖試験を開始しており、成長速度や生存率などのデー

タ収集が進められるなど、将来的な事業化を見据えた取組が行われており、地域の水産関係者や

加工業者からは、新たな産業として期待が寄せられているところであります。

また、道内におきましては、サケ・マス類の海面養殖に加え、閉鎖循環式飼育システム等を活

用した陸上養殖の関心が高まっており、道におきましても、サケ・マス類の海面養殖やウニの陸

上養殖の実証試験に取り組んでいると承知をしております。そこで、養殖の推進に関して、以

下、伺ってまいります。

まず、道内における魚類養殖についてであります。

道内では、ホタテガイや昆布など、従来からの無給餌の養殖に加え、近年はサケ・マス類の海

面養殖の取組が広がっております。道内で実施されているサケ・マス類を対象とした海面養殖の

取組状況について、まずは伺ってまいります。

○滝口直人委員長 先端技術担当課長大島淳一君。

○大島先端技術担当課長 サケ・マス類の海面養殖についてでございますが、道内では、令和８

年１月末現在、後志、檜山、渡島、日高、十勝、釧路及び根室管内の19地区において、漁港など

の静穏域を活用し、漁業協同組合や市町村等が主体となって、トラウトサーモンのほか、サクラ

マスやキングサーモンを対象とした海面養殖試験が行われております。

これらの取組は、昨年同時期に比べて４地区増加しており、地域における養殖の事業化に向け

た取組は広がっている状況でございます。

○田中英樹委員 ４地区増加ということで、さらなる広がりを期待したいところでございますけ

れども、次に、道内における陸上養殖について伺いたいと思います。

近年の海水温の上昇や赤潮の発生など、海洋環境の影響を受けない生産手法として、水温や水

質を管理できる陸上養殖への関心が高まっておりますが、道内における陸上養殖の取組状況につ

いてお伺いいたします。

○大島先端技術担当課長 陸上養殖の取組状況についてでありますが、国が公表した陸上養殖業

の届出件数の取りまとめによりますと、令和８年１月現在、全国では808の事業所において陸上

養殖が行われており、昨年の740から増加しております。

このうち、道内では、昨年と同数の24の事業所となっており、主な養殖魚種は、トラウトサー

モン等のサケ・マス類が８件、ウニが13件、アワビが３件、バナメイエビが３件などであり、道

内事業所の多くは、技術開発や実証試験など、小規模な取組が中心となっております。

○田中英樹委員 昨年と同数の道内24事業所ということでございますが、これには含まれていな

いですけれども、例えば、美唄市のウナギの養殖という動きもございますし、そういったこと

で、今、こういう取組が注目されていると承知をしております。

次に、道が実施する養殖試験の取組状況についてであります。

道では、事業化に向けた技術的課題を解決するため、養殖に関する実証試験を実施していると
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承知しておりますが、これまでの取組状況についてお伺いいたします。

○滝口直人委員長 成長産業担当局長山口知子君。

○山口成長産業担当局長 道の取組状況についてでございますが、本道に適した養殖手法の検討

のため、道では、令和３年から、渡島管内木古内町の漁港において、サクラマスの海面養殖実証

試験に取り組んでおり、第４期目となる令和６年は、10月に平均重量325グラムの稚魚を漁港内

の生けすに収容し、９か月間の飼育を経た７年６月の結果は1838グラムとなったところでありま

すが、魚の成長にばらつきが見られるほか、市場が求めるサイズに達しておらず、魚体の大型化

に向けた飼育技術の開発が課題となってございます。

また、陸上養殖では、令和５年から、釧路管内厚岸町において、エゾバフンウニを対象とした

実証試験に取り組んでおり、漁業者の方々が調達しやすい天然昆布を餌として、水温の調整など

の飼育管理を行いながらデータを収集しているところであり、令和６年10月からの第２期試験で

は、約１年間の飼育で、平均12ミリメートルの種苗を平均44ミリメートルまで成長させることが

でき、目標とした出荷サイズの40ミリメートルを超えたところでありますが、出荷時期における

実入りの改善に向けた飼育方法の改良や、コスト削減が課題となっております。

以上でございます。

○田中英樹委員 次に、今後の取組についてお伺いいたします。

海洋環境の変化等に対応するためには、海面養殖や陸上養殖を本道水産業の新たな柱として育

成していく必要があると考えます。

道は、実証試験のこれまでの状況を踏まえ、今後どのように取り組んでいくのか、所見を伺い

ます。

○滝口直人委員長 水産林務部森と海の未来づくり推進監近藤将基君。

○近藤水産林務部森と海の未来づくり推進監 今後の取組についてでございますが、近年、本道

におきましては、アキサケをはじめとする主要魚種の漁獲低迷が続く中、養殖業は、計画的な生

産が可能であり、漁業経営の安定化に資する取組として期待される一方、事業化に向けまして

は、生けすや水槽の整備などの初期投資に加え、餌代などのランニングコストがかさむことか

ら、採算性の確保が重要であると認識してございます。

このため、道では、漁業者の皆様が取り組みやすい海面養殖や陸上養殖の展開に向け、魚体の

大型化を図る飼育技術の開発を進めるとともに、コストの削減や出荷時における品質向上に向け

た実証試験に取り組んでいるところでございます。

こうした取組に加えまして、地域で展開されている養殖試験の成果や課題を踏まえながら、生

産から流通までの各段階における対策を検討し、海洋環境の変化に対応した生産体制が構築でき

るよう取り組んでまいります。

○田中英樹委員 ただいま御答弁をいただきました。まさに頑張っていただきたいのですけれど

も、私の地元の取組も、先ほど冒頭に触れさせてもらいましたが、昨日の市議会ですかね、2027

年度からの事業化を目標に、生けすの数を３基から５基に増やす、トラウトサーモンの種苗投入
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数も１万5000尾から３万尾に増やすという、規模を拡大するというような方針も伺っているとこ

ろでございます。

国の動き等もありますけれども、それにかかわらず、道として、いわゆる原魚確保も含めた、

そういった海面、陸上ともに養殖という事業を、ぜひ戦略的にこれからも推進していくことをお

願いしたいというふうに思っております。

次に、大規模木材加工施設の進出について伺ってまいります。

株式会社サイプレス・スナダヤは、令和６年７月に、私の地元である釧路市におきまして大規

模な木材加工施設を建設する計画を公表いたしました。この計画では、中部電力株式会社と共同

で住宅用木構造材を生産、販売する新会社を設立して、令和９年４月から操業開始を目指すこと

とされており、令和６年11月には、株式会社釧路ウッドプロダクツが道内に設立をされました。

今年度に入り、一度は計画が白紙と報道されましたが、その後、一部計画を見直した上で、改

めて、令和10年４月から操業開始を目指すことが再度表明をされております。

私は、この釧路市に進出予定の大規模木材加工施設について、令和７年第１回定例会予算特別

委員会でも議論をさせていただきましたが、新工場の建設は、道内の林業はもとより、地域経済

の活性化や雇用創出につながると考えており、本道において非常に有益であると期待をしている

ところであります。そこで、本件に関する新たな計画の内容などを含めて、以下、伺ってまいり

ます。

まず、新たな計画内容についてでありますが、令和７年７月に株式会社釧路ウッドプロダクツ

が表明した新たな計画はどのような内容となっているのか、お伺いいたします。

○滝口直人委員長 木材産業担当課長除村広君。

○除村木材産業担当課長 木材加工工場の計画内容についてでございますが、令和７年７月に事

業者が公表した新たな事業計画では、釧路市に新設する工場において、トドマツを主体とした道

産針葉樹を原料として、構造用集成材の原板やツーバイフォー住宅用部材を製造し、生産開始の

時期は令和10年４月を目指すとされています。

また、原木の消費量については、操業１年目は年間約10万立方メートル、２年目は約20万立方

メートル、３年目には約36万立方メートルとされており、令和６年７月に公表された以前の計画

からは、原木の消費量は変更されておりませんが、製造品目は集成材から集成材原板に、また、

生産開始の時期は令和９年から10年に変更されたところです。

○田中英樹委員 計画では、集成材から集成材原板―ラミナということでございますし、生

産開始が令和９年から10年と１年遅れたわけでございますけれども、次に、道内の針葉樹製材に

ついて伺ってまいります。

エネルギーや資材価格の高騰、新設住宅着工戸数の減少など、道内の林業・木材産業を取り巻

く状況は厳しい状況にあると承知しておりますが、一方で、一部の工場からは原木が足りないと

いった声も聞こえてきます。

そこで、主に建築用材として利用される道産エゾマツ・トドマツについて、道内の製材製品の
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出荷量と原木の在荷量は、去年と比べてどのような推移になっているのか、直近の状況をお伺い

いたします。

○除村木材産業担当課長 製材の出荷量と原木の在荷量についてでありますが、道が実施してい

ます製材工場動態調査によると、エゾマツ、トドマツの製材出荷量は、令和７年４月に２万5000

立方メートルと前年比96.7％で、10月には２万5000立方メートル、90.5％となり、この間、各月

の出荷量は昨年度を下回っておりましたが、11月には２万6000立方メートル、100.3％と増加に

転じ、12月は２万4000立方メートル、101.0％と、直近では需要の回復が見られたところです。

また、原木の在荷量は、令和７年４月の18万立方メートル、前年比97.4％から、木材需要の減

少に伴いまして、９月には16万7000立方メートル、104.0％まで増加傾向で推移し、10月には15

万2000立方メートル、101.4％と減少に転じた後、需要の回復のほか、伐採作業の遅れなどによ

り、直近の12月は12万8000立方メートル、86.0％と大幅に減少したところです。

○田中英樹委員 毎月、ばらつきがあるわけでございますけれども、次に、原木の安定供給につ

いて伺ってまいります。

新計画の工場の原木消費量については、３年後の36万立方メートルは当初計画と同じ量であ

り、トドマツを主体とした原木消費を予定しているとのことでありますが、道内の関係者から

は、道産トドマツの需要拡大や建築材の利用促進への期待の声が聞かれる一方で、需要の一部に

回復傾向にある状況も見られることから、地域の製材工場に対する原木の安定供給が重要だと考

えます。どのように対応していくのか、お伺いいたします。

○滝口直人委員長 林務局長加納剛君。

○加納林務局長 原木の安定供給についてでありますが、既存の製材工場等を含めた原木需要に

応えていくためには、伐採や運搬の効率化を進め、供給力強化を図ることが重要であります。

このため、道では、引き続き、林業事業者との意見交換会などを通じまして課題等を把握しな

がら、原木の生産、流通から、植林、下草刈りといった各分野におけるスマート林業の確立と普

及に取り組むとともに、効率的な原木輸送に対応した路網や、原木を一時保管する中間土場の整

備などを進めるほか、国の事業等を活用し、ＩＣＴハーベスタなどの高性能林業機械や運材用ト

ラックの導入に支援し、生産性の向上を図るなど、原木の安定供給体制の構築に向けて取り組ん

でまいります。

以上でございます。

○田中英樹委員 ありがとうございます。

林業事業者との意見交換会など、今後、道主催で開催していただけると伺っておりますので、

本当にありがとうございます。引き続き、こういった業界内の調整もしっかり行っていただきた

いというふうに思っております。

最後になりますけれども、今後の対応について伺います。

現在、道内の建築用材の需要は輸入材が中心となっておりますが、中東やウクライナなど各地

で不安定な情勢が続く中、再び、ウッドショック時のように輸入材の調達リスクが上昇し、道産
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木材の需要が急激に増加する可能性も否定はできません。急激な需給の変化を起こさせないため

には、原木を求める声に対して供給が不足している状況の中、建築材について、輸入材から道産

木材への転換を着実に進めていくことがこれまで以上に重要になっており、そのためには、原木

の供給力を強化しながら、伐採後の植林などを確保し、森林資源を持続的に利用できるよう早急

に取り組む必要があると考えます。

業界や地元の関係者の意向も踏まえながら、地域の製材工場はもとより、大規模な木材加工施

設にも円滑に原木が供給されるとともに、伐採後に着実に植林が行われていくよう、今後どのよ

うに取り組んでいかれるのか、伺います。

○滝口直人委員長 水産林務部長岡嶋秀典君。

○岡嶋水産林務部長 今後の対応についてでございますが、道内におきまして、非住宅分野にお

ける木材利用の拡大や、国際情勢の変化による輸入材の安定調達への懸念から、道産木材への期

待が高まりつつある中、急激な木材需給バランスの変化にも対応し、将来にわたり安定的に森林

資源の循環利用を進めるためには、原木の供給力強化や、伐採後の着実な植林に取り組むことは

重要でございます。

このため、道では、引き続き、市町村や関係団体の方々と連携し、森林資源の的確な把握や適

切な管理に取り組むとともに、ＩＣＴハーベスタ等の導入による生産、流通の効率化や、造林作

業の機械化により省力化を図るスマート林業を推進するほか、北森カレッジを主体に、即戦力と

なる森林づくりの担い手を育成確保するなど、総合的な取組を一層進め、本道の林業・木材産業

の振興につなげてまいります。

以上でございます。

○田中英樹委員 ありがとうございます。

私も、昨年、一昨年と愛媛県の西条市に行きまして、砂田会長といろいろ意見交換をしてきた

ところでございます。スナダヤさんが来ることに対して、当初、業界内では様々な反応があった

ことも承知をしておりますけれども、やはり、本道の林業、林産業のポテンシャルを高める上で

は、このスナダヤの進出というのは、私は、北海道として大変ありがたいことではないかという

ふうに思っております。

ぜひ、水産林務部の皆様におかれましても、このような視点で今後もこういった取組や対応を

お願い申し上げまして、私の質問を終わりたいと思います。

ありがとうございます。

○滝口直人委員長 田中(英)委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

以上で通告の質疑並びに質問は終わりました。

総括質疑に保留された事項については本委員会において質疑を行うこととし、これをもって、

水産林務部、海区漁業調整委員会、連合海区漁業調整委員会並びに内水面漁場管理委員会所管に

関わる質疑並びに質問は終結と認めます。

議事進行の都合により、暫時休憩いたします。
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午後０時18分休憩

午後１時20分開議

○滝口直人委員長 休憩前に引き続き、会議を開きます。

１．農政部所管審査

○滝口直人委員長 これより農政部所管部分について審査を行います。

質疑並びに質問の通告がありますので、順次、発言を許します。

黒田栄継君。

○黒田栄継委員 通告に従いまして、順次質問してまいります。

まずは、食品ロス削減推進計画についてお伺いいたします。

本来食べることができるにもかかわらず捨てられてしまう食品ロスの削減は、世界的に食料需

給が逼迫している中で、食料の多くを輸入に依存している我が国において、積極的に取り組むべ

き重要な課題の一つであります。

こうした中、食品ロス削減の取組を道民運動として推進するため、昨年３月に、議員提案によ

り、北海道食品ロス削減推進条例が制定されたところです。この条例に基づく食品ロス削減に向

けた取組状況や、本年度中に策定予定となっています新たな北海道食品ロス削減推進計画につい

て、以下、順次伺ってまいります。

食品ロスは、製造業や外食産業などから発生する事業系と、それ以外の家庭系に大きく分類さ

れておりますが、国内における事業系と家庭系の食品ロス発生量の状況についてお伺いいたしま

す。

○滝口直人委員長 食品政策課長和泉雅也君。

○和泉食品政策課長 食品ロスの発生量についてでありますが、国が公表した令和４年度の食品

ロス量推計値では、国内全体で472万トンとなっており、その内訳は、食品製造業や外食産業な

どによる事業系、一般家庭からの家庭系ともに236万トンとなっております。

以上です。

○黒田栄継委員 道は、国が公表した都道府県別食品廃棄物量等の調査結果を踏まえ、道内にお

ける食品ロスを推計しておりますが、道内における事業系と家庭系の食品ロス発生量の直近の状

況と、前回の推計値より変動した主な要因をどのように考えているのか、お伺いいたします。

○和泉食品政策課長 道内の食品ロスの発生状況などについてでありますが、国の食品ロス量推

計値を基に道が推計した道内の食品ロスの発生量は、令和４年度では、前年度から２万トン減の

17万トンであり、内訳は、事業系が前年度から２万トン減の８万トン、家庭系が前年度と同様の

９万トンとなっております。

また、事業系における主な変動要因としては、コロナ禍における外食市場の縮小はあるもの

の、賞味期限や納入期限の延長といった商習慣の見直しが食品製造業界内で進んだことなどから

減少したと推測しております。
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以上でございます。

○黒田栄継委員 減少傾向であるということは、非常に好ましいことかなというふうに思ってお

ります。

道は、食品ロス削減に向け、どのような取組を実施しているのか、お伺いしますとともに、食

品ロスのさらなる削減に取り組んでいく上で、どのような課題があると認識しているのか、併せ

てお伺いいたします。

○和泉食品政策課長 食品ロス削減の取組などについてでありますが、道では、令和３年３月に

策定した北海道食品ロス削減推進計画に基づき、量販店などにおいて、消費期限の短い商品を率

先して購入する手前取りや少量パック販売を促進するほか、学校や消費者に対する出前授業や料

理体験会、研修会への講師派遣、地域ごとの優良事例発表会の開催など、食品関連事業者から発

生するいわゆる事業系と、家庭系の両面から食品ロス削減の取組を進めているところでありま

す。

こうした中、道としては、食品ロスのさらなる削減を進めるためには、事業者や消費者の皆様

がそれぞれの役割を理解し、主体的かつ継続的に食品ロス削減への取組を行うなど、社会全体で

さらなる意識の向上を図っていくことが課題と認識しております。

以上でございます。

○黒田栄継委員 道は、２月19日の食と観光調査特別委員会で、第２次北海道食品ロス削減推進

計画案を報告されました。この計画案は、北海道食の安全・安心委員会での審議や、消費者をは

じめ、食品関連企業や関係機関・団体などの様々な方々の御意見を踏まえながら策定したものと

承知しております。

どのようなことに重点を置き、食品ロスの削減を進めていくのか、基本的な考えをお伺いいた

します。

○滝口直人委員長 食の安全・みどりの農業推進局長丸子剛史君。

○丸子食の安全・みどりの農業推進局長 新たな計画の基本的な考え方についてでありますが、

道としては、来年度から令和17年度を計画期間とする第２次北海道食品ロス削減推進計画の策定

に当たっては、昨年３月に制定された北海道食品ロス削減推進条例の道民理解の醸成や相互の連

携強化といった趣旨を踏まえ、食品ロスを発生させない、未利用食品等の有効活用、食品ロス削

減推進体制の整備の３点を基本方針として定め、個人や組織により、あらゆる世代において取組

がより一層効果的で実効性のあるものとなるよう、関係機関などが連携した食品ロス削減の取組

を道民運動として進めてまいる考えであります。

以上でございます。

○黒田栄継委員 道民運動として進めていくという中で、食品ロスの削減は、食育に対する理解

の促進でありますとか、温室効果ガス排出抑制によるＳＤＧｓの達成、または、我が国の食料安

全保障の確保にもつながっていく可能性がある重要な取組であります。消費者は外食時の食べ切

りや持ち帰り、また、食品事業者も賞味期限の延長など、それぞれが取組を進めることが必要と
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考えます。

道としては、今後、どのように食品ロス削減の取組を推進していくのか、お伺いいたします。

○滝口直人委員長 農政部食の安全・みどりの農業推進監山口和海君。

○山口農政部食の安全・みどりの農業推進監 食品ロス削減に向けた今後の対応についてであり

ますが、食品ロスの削減は、食育に対する理解醸成や、エネルギー消費量の削減による温室効果

ガスの排出抑制はもとより、食料の安全保障にもつながる取組であり、道では、これまで、北海

道食品ロス削減推進計画に掲げた基本方針に基づき、道民の皆様に対し、普及啓発などの取組を

行ってきたところであります。

道といたしましては、こうした取組に加え、子どもから大人までのあらゆる世代への意識の醸

成をはじめ、飲食店での食べ残しの持ち帰りや、食品事業者における製造工程の見直しによる賞

味期限の延長のほか、地域におけるさらなる体制の強化を図るため、新たに、生産者団体、食品

事業者や教育機関を核とした複数のモデル地区を設定し、食材を無駄にしない料理コンテスト

や、地場農産物を使用した学校給食での食品ロス講座を行い、その成果を全道各地へ波及させる

など、それぞれの立場で実践できるよう取組を推進し、食品ロスの削減を図ってまいります。

○黒田栄継委員 非常に幅の広い取組になろうかと思いますが、ぜひ推進していただきたいとい

うふうに思います。

次に参ります。

野生鳥獣による農業被害防止対策の強化についてお伺いいたします。

野生鳥獣による農業被害は、平成23年度の70億2000万円をピークに減少していましたが、令和

２年度から再び増加に転じ、令和６年度は64億5000万円と、過去最悪の平成23年度の状況に近づ

いてきている非常に厳しい状況になっております。農業被害は、農業者にとって、もはや自然災

害に並ぶ脅威となっております。特に、エゾシカによる農業被害は、全体の約８割を占めてお

り、被害防止対策にさらなる強化が不可欠であります。

こうした中、昨年11月、根本農水副大臣が道庁を訪れ、野生鳥獣による農業被害が全国の４割

を占め、農業被害が最も深刻である北海道に、鳥獣被害対策強化に向けた特別チーム、いわゆる

タスクフォースの設立を提案したと承知しております。

野生鳥獣による農業被害を防ぐためには、国、道、市町村等が連携しながら被害防止対策に取

り組むことが重要と考えますが、道は、野生鳥獣による農業被害防止に向け、今後どのように対

応していくのか、順次伺ってまいります。

初めに、野生鳥獣による農業被害が令和２年度から増加に転じた主な要因と、市町村による被

害防止対策の取組状況についてお伺いいたします。

○滝口直人委員長 みどりの食料システム戦略室長片岡幸治君。

○片岡みどりの食料システム戦略室長 農業被害の増加要因などについてでありますが、被害額

の８割以上を占めるエゾシカの捕獲数は、令和元年度の10万6000頭から６年度は過去最大となる

15万7000頭に増加してきたものの、生息数が、元年度の67万頭から６年度には73万頭と６万頭も
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増加していると推定されており、道といたしましては、捕獲数を大幅に上回る繁殖数が農業被害

の増加の主な要因と考えております。

こうした中、市町村では、被害防止計画を作成し、国の鳥獣被害防止総合対策交付金等を活用

しながら、捕獲活動や侵入防止柵の設置、追い払い、さらには、ハンター育成の講習会の開催、

スマート捕獲など、効果的な被害防止対策に取り組んでいるところでございます。

以上でございます。

○黒田栄継委員 捕獲数は過去最大ということで、いろんな関係機関、皆さん、御努力されてい

ることは承知しておりますが、繁殖に適した気候になってきているというようなことも一方であ

るのかな、それが厳しい状況に今つながっているのかなというふうに理解しているところであり

ます。

令和７年第４回定例会予算特別委員会において、我が会派の同僚議員からタスクフォースの設

立について伺い、道からは、タスクフォースの早期の設立に向けて、庁内関係部局や市町村、関

係団体などの方々と協議を進め、その取組の成果を全道に波及させていくことにより農業被害の

低減を図っていく旨の答弁がありましたが、タスクフォースの設立に向けた協議状況と設立予定

時期についてお伺いいたします。

○片岡みどりの食料システム戦略室長 タスクフォースの設立についてでありますが、道では、

昨年11月末に農林水産省から提案のあった北海道鳥獣被害対策タスクフォースについて、国と支

援内容等の詳細を整理し、本年１月下旬から、市町村に対し要望調査を実施しているところであ

り、現在、タスクフォースへの参画を希望する市町村の中から重点支援の対象となるモデル地区

の検討を進めているところでございます。

今後、国や農業団体、研究機関などの関係団体との協議により、重点支援の対象とする市町村

を選定し、来年度早期にタスクフォースを設立する考えでございます。

以上でございます。

○黒田栄継委員 既に動き始めているというところで、農業被害の低減を図るためには、農業被

害の著しい市町村をタスクフォースの構成メンバーに加え、農業被害防止対策の強化を行うこと

が重要と考えております。

タスクフォースは、どのようなメンバーで構成することを考えているのかお伺いしますととも

に、どのような市町村をメンバーとするのか、併せて伺います。

○片岡みどりの食料システム戦略室長 タスクフォースの構成メンバーについてでありますが、

鳥獣被害の著しい市町村を対象に、被害の低減に向けた重点支援を行うタスクフォースは、選定

された市町村はもとより、財政措置や助言等を行い、全道への横展開を図るため、国及び道、農

業団体、研究機関等で構成する方向で協議を進めております。

なお、重点支援対象となる市町村は、農業被害額や効果的な対策の検証に必要なＩＣＴ機器の

利用状況などをポイント化した上で、地域への波及効果などを勘案し、選定することとしており

ます。
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以上でございます。

○黒田栄継委員 タスクフォースの構成メンバーとなる市町村が農業被害防止対策の強化を行う

場合は、財政面での支援のほか、国や道などからのサポートが不可欠と考えます。

どのような支援内容を検討されているのか、内容についてお伺いいたします。

○丸子食の安全・みどりの農業推進局長 タスクフォースによる支援内容についてであります

が、重点支援対象市町村に対しては、鳥獣被害防止総合対策交付金の優先的な予算配分に加え、

専門家の派遣や技術的な助言を行うとともに、捕獲等の対策の支障となっている事情を丁寧に聞

き取り、必要な支援を行うなど、国及び道、関係団体などが一体となって伴走支援を行うことを

検討しております。

以上でございます。

○黒田栄継委員 国、道、市町村等が一体となってということでありました。農業被害を防ぐた

めには、タスクフォースを有効に活用しながら、被害防止対策の強化を図っていくことが重要と

考えております。

道は、野生鳥獣による農業被害防止に向け、今後どのように取り組んでいくお考えなのか、所

見をお伺いいたします。

○山口農政部食の安全・みどりの農業推進監 農業被害防止に向けた今後の対応についてであり

ますが、近年、エゾシカをはじめとする野生鳥獣による農業被害が全道各地に広がり、被害額も

年々増加する中、被害防止対策の強化を図り、生産者の方々が安心して営農に取り組むことがで

きる環境を整えることは、喫緊の課題であると認識をしてございます。

道といたしましては、市町村が作成した被害防止計画に沿って、地域が取り組む捕獲活動や侵

入防止柵の整備、緩衝帯の設置などへの支援を着実に進めているところであり、今後とも、国に

対し、あらゆる機会を通じて必要な予算額の確保を強く求めるとともに、新たに設立する北海道

鳥獣被害対策タスクフォースの取組成果を全道に波及させるなど、庁内関係部局と密接な連携を

図りながら、地域の実態に即した、より効果的な被害防止対策を推進し、農業被害の低減に努め

てまいります。

以上でございます。

○黒田栄継委員 ぜひ、成果が出るような取組を継続していただきたい。冒頭に申し上げまし

た、60億円を超える被害についてでありますが、これが農業者全体に均等に広く薄くというわけ

ではなくて、やはり、集中的に被害のある人は、本当に経営の危機に陥るほどの苦労をされてい

る方もいらっしゃいます。ぜひ、こういったところをしっかりと、また、このタスクフォースを

生かして取り組んでいっていただきたいというふうに思います。

それでは、次に、畑作農業の推進についてお伺いいたします。

本道の畑作農業は、小麦、バレイショ、てん菜、豆類のいわゆる畑作４品を基幹作物とし、適

切な輪作体系の維持を基本としながら生産されているほか、食品加工や流通などの関連産業と深

く結びつき、地域経済や社会の形成に重要な役割を果たしています。
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本道の畑作農業が、今後とも、我が国の食料供給地域としての役割を果たしながら、安定的に

良質な畑作物を生産し、供給していくことが重要と考えております。道は、畑作農業の推進に向

け、今後どのように取り組んでいくのか、順次お伺いいたします。

昨年12月に、財政制度等審議会が財務大臣に提出した「令和８年度予算の編成等に関する建

議」において、令和９年度からの水田政策に向け、「麦・大豆等への支援の在り方については、

水田・畑にかかわらず、生産性向上に向けた支援を検討するのであれば、すでに経営所得安定対

策（いわゆるゲタ対策・ナラシ対策）として多額の財政支援が講じられていることを踏まえて検

討していくことが必要である。」と指摘されています。

私の認識としても、経営所得安定対策のげた対策とならし対策を生産性向上に向けた支援に含

めていること自体に違和感を覚えているところであります。経営所得安定対策のげた対策となら

し対策は、生産性向上に向けた支援を目的としているのか、道の認識を伺います。

○滝口直人委員長 農産振興課長植村一郎君。

○植村農産振興課長 経営所得安定対策についてでありますが、本対策は、農業の担い手に対す

る経営安定のための交付金の交付に関する法律に基づきまして、我が国と諸外国との生産条件の

格差から生じる不利を補正する、いわゆる、げた対策と、農業収入の減少が経営に及ぼす影響を

緩和する、いわゆる、ならし対策に必要な交付金を措置する国の制度です。

げた対策は、対象作物とされております、麦や大豆、てん菜、でん粉原料用バレイショなどの

生産、販売を行う農業者に対し、標準的な生産費と標準的な販売価格の差額分に相当する交付金

が交付されるものであり、また、ならし対策は、対象作物の当年産収入額の合計が標準的な収入

額を下回った場合にその差額の９割が補塡されるものです。

法律では、両対策とも、農業経営の安定を図り、食料の安定供給の確保に資することを目的と

するとされており、道といたしましては、げた対策、ならし対策とも、生産性の向上を目的とし

て交付されるものではないと認識しております。

以上でございます。

○黒田栄継委員 げた対策、ならし対策は、いわゆる不足払いでありまして、生産性向上の支払

いというよりは、やっぱり、維持対策というような側面が強いと。ここの認識というのは非常に

重要なことであろうなというふうに思うので、今、確認させていただきました。

経営所得安定対策のげた対策の交付単価は、３年に一度、改定が行われることになっておりま

して、令和８年産から新たな交付単価が適用になりますが、現行ルールでの交付単価の改定で

は、多くの品目で現行の交付単価より低くなるため、道や農業団体は、現行以上の所得水準を確

保できるよう国に求めてきたところです。

令和８年産からの新たな交付単価は、どのような算定方法で行われたのか、また、新たな交付

単価の設定状況についてお伺いいたします。

○植村農産振興課長 げた対策の新たな交付単価についてでございますが、令和８年産からの交

付単価は、昨年12月に開催されました国の食料・農業・農村政策審議会食糧部会経営所得安定対



【第３分科会 ３月12日 第２号】

策小委員会において審議されたところであり、単価の算定に当たっては、足下の生産費高騰の影

響を反映すべきとの意見を踏まえ、統計データの確定値しか用いないというこれまでの方針を転

換し、直近の推計値も用いて算定することとされました。

この結果、小麦については、60キログラム当たり5930円から5590円と340円の減額、でん粉原

料用バレイショも、１トン当たり１万4280円から１万4090円と190円の減額になった一方、大豆

は、60キログラム当たり9430円から１万340円と910円の増額、てん菜は、１トン当たり5070円か

ら5090円と20円の増額とそれぞれなりました。

以上でございます。

○黒田栄継委員 ただいま、直近の推計値を初めて用いたということで、より現場の感覚に近い

数字になるような、そんな制度であったのかなというふうに思っています。

令和８年産からのげた対策の新たな交付単価について、今、情報をいただきましたが、改め

て、道はその交付単価についてどのような評価をしているのか、お伺いいたします。

○滝口直人委員長 生産振興局長花岡弘毅君。

○花岡生産振興局長 新たな交付単価に対する道の評価についてでございますが、国は、今回の

交付単価の算定方法の見直しに当たり、平成19年の法施行以降、初めて推計値を用いたほか、北

海道における温暖化の影響や病害虫の発生状況などを考慮し、てん菜の糖度とでん粉原料用バレ

イショのでん粉含有率の基準値を見直したところです。

この結果、従来までの算定方法よりも見直し後の交付単価のほうが高くなったことや、特に、

近年、作付面積が減少傾向にありますてん菜とでん粉原料用バレイショについても、このたびの

基準値の見直しにより農業者の方々の作付意欲が増すことが期待されるなど、本道畑作農業の実

情に一定の配慮がなされたものと考えております。

道といたしましては、令和９年度に向けて、現在、国が検討しているげた単価の見直しに当た

り、農業団体の皆様とも連携しながら、地域の実情を踏まえた制度となるよう国に求めてまいり

ます。

以上でございます。

○黒田栄継委員 今度は少し視点を変えまして、昨年、大変暑い１年となりました。暑さの影響

で、バレイショが小玉傾向でありますとか、また、病気の発生が例年に比べ多かった作物もあり

ました。暑さや病気対策としては、新たな栽培技術の普及や畑のかん水設備の整備などがありま

すが、暑さや病気に強い品種開発も必要というふうに考えております。

主要な畑作物である小麦、バレイショ、てん菜、豆類における近年の品種開発の状況や今後の

見通しについてお伺いいたします。

○滝口直人委員長 技術支援担当局長大塚真一君。

○大塚技術支援担当局長 畑作物の品種開発等についてでありますが、道内における近年の夏の

高温少雨などの影響により、小麦は登熟不良で減収、バレイショは小玉傾向で、でん粉価も低

下、豆類では花やさやの落下、てん菜では褐斑病の発生など、畑作物の生理障害や病害による品
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質の低下、収量の減少などの被害が生じております。

道では、試験研究機関や関係団体と連携し、近年の気象条件に適応した品種開発や導入試験に

取り組んでいるところであり、従来までの品種に比べて収量の改善が期待できる春まき小麦「春

紬」や、褐斑病の抵抗性が極めて強く、根中糖分の低下リスクの低減が期待できるてん菜「ＫＷ

Ｓ ３Ｋ503」などを、本年２月、新たな優良品種として認定したところです。

道としては、今後とも、バレイショや豆類などの畑作物について、高温少雨などの状況下にお

いても生理障害や病害に強い品種開発や導入試験に取り組んでまいります。

以上です。

○黒田栄継委員 今お話がありました。本当にこういう傾向になってきたなと。今、ずらっと御

紹介がありましたが、本当に過去にはあまり考えられなかったような状況が現場であるという中

で、品種改良は、すぐ効果の出るものではないかもしれないですけれども、だからこそ、少しで

も早く、幅広く、ぜひ取り組んでいただきたい。現場の強い要望もありますので、検討、また実

施していただきたいというふうに思います。

今後の対応についてお伺いします。

本道が我が国の食料供給地域としての役割を果たしていくためには、農業者が持続的に畑作農

業に取り組むことができるよう、実効性のある施策を実施していくことが重要と考えます。

道は、今後、畑作農業の推進にどのように取り組んでいくのか、お伺いいたします。

○滝口直人委員長 農政部長鈴木賢一君。

○鈴木農政部長 本道畑作農業の振興についてでございますが、主要穀物などの主産地である本

道が、今後とも、我が国の食料供給地域としての役割を果たしていくためには、小麦や豆類、バ

レイショ、てん菜など畑作４品を中心とした輪作体系を基本に、実需者ニーズに応じた畑作物を

安定的に生産、供給していくことが重要であります。

このため、道では、計画的な基盤整備はもとより、スマート農業技術の導入による生産性の向

上、気候変動に適応した品種の開発普及、土づくりの推進、共同利用施設の再編整備や安定的な

流通体制の確保、さらには、関係機関・団体の皆様と連携し、需要の拡大を図るなど、生産から

流通、消費に至る各般の施策を総合的に推進しながら、本道畑作農業の持続的な発展に取り組ん

でまいります。

以上でございます。

○黒田栄継委員 ただいま、部長から、基盤整備から需要の拡大まで、本当に幅広く、多くの様

々な取組が必要なのだということを改めて認識いたしました。こういった一つ一つが、畑作の拡

大、今後の振興計画の中でもしっかりと畑を維持していくという方向で今進んでいると承知して

おりますので、しっかりとこういった取組を一つ一つ重ねていっていただきたいというふうに思

います。

続いて、今度は、畑作から酪農の対策についてお伺いいたします。

本道は、広大な大地を生かした酪農が盛んでありまして、令和５年度の生乳の農業産出額は
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4341億円と、全国の約５割を占める国内最大の生産地であります。

近年、生乳の需給緩和や生産資材の高騰など、酪農を取り巻く情勢は大きく変化している中

で、道は、酪農のさらなる発展に向け、どのように取り組んでいくのか、順次伺ってまいりま

す。

穀物の国際市況や為替相場等の影響により、配合飼料価格の高止まりが長期化しているととも

に、資材費も値上がりするなど生産コストが高騰しているといった異例の状況が続いており、飼

料費は生産費の半数を占めております。今、異例というふうに申しましたが、もしかしたら、も

はや、これは通例なのかもしれません。

飼料費を削減するためには、道産飼料の生産と利用の拡大や、良質な牧草を生産するための草

地更新を推進する必要があると考えますが、道内の飼料自給率と草地更新率は５年前と比較して

どのように変化しているのか、お伺いいたします。

○滝口直人委員長 環境飼料担当課長安藤邦也君。

○安藤環境飼料担当課長 道内の飼料自給率などについてでありますが、道が道産飼料の生産量

を基に算定した本道の飼料自給率は、平成30年度の52.1％に対し、令和５年度は52.8％と微増と

なっております。また、草地の整備改良や、農業者自らによる草地更新の実施面積の割合を算定

した本道の草地更新率は、平成30年度の3.1％に対しまして、令和５年度は2.8％と低い状況にな

っているところでございます。

以上でございます。

○黒田栄継委員 ただいまの答弁の中で、道内の草地更新率は低い状況にあるということであり

ますが、道内の広大な草地を生かした飼料生産と草地の生産性の向上を図っていくためにも、草

地の整備や改良を推進していくことが非常に重要であるというふうに考えます。道は、この辺り

のことについて、どのような取組を実施しているのか、お伺いいたします。

○滝口直人委員長 草地整備担当課長三條肇君。

○三條草地整備担当課長 草地の整備改良についてでありますが、草地更新率が低い状況にある

中、恵まれた土地資源を生かし、良質で低コストな道産飼料の生産を拡大するためには、草地の

整備改良を推進し、生産性の向上や植生の回復を図っていくことが重要です。

このため、道では、牧草の収量確保や収穫作業を効率化するための起伏修正、排水性を改善す

るための暗渠排水など、草地整備を着実に推進するため、必要な予算の確保に努めるとともに、

牧草の収量が増加することや、年間の作業時間が削減されることなどの草地整備の効果を分かり

やすく紹介したリーフレットを作成するなど、農業者に対して事業への参加を促す取組を行って

おります。

道としては、こうした取組に加え、地域の気象条件を踏まえた牧草の優良品種の普及や植生改

善に向けたセミナーを開催するなど、地域における草地改良を促進しているところでございま

す。

以上でございます。
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○黒田栄継委員 道は、新たな取組として、令和８年度予算において、自給飼料で支える酪農強

化対策事業を計上しておりますが、この事業の狙いと取組内容についてお伺いいたします。

○花岡生産振興局長 新たな事業の狙いなどについてでございますが、本事業は、近年の地球温

暖化の影響により、牧草の夏枯れや収量が低下するといった地域が抱える飼料生産の課題を解決

するとともに、飼料生産基盤を最大限活用する放牧酪農の一層の推進のほか、酪農に対する消費

者の理解醸成を図ることを目的として、令和８年度から事業の実施を予定しております。

具体的な取組内容といたしましては、草地の生産性の向上に向けた栽培実証や、主に温暖な地

域で栽培されている牧草の一種でありますソルガムの乳用牛への給与試験のほか、放牧酪農を始

める生産者の方々への技術導入や、酪農ヘルパー組織の広域化に向けた実証、さらには、親子を

対象とした酪農教室や、牛乳・乳製品の消費拡大に向けたイベントの開催など、自給飼料から、

牛や担い手、牛乳・乳製品、そして、消費者に至る各段階の取組を総合的に推進していく考えで

ございます。

以上でございます。

○黒田栄継委員 草地更新は非常に重要な取組であるという、また、それが高品質な飼料につな

がるという調査結果、研究結果等も出ている中で、それでも進まない。これは、やっぱり、私も

現場の人間ですけれども、非常に手間のかかることであったり、コストのかかることで、なかな

か進まないという状況、そういったところも併せて、どうやったらクリアしていけるのか。この

よさというのは認識しつつも、できないのだという方も非常に多いのだと思います。こういった

ところをどうやってクリアしていくかというところも併せて、今後、ぜひ検討いただきたいとい

うふうに思います。

続いて、配合飼料の輸送についてお伺いいたします。

飼料費の低減に向けては、自給飼料の安定的な生産が重要である一方、配合飼料の一定程度の

給与は酪農経営に必要なものであり、安定的に配合飼料を供給するためには、輸送に当たるドラ

イバーの確保も必要であります。

配合飼料の輸送は、危険な高所作業を伴うことなどから、ドライバーの負担が大きく、運送会

社からも敬遠されやすいと聞いております。こうした状況が改善されなければ、ドライバーの確

保が難しくなり、配合飼料の輸送に支障を来すことが懸念されるため、早急な対策が必要と考え

ますが、道は、配合飼料の輸送について今後どのような対応をしていくのか、お伺いいたしま

す。

○花岡生産振興局長 配合飼料の輸送についてでございますが、全国的な生産年齢人口の減少

や、物流の2024年問題などにより、今後、道内における輸送能力の低下が一層危惧される中、特

に、配合飼料の輸送は、飼料タンクに上って行う高所での補充作業や、突発的な発注、配送の頻

度が多いことなどがドライバーの皆様の負担となっていると認識しております。

このため、道では、ドライバーの皆様の負担軽減に向け、畜産農家の方々を対象とした研修会

において、飼料タンクの安全点検や、はしごの上り下りに支障となる障害物の除去、配合飼料の
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計画的な発注などを呼びかけてきたほか、道が実施します配合飼料価格の高騰対策事業において

これらの実施を採択の要件としているところです。

道といたしましては、こうした取組に加え、配合飼料メーカーなどに対して、飼料タンクの残

量を検知するセンサーの活用や、ドライバーの待機時間の短縮に向けた予約システムの導入を促

進するなど、ドライバーの皆様が安心して配合飼料を輸送できるよう、環境の整備に取り組んで

まいります。

以上でございます。

○黒田栄継委員 近年、電気代や輸送コストなどが高止まりし、酪農経営は大変厳しい状況にあ

ります。そんな中で、生乳の約８割を、飲用等向けよりも乳価の低いバター・脱脂粉乳やチーズ

向けなど、加工用に仕向けているのが本道であります。

生産者に対し交付する加工原料乳生産者補給金や、広い本道において生乳の安定的な集荷や運

送を確保するために交付している集送乳調整金は大変重要なものであると承知しています。

昨今の厳しい酪農情勢を踏まえ、国は、令和８年度の補給金や集送乳調整金の交付単価等につ

いてどのように設定したのか、道の受け止めと併せてお伺いいたします。

○滝口直人委員長 畜産振興課長佐々木秀弥君。

○佐々木畜産振興課長 加工原料乳生産者補給金などについてでありますが、国は、昨年12月に

開催しました食料・農業・農村政策審議会畜産部会での審議を経て、加工原料乳生産者補給金と

集送乳調整金の交付単価、また、総交付対象数量について決定したところでありまして、これら

の算定に当たりましては、昨今の生産コストの上昇など厳しい酪農経営の実態を考慮するととも

に、国内の需要に鑑み、乳製品向けに必要となる生乳供給量を勘案したものと承知してございま

す。

令和８年度の補給金交付単価は、前年度対比２銭増の９円11銭、集送乳調整金については、前

年度対比10銭増の２円83銭となり、これにＡＬＩＣ事業での関連対策による上乗せ措置分を加え

た単価の合計は、前年度対比13銭増の12円３銭と設定されるとともに、同じく、上乗せ分を加え

た総交付対象数量の合計は、前年度対比７万トン増の350万トンと決定されたところでありま

す。

道といたしましては、これらの決定された内容は、厳しい経営環境にある本道酪農に一定の配

慮がなされたものであり、生産者の経営安定につながるものと受け止めております。

以上でございます。

○黒田栄継委員 本道酪農に一定の配慮がなされたとの認識ということであります。総交付対象

数量が７万トン増の350万トンは分かるのでありますが、やはり、前年度対比13銭増と、もは

や、どの国の単価なのか分からないほどの数字でありますが、今、コストが非常に高くてという

お話が前段であった中で、今後どう展開していくのか、非常に見通しが難しい状況であります。

引き続き、しっかりと、ここの数字というのは、現場の状況と照らし合わせながら注視をしてい

ただきたいというふうに思っております。
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続いて、畜産クラスター事業についてお聞きします。

畜産クラスター事業は、本道酪農の生産基盤の強化、さらなる発展に向けて不可欠な事業であ

りますが、コロナ禍に伴う生乳の需給緩和などにより、酪農分野での経営規模拡大につながる施

設整備については長らく支援の対象外となっており、生産者からは早期の支援再開が望まれてお

りました。また、建築資材の高騰などにより費用対効果を算出することが難しく、事業の活用が

厳しくなったといった声も多く聞かれております。

このような状況を踏まえ、国は、令和７年度補正予算から、酪農分野での施設整備の支援を再

開するとともに、収益性の向上を成果目標としない新たな支援メニューを追加したと承知してお

りますが、新たな支援メニューの概要と道の受け止めについてお伺いいたします。

○花岡生産振興局長 畜産クラスター事業についてでございますが、国は、令和７年度補正予算

から、地域の収益性の向上を目的に、酪農家や飼料生産組織などが行う施設整備や機械導入を支

援する既存の事業メニューのうち、これまで一時停止していた生乳の生産拡大につながる乳牛の

成牛舎や搾乳施設への支援を再開することといたしました。

また、収益性には直ちに結びつきませんが、家畜衛生対策や鳥獣害防止対策など、経営の持続

性を高める取組を支援する事業メニューを新たに追加したところです。

新たな事業メニューでは、収益性の向上を目指すための成果目標を設定する必要がないほか、

費用対効果の分析が不要とされたことから、道といたしましては、老朽化した畜舎や堆肥舎とい

った施設の補改修に取り組みやすくなるなど、事業を活用する幅が広がることにより、本道酪農

の生産基盤の維持強化につながるものと期待しております。

以上でございます。

○黒田栄継委員 道は、酪農・畜産業界全体の共通目標となる第９次北海道酪農・肉用牛生産近

代化計画及び第11次家畜改良増殖計画を本年度中に策定するとしておりますが、酪農を取り巻く

情勢変化に適応しながら、本道酪農が持続的かつ安定的に発展することができるよう、道は、今

後とも実効性のある施策を実施していくことが重要であると考えております。

道は、地域の雇用や経済を支える大変重要な基幹産業である酪農のさらなる発展に向け、今後

どのように取り組んでいくのか、お伺いいたします。

○鈴木農政部長 本道酪農の振興についてでございますが、酪農家の減少や高齢化が進む中、本

道酪農が今後とも地域を支える基幹産業として持続的に発展していくためには、需要の拡大と生

産基盤の維持強化を図りながら、酪農家の方々が安心して生乳を生産できる環境を整えていくこ

とが重要であります。

このため、道では、現在策定している第９次北海道酪農・肉用牛生産近代化計画や第11次北海

道家畜改良増殖計画において、生産基盤の維持強化と経営安定の確保を図るため、関係者が一丸

となった消費拡大や収益性の向上、低コスト生産などの取組を進め、将来にわたり、地域経済や

地域コミュニティーの活性化に貢献する強固な産業となることを目指すこととしているところで

あります。
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道におきましては、こうした取組を着実に実施するため、酪農生産の担い手の育成確保をはじ

め、栄養価の高い良質な道産飼料の生産拡大、暑熱耐性に優れた乳用牛群への転換、さらには、

輸出を含めた高品質な道産牛乳・乳製品の消費拡大を図るなど、生産から消費に至る各般の施策

を総合的に展開し、本道の酪農経営の体質強化と持続的な発展に力を尽くしてまいります。

以上でございます。

○黒田栄継委員 先ほどの草地更新についてもそうですが、手間のかかることを一生懸命頑張っ

ている方もいらっしゃいます。今、出口対策を含めて、しっかりと生産から販売まで強化してい

くと。頑張ろうとしている人、また、頑張っている人が報われる、やる気を持って取り組んでい

けるような、そういった施策の方向性を今後もぜひ打ち出していただきたいというふうに思いま

す。

続いて、農業大学校についてお伺いいたします。

道立農業大学校では、次の世代の農業・農村を担う優れた農業者の養成を目的として実践教育

と研修を行っているところであります。研修部門の一つである稲作経営専攻コースについては、

拓殖大学北海道短期大学に稲作の専門学習を委託しているところですが、昨年２月、拓殖短大か

ら令和８年度以降の学生募集を停止するとの発表があり、本道の稲作を担う農業者の養成に影響

することが懸念されることから、道は今後どのように対応していくか、お伺いいたします。

拓殖短大の学生募集の停止により、令和８年度以降の入学希望者に混乱が生じないよう、道

は、入学希望者に対し丁寧に対応することが必要であると考えます。募集停止への道の対応状況

について伺います。

○滝口直人委員長 技術普及課長原俊彦君。

○原技術普及課長 募集停止への対応についてでありますが、昨年２月、農業大学校の稲作経営

専攻コースを委託している拓殖短大が令和８年度以降の学生募集を停止することを公表したこと

から、道では、直ちに農大に相談窓口を設置し、ホームページで告知するとともに、入学希望者

などからの問合せに丁寧に対応してきたところです。

また、５月には、農大における令和８年度入学生の受入れ体制を構築し、ホームページでの情

報発信や農業高校への訪問などを通じ、稲作コースへの入学を検討している学生に混乱が生じな

いよう、丁寧に周知を図ってきたところでございます。

以上でございます。

○黒田栄継委員 道は、拓殖短大の学生募集の停止を受け、令和８年度入学生についてどのよう

に対応していくのか、お伺いいたします。

○原技術普及課長 令和８年度入学生への対応についてでありますが、道では、拓殖短大におけ

る学生募集の停止を受け、改めて稲作コースの８年度入学生の受入れについて拓殖短大と協議を

行った結果、拓殖短大からは、８年度１年間に限り、受入れは可能との回答を得たところです。

このため、道においては、本別町にある農業大学校に新たに稲作経営学科を創設し、８年度に

入学する学生は１年次を拓殖短大、２年次は農大で学ぶ体制を整備するとともに、６月から８月
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に開催した農大でのオープンキャンパスや学校見学会、拓殖短大を会場とした学校説明会のほ

か、農業高校への訪問などを通じ、８年度入学生が安心して稲作を学べる体制を構築したことを

広く周知したところです。

以上でございます。

○黒田栄継委員 今の答弁の内容でいけば、８年度入学生は、１年次は深川市にある拓殖短大

で、２年次は本別町にある農大で学ぶという体制になろうかと思います。

学生は、２年次への進級により移転費用の負担が伴うことから、道の支援が必要と考えます

が、所見をお伺いいたします。

○原技術普及課長 移転費用の支援についてでありますが、稲作経営学科の８年度入学生につい

て、１年次は拓殖短大のある深川市で学習を行い、２年次になると農大のある本別町で学習を行

うこととなり、２年次への進級時には深川市から本別町への移転を余儀なくされることとなりま

す。

道では、学生の経済的な負担を軽減するため、移転に伴う荷物の発送費や移動に伴う交通費に

係る支援について、本定例会におきまして予算案を提案しているところでございます。

以上でございます。

○黒田栄継委員 今の答弁で８年度入学生の状況は把握できたところでありますが、令和９年度

以降の受入れ体制については、道内の農業系教育機関との連携も検討しながら進めていくことが

必要なのではないかなというふうに考えます。

道内の農業系教育機関との連携の検討状況を踏まえ、令和９年度以降、どのような受入れ体制

とすることを検討しているのか、お伺いいたします。

○大塚技術支援担当局長 令和９年度以降の受入れ体制についてでありますが、拓殖短大と農大

との連携が８年度末で終了することから、道では、新たな連携先を含む９年度以降の稲作教育の

在り方について、農業系高校や大学の教員、指導農業士、市町村の担い手担当者、農大の卒業生

や現役の拓殖短大生など、様々な関係者の意見を聞きながら検討を進めてまいりました。

しかしながら、稲作教育に関し、拓殖短大と同様の連携が可能な教育機関が見つからなかった

ことから、道としては、農大の敷地内に最低限必要な規模の水田を整備し、水稲栽培の基礎学修

や実証試験を行うとともに、空知や上川など水田地帯の先進的な稲作農家における現地実習を通

じて稲作経営のスキルやノウハウを学ぶこととし、これらを組み合わせることで稲作教育に必要

な環境を整備することにしたところです。

以上です。

○黒田栄継委員 水田を整備するというのは非常にすごいなと思いますが、今、先進的な稲作農

家における現地実習ということで、これは経験として非常に重要な取組になろうかと思いますの

で、しっかりと力を入れて取り組んでいただきたいというふうに思います。

本道は、国内有数の稲作産地ですが、有数と言うよりは、今や日本一と言ってもいいぐらいの

稲作産地に成長しました。次の世代を担う優れた農業者を育てるためには、稲作を学べる機会を
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しっかりと確保していく必要があります。

道は、農業大学校での農業者の養成に向け、今後どのように取り組んでいくのか、お伺いいた

します。

○鈴木農政部長 稲作教育に向けた今後の対応についてでございますが、本道農業は、農家戸数

の減少や高齢化の進行などにより１戸当たりの経営規模が拡大しており、雇用人材の活用や、ス

マート農業の技術習得、経営感覚の磨き上げなど、農業経営者に求められる資質も一層高度化し

ていますことから、これらの期待に応えるためにも、農業大学校においては、実践的で魅力ある

教育カリキュラムの提供が重要であると認識してございます。

このため、道では、ドローンや自動操舵トラクターといった最新の機器の活用や、道内の農業

教育機関との連携を通じたカリキュラムの見直しなどによりまして、時代のニーズに応じた知識

や技術を習得できる環境を整えるほか、稲作教育では、農大の水田を活用した水稲の学修と実証

試験に加え、経営上重要な転作作物の学修を強化するなど、次世代を担う優れた農業者の養成に

向けた教育環境の一層の充実強化に取り組んでまいります。

以上でございます。

○黒田栄継委員 それでは、次の質問に参ります。

次に、協同農業普及事業についてお伺いいたします。

協同農業普及事業、いわゆる普及事業ですね。農業の専門的技術や知識を持つ普及指導員が、

直接、農業者に接して農業技術や経営に関する支援を行う事業であり、これまで、地域農業・農

村の維持や発展、農業の生産性の向上、担い手の育成といった様々な地域課題に対応され、多く

の成果を上げられてきたというふうに承知しております。本道の農業・農村を取り巻く環境は、

これまで経験したことのない多くの課題に直面しておりますが、この取組は非常に重要となって

いるというふうに考えますので、伺ってまいります。

私自身も十勝で農業を行っていますが、就農した当時、普及指導員の方々から親身になって営

農指導や経営管理などについて指導助言をしていただいたことは今でも記憶にあります。今も農

業を続けていられるのは普及指導員の方々のおかげであり、感謝の言葉しかありません。

就農時には多くの普及指導員がおられたと記憶しております。国内の人口減少が進む中、普及

指導員の確保も大変難しくなっているというふうにお聞きしております。道内の普及指導員の人

数は、10年前と比べてどのように推移しているのか、また、普及指導員の確保に向け、どのよう

な取組を行っているのか、お伺いいたします。

○原技術普及課長 普及指導員の確保などについてでありますが、普及指導員の配置数は、今か

ら10年前となる平成27年度の666名から、30年度には671名と増加しましたが、その後、自己都合

退職者が増加する中、新規採用者の確保が計画どおりに進まなかったことから、令和７年度の配

置数は578名と年々減少しており、669名の定員に対して91名の欠員となっております。

道では、普及指導員の確保に向けて、採用時における専門知識の確認に口述試験を導入してい

るほか、就職セミナーの開催やインターンシップの受入れに加え、農業系以外の大学にも普及事
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業の魅力をＰＲするなど、採用活動を強化しております。

また、農政部の幹部職員が普及センターを訪問し、管理職員や若手職員等から、直接、意見や

要望等の聞き取りを行うことで、近年の猛暑を踏まえた庁舎へのエアコンの設置や現地活動で着

用する被服の見直しにつなげるなど、職場環境の改善にも取り組んでいるところです。

以上でございます。

○黒田栄継委員 近年の農業分野における技術革新や、農業者の高度かつ多様なニーズ等につい

て普及指導員が的確に対応するためには、計画的に普及指導員の資質の向上を図る研修等を実施

することが必要と考えます。

道は、普及指導員の資質向上に向け、どのような取組を行っているのか、お伺いいたします。

○原技術普及課長 普及指導員の資質向上に向けた取組についてでありますが、普及指導員が地

域の実情に応じて効率的で効果的な普及活動を展開するためには、高度で先進的な技術や農業経

営について指導するための知識はもとより、地域関係者の様々な意見を合意形成に導くファシリ

テーターとしての役割を果たすなど、地域農業の課題解決に向けて適切に支援を行うための意欲

と能力を兼ね備えていることが必要です。

このため、道では、日頃の普及活動を通じたＯＪＴ研修のほか、基礎的な指導力を習得させる

新任者早期養成研修、専門的な技術や知識を養うスペシャリスト強化研修、さらには、地域農業

の課題解決に向けた提案や指導力を向上させる指導力養成研修など、普及指導員の経験度合いや

職務内容に応じて体系的に研修を実施することで、普及指導員の資質向上に取り組んでいるとこ

ろです。

以上でございます。

○黒田栄継委員 市場や気象条件の変化に対応した新規作物や新たな栽培技術の導入に挑戦して

いくということは、地域農業の持続的発展には欠かせないことだと思います。

しかし、こうした挑戦には初期投資やリスクが伴い、一歩踏み出すハードルが高いのが現状で

あり、こうした挑戦を後押しするサポートが必要と考えます。地域では、どのような普及活動に

よるサポートが行われているのか、お伺いいたします。

○滝口直人委員長 技術普及課首席普及指導員齊藤潔君。

○齊藤技術普及課首席普及指導員 新規作物の導入等に対するサポートについてでございます

が、近年の気候変動や市場動向に的確に対応するためには、それぞれの地域において、気象条件

や土地条件に見合った新たな作物を導入するなど、農業経営の発展に向けた農業者の挑戦を普及

指導員が技術面でサポートすることが重要であります。

道では、農業者の皆さんが新規作物や新たな栽培技術に取り組む際の経営リスクを軽減するた

め、普及センターにおいて、先進地域の取組事例の紹介や、栽培マニュアルの作成、配付、講習

会や圃場での技術指導など、きめ細かな普及活動を展開しているところでございます。

その結果、これまでの気象条件や作物の特性上、道内では栽培しにくいとされてきたサツマイ

モやニンニク、落花生など、新顔作物の生産拡大につながってきているところでございます。
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以上でございます。

○黒田栄継委員 道は、普及事業の羅針盤となる新たな協同農業普及事業の実施に関する方針を

本年度中に策定することとしているとお聞きしていますが、どのようなことに重点を置き、実施

方針を取りまとめることとしているのか、お伺いいたします。

○大塚技術支援担当局長 普及事業の実施方針についてでありますが、道では、実施方針の策定

に当たり、農業改良助長法に基づき、昨年４月に国が定めた「協同農業普及事業の運営に関する

指針」との整合性を図ることはもとより、現在、道において策定中の第７期北海道農業・農村振

興推進計画とも足並みをそろえつつ、近年の本道農業・農村をめぐる情勢や、道内関係者からの

意見もお聞きしながら、検討を進めてまいりました。

食料安全保障上のリスクの高まりや深刻化する地球温暖化など、社会全体が急速に変化する

中、地域農業が直面する課題に的確に対応し、本道農業の生産力を強化するためには、多様な担

い手の育成確保や、みどりの食料システム戦略の推進、スマート農業技術の導入に加え、普及事

業の円滑な推進に向けて、関係機関・団体との連携や普及指導員の一層の資質向上などを図るこ

とが重要と考えており、これらの取組に重点を置きながら新たな実施方針を取りまとめる考えで

す。

以上です。

○黒田栄継委員 実は、今回、このテーマについて質問させていただいたきっかけがありまし

て、地元の農協青年部から要請を受けました。今、気候変動等も非常に厳しい中、栽培技術の指

導もしてほしい、また、そういったリスクのある中でも、新しい作物に挑戦したいと。特に若い

農協青年部ですから、そういう意欲があるけれども、その背中を押してくれるような、協力して

くれるような、そういう取組をしてほしいのだというお話をいただきました。

私は、過去に普及指導員の方々には本当にお世話になってきたので、今はどういう体制で地域

で活動されているのかなと。そういうつながりがしっかり持てれば、農協青年部の課題などもク

リアしていけるのかなというようなことで今回お聞きいたしました。

高度な技術や知識を有する普及指導員から、直接、アドバイスを受けることは大変ありがたい

ものであり、特に新規就農者にとっては大変心強いものであります。引き続き、普及指導員が地

域にとって頼られる存在であり続けてほしいと願っています。

本道の農業・農村は、農業者の減少や高齢化に伴う労働力不足、地域コミュニティー機能の低

下、農業生産資材の高止まりなど、多くの課題に直面していますが、道は、今後、普及事業をど

のように進めていくお考えなのか、改めてお伺いいたします。

○鈴木農政部長 今後の普及事業についてでございますが、農業・農村を取り巻く課題や環境が

大きく変化する中、我が国の食料供給地域である本道が果たしていく役割は、今後ますます大き

くなっていくものと認識してございます。

こうした中、道では、本道農業の生産力の一層の強化に向けて、普及センターによる農業者の

皆様方への営農指導はもとより、地域ごとに課題を明確化し、重点地域を設定した上で集中的に
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技術支援を行ってきたところであります。

道といたしましては、こうした取組に加え、高度な指導力を兼ね備えた普及指導員の計画的な

育成確保を図るとともに、関係機関・団体と連携しながら、全道44か所に設置している普及セン

ターの総力を結集し、７期計画において本道農業・農村の目指す姿として掲げた、日本の食を力

強く支える豊かな農業・農村の実現に向け、地域に密着した普及活動を展開してまいります。

以上でございます。

○黒田栄継委員 まさに今、最後におっしゃっていただいた、地域に密着した普及活動をぜひ実

現していただきたい、実現というよりは継続をしていただきたいというふうに心から思います。

続いての質問に参ります。

担い手対策についてお伺いいたします。

人口の減少や少子・高齢化の進行により農業の担い手が減少する中、本道農業が持続的に発展

しながら我が国の食料供給地域としての役割を果たしていくためには、担い手の育成確保はもと

より、農福連携や外国人材の受入れなど多様な人材の確保に取り組むことが重要と考えます。道

は、担い手の育成確保や担い手を支える多様な人材の確保に向け、今後どのように対応していく

のか、順次伺ってまいります。

まず最初に、女性農業者の育成確保についてお伺いします。

道の調査によりますと、令和６年の道内における新規就農者数は、前年に比べ35人少ない372

人と非常に少なくなっております。３年連続で過去最少となりましたが、道は、新規就農者数が

減少した要因をどのように分析しているのか、お伺いいたします。

また一方で、農業で活躍する女性も増えてきています。昔は、力仕事が多い農業は女性に向か

ないと言われておりましたが、スマート農業の普及などにより、こうした考えはもはや時代遅れ

であり、農業に魅力を感じている女性を担い手として育成確保していく取組を加速させていくこ

とが重要と考えますが、道の認識を伺います。

○原技術普及課長 女性農業者の育成などについてでありますが、令和６年の新規就農者は372

人と、前年に比べて35人減少しており、そのうち、新規学卒者と新規参入者はおおむね横ばいと

なっていましたが、一方、Ｕターン就農者が29人減少するなど、農家戸数の減少に伴う農家子弟

の減少や、他産業への就業者の増加などの影響が大きかったものと認識しています。

道では、関係機関・団体と連携しながら、女性を含む新規就農者が安心して就農できるよう、

農業担い手育成センターを通じた相談対応や、普及センターによる技術指導、就農前後に必要と

なる資金の交付のほか、道のホームページにおいて、地域の支援を受けながら女性が新規就農し

た事例や、地域のリーダーとして活躍している女性農業者のインタビュー記事などを公開してい

るところです。

道といたしましては、こうした取組を通じて、農業に魅力を感じている女性を次の世代の担い

手として育成確保することが重要と考えており、今後とも女性就農者の拡大に向けて積極的に取

り組んでまいります。



【第３分科会 ３月12日 第２号】

以上でございます。

○黒田栄継委員 また、ちょっと視点を変えて、次は、障がい者が農業分野で活躍してもらう農

福連携についてお伺いします。

障がい者の就労や生きがいづくりの場を生み出すだけでなく、担い手不足や高齢化が進む農業

分野においても、新たな働き手の確保につながる可能性も含む取組と考えられる農福連携は、農

業側と福祉側の相互の理解が重要と考えます。

道は、農福連携の推進に向け、これまでどのような取組を実施しているのか、また、今後どの

ように対応していくのか、お伺いをいたします。

○滝口直人委員長 農業経営課長佐藤孔則君。

○佐藤農業経営課長 農福連携の推進に向けた取組についてでありますが、農福連携は、障がい

のある方々が、農業分野での活躍を通じ、社会参画を実現するとともに、農業の人材確保にもつ

ながるなど、農業と福祉双方の理解と協力の下で進めていくことが重要です。

道では、障がいのある方が働きやすい環境づくりに向けて、農業と福祉のかけ橋となる専門人

材を育成し、農業現場へ派遣を行っているほか、全道の振興局に設置した相談窓口において、地

域の課題に応じたきめ細やかな対応を行うとともに、農福連携の認知度向上に向けて、農業団体

と連携し、ガイドブックや営農情報誌を通じた取組事例などの情報発信に加え、農業現場での見

学会の開催など、様々な取組を進めているところであります。

道といたしましては、今後とも、こうした取組を通じて、農業の人材確保や、障がいがある方

々が活躍する場の提供など、農業と福祉双方がメリットを享受できるよう、農福連携の一層の普

及と定着を図ってまいります。

○黒田栄継委員 また、視点を変えまして、次に、農業の担い手を支える外国人材についてお聞

きします。

年々高まっているその存在感でありますが、外国人がいなければ農業が成り立たなくなるとい

う、そのような地域の言葉を聞くこともあります。こうした中、国は、技能実習制度に代わる新

たな制度として、令和６年に育成就労制度を創設し、令和９年４月の運用開始に向け、基本方針

や運用等について検討してきたところであります。

新たな受入れ制度が、地域の実情に即し、また、外国人が安心して就労できる内容となるよ

う、国に対し働きかけることが必要と考えますが、道としてどのように対応しているのか、お伺

いいたします。

○佐藤農業経営課長 外国人材の確保に向けた対応についてでありますが、国は、従来までの技

能実習制度に代えて、令和９年４月からの新たな育成就労制度の施行に向けて詳細な制度設計の

検討を進めてきたところであり、このような中、道では、知事が構成員として参画する国の有識

者会議等を通じ、転籍により大都市圏に人材が過度に集中しないようにすることや、季節性のあ

る農業の実情に応じた受入れ形態を認めることなど、地方や農業現場に配慮した制度となるよう

国に求めてきました。
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こうした中、国では、関係省令や分野別運用方針において、大都市圏と比べて人手不足が深刻

な地方で受入れできる転籍者の割合を緩和するとともに、派遣という形態による受入れも可能と

するなどしたところであります。

道といたしましては、新たな制度において、外国人が安心して就労できるよう、働きやすい環

境を整備するための支援の充実や、必要な予算の確保に加え、農業現場において、育成就労制度

を活用した外国人材の確保が円滑に進むよう、制度の周知徹底について国に求めてまいります。

○黒田栄継委員 またさらに、ちょっと視点を変えて、農業者が自らスマート農業等に取り組む

ことは非常に重要ではありますが、農作業を受託して農業者の負担を軽減するような取組を行う

農業支援サービス事業体が、スマート農業技術を活用することも必要と考えます。

道は、農業支援サービス事業体によるスマート農業の技術の活用に向け、どのような支援を実

施していくのか、お伺いいたします。

○大塚技術支援担当局長 サービス事業体への支援についてでありますが、農業者の高齢化や経

営規模の拡大に伴い、労働力不足が懸念される中、スマート農業技術を活用し、農薬散布などを

請け負うサービス事業体の必要性は、近年、一層高まっており、事業者の育成と活動促進を図っ

ていくことが重要な課題であると認識しております。

こうした中、国は、スマート農業新法に基づき、サービス事業体の育成に向け、税制特例や長

期の低利融資、補助事業による農業機械の導入支援などを実施してきたところです。

道としては、ＡＩの実用化など、急速な情勢変化に対応するため、北海道スマート農業推進方

針を見直し、地域や個々の営農状況に応じた課題の解決に向け、新技術の情報発信の一層の強化

や、スマート農業技術に関する指導人材の育成などに取り組むほか、普及センターにおける相談

対応や指導の充実を図るとともに、国の補助事業を効果的に活用し、新たなサービス事業体の立

ち上げや事業の拡大に向けたスマート農業機械の導入を支援してまいります。

以上です。

○黒田栄継委員 ここまで、新規就農者のみならず、女性、障がい者、外国人材、また、農業支

援サービス事業体と、ちょっと変わったというか、本当に幅広い人材についてお伺いしてきまし

た。今後、人口減少が進み、あらゆる分野で人材の取り合いとなり、農業分野での人材確保は一

層厳しい状況になっていくということが予想できることから、さらなる対策の強化が必要と考え

ます。

道は、担い手の育成確保や担い手を支える多様な人材の確保の強化に向け、今後どのようなこ

とに重点を置いて対策を進めていくのか、所見をお伺いいたします。

○鈴木農政部長 担い手などの確保に向けた今後の対応についてでございますが、人口減少下に

おいて本道農業が持続的に発展していくためには、新規就農者をはじめとする多様な担い手の育

成確保とともに、これらを労働力で支える多様な人材の確保が重要であります。

このため、道では、新規就農対策はもとより、雇用就農の受皿となる農業経営の法人化を推進

するなど、多様な担い手の育成確保を図るとともに、アルバイトや障がい者、外国人材などの多
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様な人材の確保に向けて、誰もが働きやすい環境づくりに取り組むほか、コントラクターなど営

農支援組織の育成強化を進めてきたところであります。

道といたしましては、今後とも、関係機関・団体の皆様と連携しながら、こうした取組を着実

に推進するとともに、Ｕターン就農の促進や新規参入のさらなる拡大を図るほか、ＳＮＳを通じ

た農業の魅力発信や、アルバイトアプリの利用促進、退職自衛官といった新たな人材の掘り起こ

しなどに重点を置きながら、本道農業の持続的な発展に向けて、必要な担い手と人材の育成確保

により一層取り組んでまいります。

以上でございます。

○黒田栄継委員 担い手対策についてお伺いしてきました。私たちは、どうしても確保であった

り、育成をするというような考えになっていくのですけれども、この分野、農業という分野で働

くというメリットをいかにつくっていくか、つまり、簡単に言うと、しっかり稼げる農業に向け

た環境をどう整備していくかというようなことも大切なのだと思います。やはり、精神的にそう

いう気持ちがそこに向かないと、しっかりと定着していかないというのはあります。

ここ数年、少しお米の値段がいいという中で、僕は、この間、ある青年部員に、就農してから

初めて、お米で稼いだお金で米作りに使う機械を買いましたと言われました。それだけ厳しかっ

たし、ようやく軌道に乗りつつあると。ああ、これが農業なのだなと、自分の頑張ったもので結

果が出たということで非常にうれしいのだというような話をしていました。そういった環境をし

っかりつくっていくことも担い手対策なのかなというふうに思いますので、併せてそういった方

向性も検討いただきたいというふうに思います。

続いて、営農型太陽光発電と優良農地の確保についてお伺いいたします。

営農型太陽光発電は、一時転用許可を受け、農地に簡易な構造で安易に撤去できる支柱を立て

て、上部空間に太陽光を電気に変換する設備を設置し、営農を継続しながら発電を行うものであ

ります。適切に実施すれば、農作物の販売収入に加え、発電した電力の自家利用や売電による収

入により、農業経営のさらなる改善が期待できるものでもあるというふうにも言われています。

道は、営農型太陽光発電の活用に向け、今後どのように対応していくのか、順次伺っていきま

す。

営農型太陽光発電の設置に当たっては、法令等を遵守し、適切に農地転用許可手続を行うこと

が何よりも重要でありますが、一時転用許可を受けるためには、どのような許可基準があるの

か、お伺いいたします。

○滝口直人委員長 農地調整課長鶴蒔早佳英君。

○鶴蒔農地調整課長 営農型太陽光発電設備に係る農地転用許可基準についてでありますが、営

農型太陽光発電は、営農を継続しながら、農地の上部空間に太陽光発電設備を設置することによ

り、農業生産と発電を両立する仕組みでございます。

農地の一時転用許可に当たりましては、栽培する農作物について、地域の平均的な単収と比較

して２割以上減収しないなど、発電設備の下にある農地での営農の適切な継続が確実であるこ
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と、また、農作物の生育に適した日照量を保つ設計であること、効率的な農業機械等の利用が可

能な高さであること、農地の利用集積に支障がないとして地域の合意が得られていることなどを

確認することとなっております。

以上でございます。

○黒田栄継委員 道内における営農型太陽光発電設備の設置状況はどのようになっているのか、

営農型太陽光発電設備の設置に係る一時転用許可件数及び転用面積の過去５年の推移についてお

伺いいたします。

また、営農型太陽光発電設備の下部農地では、どのような作物が栽培されているのか、併せて

お伺いいたします。

○鶴蒔農地調整課長 許可件数等の推移についてでありますが、道内では、平成26年度から営農

型太陽光発電設備の農地転用を許可しており、令和５年度までの許可件数は34件、転用面積は約

1800平方メートルでございます。

過去５年間では、令和元年度は許可件数が３件、転用面積が361平方メートル、２年度はな

く、３年度は１件、157平方メートル、４年度は２件、１平方メートル、５年度は21件、262平方

メートルとなっております。

また、発電設備の下にある農地では、牧草やハスカップ、ソバなどが栽培されております。

以上でございます。

○黒田栄継委員 道内では、道外に比べ、営農型太陽光発電の取組があまり進んでいないように

感じますが、どのような課題があってそういった形になっているというふうに認識しているの

か、お伺いいたします。

○鶴蒔農地調整課長 本道において導入事例が少ない要因についてでありますが、営農型太陽光

発電設備の導入に当たっては、発電設備の下にある農地での農作業の効率性はもとより、日照量

の低下による収穫量の減少や、品質の状況などについても見極めながら、農業所得の向上に寄与

するかどうか、慎重に判断する必要があります。

本道の農業は、大規模で専業的な経営体が主体となり、大区画化などの基盤整備やスマート農

業技術の活用など、生産性の向上や省力化、効率化を図りながら、土地基盤に立脚した農業を展

開してきており、道としては、こうした都府県とは異なる農業構造が、営農型太陽光発電設備の

導入事例が少ない要因と認識してございます。

以上でございます。

○黒田栄継委員 営農型太陽光発電は、通常、太陽光発電設備の設置が認められていない優良農

地においても、適切な営農の継続を条件に設置を認めているものであり、営農型太陽光発電に対

する制度の適切な運用が極めて重要であるというふうに考えます。

道は、制度の適切な運用に向け、どのように取り組んでいくのか、お伺いいたします。

○滝口直人委員長 農業経営局長萱嶋富彦君。

○萱嶋農業経営局長 制度の適切な運用についてでございますが、営農型太陽光発電の実施に当
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たりましては、発電設備の下にある農地において適切に営農が継続されるということが何よりも

重要でございます。

このため、道では、一時転用の許可を行うに当たりまして、転用許可を希望する方に対して、

年に１回、栽培実績と収支の状況について報告を求めることとしておりまして、収量が地域の平

均的な単収の８割以上であるかどうかなど、農作物の生産に支障が生じていないかの確認を行っ

ております。

道といたしましては、営農に支障が生じていると認められる場合には、制度の適切な運用に向

けまして、一時転用の許可を受けた方に対して必要な改善措置等を講ずるよう指導することとし

てございます。

以上でございます。

○黒田栄継委員 私も、畑作農業をやっている中で、先ほどのどんな作物を作っているかという

ところと自分の作っているものが違うのもありまして、なかなかどういう形でこれが経営にも利

していくのかなと、ちょっと僕も個人的にはイメージはあんまり湧かないところではあります。

しっかりとした運用がなされれば、無秩序なというところにはなかなかならないというふうにも

思っています。

昨年度からは、農地への影響の軽減が見込まれる垂直型の太陽光パネルが、民間企業と共同し

て帯広畜産大学の農地に設置され、研究が進められていると聞いております。

道として、農地の利用と営農型太陽光発電のさらなる活用に向け、今後どのように取り組んで

いくか、お伺いをいたします。

○鈴木農政部長 営農型太陽光発電の活用に向けた今後の取組についてでございますが、本道の

農業は、豊かな自然と広大な土地を生かし、大規模で専業的な経営体が、国民の皆様に安全、安

心で良質な農産物を安定的に生産、供給するという期待と役割を担っております。このような

中、営農型太陽光発電は、農業生産と再生可能エネルギーの導入との両立を図るものであり、ゼ

ロカーボン北海道の実現にも寄与するものと認識してございます。

道といたしましては、関係法令の遵守はもとより、地域との共生を大前提として、農業者の所

得向上や経営発展に資する営農型太陽光発電の導入を促進するとともに、本道の農業が、将来に

わたり、我が国最大の食料供給地域としての役割を果たしていくため、その生産基盤となる生産

性の高い優良農地の確保に努めてまいります。

以上でございます。

○黒田栄継委員 しっかりと農地を農地として利用する、ここが一番大事なところなのかなと。

そこを阻害しないような形というのが第一ということ、それと、今、畜大で研究しているような

取組が今後どういうふうになっていくのか、こういうところも注視しながら慎重に進めていただ

きたいというふうに思います。

続いて、ホッカイドウ競馬についてお伺いいたします。

全国で唯一の馬産地に立脚するホッカイドウ競馬は、健全な娯楽の提供はもとより、全国への
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競走馬の供給地域として、我が国の競馬を支えるとともに、地域全体の雇用や経済活動に大きな

役割を果たしております。こうした中、令和７年度のホッカイドウ競馬は、過去最高となる573

億円の発売額を記録し、また、入場人数も６万1614人と過去最多となり、ホッカイドウ競馬の人

気の高まりを感じているところであります。ホッカイドウ競馬の持続的な発展に向け、今後どの

ように運営していくのか、順次伺ってまいります。

ホッカイドウ競馬については、安定的な事業運営と財政の健全性を確保していくことが重要で

あると考えます。令和８年度における開催日程、発売計画額と収支計画額、基金残高の見通しは

どのようになっているのか、お伺いいたします。

○滝口直人委員長 競馬事業室参事増田治己君。

○増田競馬事業室参事 ホッカイドウ競馬の開催計画についてでありますが、令和８年度のホッ

カイドウ競馬は、４月15日から11月12日までの85日間と前年と同じ日数の開催を予定しており、

また、発売計画額は、７年度の実績を基に、ほかの主催者とのナイター開催の競合状況やＪＲＡ

のネット発売の日程、魅力あるレースの提供やＳＮＳを活用した情報発信の強化などを勘案し、

前年度の計画額より30億円多い530億円としたところです。

また、収支計画額でございますが、収入は、発売額やほかの主催者の馬券を販売して得られる

業務協力金のほか、基金からの取崩し金を合わせて616億3000万円を見込んでおり、一方、支出

は、開催経費や払戻しなどの法定経費に加え、施設整備費などを見込んでおり、差引き26億4000

万円の収益となる見込みとなっております。

なお、８年度末の基金残高は、７年度末の基金から施設整備に必要な53億1000万円を取り崩

し、収益の一部を繰り入れた58億9000万円を見込んでおります。

以上でございます。

○黒田栄継委員 令和８年度の計画を達成するためには、情報発信の強化、その魅力を全国の競

馬ファンに的確かつ効果的に伝えていくための戦略的な広報活動が極めて重要であるというふう

に考えます。

令和８年度は、広報面でどのような取組を進めていくお考えなのか、お伺いいたします。

○増田競馬事業室参事 広報活動の強化についてでありますが、近年、発売額に占めるインター

ネットの割合が９割を超えている中、新たなファンの獲得につなげていくためには、全国の競馬

ファンにホッカイドウ競馬の魅力や特色を分かりやすく発信するなど、戦略的な広報活動が極め

て重要と認識しております。

このため、道では、８年度から、公式ＬＩＮＥやユーチューブチャンネルにおけるレースの配

信回数を増加させるなど、ＳＮＳや動画配信の積極的な活用を図るとともに、スポーツ紙などへ

のレース情報の掲載に加え、ホッカイドウ競馬でデビューした馬の愛称を「ｍｏｍ☆'s ～ モン

スターズ ～ 」と名づけて、門別競馬場出身馬のＰＲを強化するなど、ホッカイドウ競馬のファ

ンの拡大に向けて、効果的な広報活動に取り組んでまいります。

以上でございます。



【第３分科会 ３月12日 第２号】

○黒田栄継委員 続いて、道は、第３期北海道競馬推進プランに基づき、老朽化が進む競馬場施

設の整備に取り組んでいると承知しておりますし、昨年、我々、我が会派１期生も、この施設を

見学に行ってまいりました。

これまでの施設整備の進捗状況についてお伺いしますとともに、今後どのように整備を進めて

いく予定なのか、併せてお伺いいたします。

○増田競馬事業室参事 施設整備の進捗状況についてでありますが、門別競馬場の施設整備は、

厩舎、業務・来場者、住居の三つのエリアに分けて計画的に工事を実施することとしており、こ

のうち、厩舎エリアについては、令和５年度に着工した厩舎33棟の工事が昨年12月に完成し、現

在、供用を開始しているところでございます。

また、業務・来場者及び住居エリアにつきましては、現在、敷地を確保するために、今まで使

っていた厩舎を解体するための準備を進めているところであり、外構などの一部の整備を除き、

９年度末までの完成を目指しております。

道といたしましては、これらの施設整備を通じて、競馬関係者が安心して働ける環境づくりを

進めるとともに、来場者にとって魅力ある競馬場となるよう、引き続き、門別競馬場の計画的な

施設整備に努めてまいります。

以上でございます。

○黒田栄継委員 今、関係者にとっても非常に使いやすい施設になりつつあるのかなというふう

に思います。

去る２月９日の農政委員会において、第４期北海道競馬推進プランの素案が報告されたと承知

しておりますが、そのポイントと、これまでどのような議論を経て素案の取りまとめに至ったの

か、お伺いいたします。

また、今後、どのような手順を踏まえて成案として取りまとめていくお考えなのか、併せてお

伺いいたします。

○滝口直人委員長 競馬事業室長庄司好明君。

○庄司競馬事業室長 競馬推進プランについてでありますが、道では、第４期北海道競馬推進プ

ランの策定に当たり、知事の諮問機関である北海道地方競馬運営委員会を昨年10月及び12月の計

２回開催し、ホッカイドウ競馬の現状と課題を説明するとともに、今後の方向性について委員の

皆様に御審議をいただいたところでございます。

委員会では、競馬場への来場促進や、競馬を支える人材の育成確保、観光と連携した誘客促進

などの取組が重要であるといった御意見をいただいたところであり、これを踏まえ、競馬推進プ

ランの素案を取りまとめたところでございます。

今後、道といたしましては、道議会での御議論はもとより、パブリックコメントを通じて、全

国のファンをはじめ、幅広い関係者から御意見を伺うとともに、３月中旬に開催予定の第３回北

海道地方競馬運営委員会にお諮りし、成案を得て、年度内に競馬推進プランを策定、公表する予

定でございます。
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以上でございます。

○黒田栄継委員 第４期北海道競馬推進プランは、令和８年度からの５か年を計画期間として、

今後のホッカイドウ競馬の方向性を示す重要な指針だとお聞きしております。

発売額が好調に推移している一方で、人材の確保や老朽化した施設整備など、将来を見据えた

課題も少なくありません。こうした中、本プランを単なる理念や目標にとどめることなく、実効

性あるものとして着実に推進していくことが不可欠であると考えます。

道として、次期プランの確実な実現に向け、どのような決意を持って取り組んでいくのか、所

見をお伺いいたします。

○鈴木農政部長 競馬推進プランの実現に向けた対応についてでございますが、ホッカイドウ競

馬は、全国で唯一、馬産地に立脚する競馬場として、地域の雇用や経済に貢献するとともに、軽

種馬生産者を支えるセーフティーネットとして、馬産地の活性化に極めて重要な役割を果たして

おります。

また、今年度は、過去最高額となる573億円を売り上げるなど好調を維持している一方で、人

材の育成や、老朽化した基幹施設の整備など、早急に解決しなければならない課題もあるところ

であります。

このため、道といたしましては、新たな競馬推進プランに基づき、強い馬づくりや、騎手、厩

務員の確保をはじめ、施設の整備を通じて安定的に競馬運営ができる環境を整えるとともに、馬

産地と連携したファンサービスの充実に努めるなど、競馬事業の安定と馬産地の持続的発展の実

現に向けて、関係者の皆様と連携しながら取り組んでまいります。

以上でございます。

○黒田栄継委員 次の質問に参ります。

次は、農村ツーリズムについてお伺いいたします。

令和７年４月に国が策定した新たな食料・農業・農村基本計画の中では、「農村の振興」の項

目において、「農村内部の人口の維持及び農業・農村に継続的に関わる農村外部の多様な人材

（農村関係人口）の拡大が重要である。」、また、「農村の持つ価値や魅力を若者や女性などが

「 楽しい 」と感じて農村への関心や関わりを高めるような「 楽しい農村 」を創出し、農村が、国

民全体が関わりたくなる目的地となることを目指していく。」と明記されております。

また、道が進めている、本道農山漁村の豊かな地域資源を生かし、地域ぐるみで都市住民など

の受入れを行う農村ツーリズムの取組は、農業・農村への理解を促し、特に、農村を訪れる子ど

もたちが、実際に様々な体験をする教育旅行は、関係人口の拡大につながることから、農村振興

を図る上で重要な取組の一つであると考えております。

そこで、農村地域における教育旅行の現状と対応、また、現在策定中の第７期北海道農業・農

村振興推進計画での位置づけなど、今後の農村ツーリズムの取組について数点伺います。

道が推進する農村ツーリズムの目的、また、道が策定を予定している第７期北海道農業・農村

振興推進計画への位置づけについて、まずはお伺いいたします。
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○滝口直人委員長 活性化担当課長小笠原聡彦君。

○小笠原活性化担当課長 農村ツーリズムの目的などについてでありますが、農村ツーリズム

は、農山漁村の豊かな自然や食、歴史・文化、生活体験などを観光資源として生かし、農家だけ

ではなく、宿泊業や飲食業など、多様な主体が一体となって教育旅行や農泊などに取り組み、農

村地域の経済への貢献や農業・農村への理解を促進することを目的としております。

道では、次期北海道農業・農村振興推進計画において、訪れた都市住民が、農山漁村の魅力に

触れ、その地域への関心を持ち、滞在後も引き続きその地域と交流し、農産物を継続的に購入す

るなど、様々な形で地域と関わる関係人口の裾野を広げるための取組を実施することとしてお

り、都市と農村との交流の拡大を施策の柱に位置づけ、農村ツーリズムを推進してまいります。

以上でございます。

○黒田栄継委員 農村ツーリズムの現状でありますが、コロナ禍以降、農村地域への教育旅行に

対する需要は高まっているというふうに考えておりますが、道内における受入れ人数の推移と受

入れ状況についてお伺いいたします。

○小笠原活性化担当課長 農村ツーリズムの現状についてでありますが、道が実施した調査で

は、宿泊を伴わない農村地域での教育旅行の受入れ人数は、コロナ禍前の令和元年度の約２万

5000人に対しまして、６年度は同程度の約２万7000人となっており、一時期減少した旅行需要

は、近年、回復傾向で推移しているところでございます。

一方、宿泊を伴う受入れ人数は、元年度の約１万2000人に対しまして、６年度は約4000人とな

っており、コロナ禍前の約３割にとどまっている状況であります。

こうした中、教育旅行の受入れを行っている協議会等に対するアンケート調査では、農業体験

等を希望する道外の学校からの要望に対しまして、受入れ農家が確保できないために断らざるを

得ないケースもあるとの声が寄せられているところでございます。

以上でございます。

○黒田栄継委員 そのとおりなのですね。やはり、コロナを挟んで、人を受け入れるのが非常に

難しくなっているというのが現状であるかなと思っています。本道農村地域への教育旅行の需要

が戻ってきているものの、受入れを断っている状況とのことです。

道として、農村ツーリズムの推進に向けた課題についてどのように認識しているのか、お伺い

いたします。

○小笠原活性化担当課長 農村ツーリズムの課題についてでありますが、コロナ禍の収束以降、

教育旅行の需要回復が見込まれる一方で、農家戸数の減少や高齢化の進行に加え、営農の傍ら、

農作業体験や宿泊、食事の準備など、生徒を迎え入れるための対応が大きな負担となりまして、

受入れ農家の確保が困難となっていることや、地域ぐるみで受入れを行う際の役割分担などを行

う人材が不足していることが課題と認識しております。

また、これらに加え、文部科学省の学習指導要領の改訂に伴う、探求型学習やＳＤＧｓを踏ま

えた教育旅行へのニーズの高まりに対しまして、対応できるプログラムや体制の整備が不足して
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いることも課題となっているところと考えております。

以上でございます。

○黒田栄継委員 今おっしゃったように様々な課題がある中で、道として、今後どのように対応

し、農村ツーリズムを推進していくお考えなのか、お伺いいたします。

○滝口直人委員長 活性化支援担当局長川畑恭章君。

○川畑活性化支援担当局長 課題への対応についてでありますが、教育旅行や農泊の需要が回復

傾向にある中、受入れの拡大を図るためには、地域ぐるみでの受入れ体制の強化や、取組地域を

より一層拡大することが必要です。

こうした中、道では、研修会の開催などを通じて、道内外における取組事例や、役割分担など

を行う人材の育成確保などについて情報共有を図っているほか、現在、新たに教育旅行の受入れ

に取り組んでおります当別町とせたな町の２地域について、受入れ体制づくりへの支援を行って

いるところであり、これらをモデルとして、広く道内各地に情報提供を行うこととしておりま

す。

これらに加えまして、アプリや動画などのデジタル技術を活用できる人材の育成を支援するこ

とにより、教育旅行を受け入れる際の連絡調整や、教材などのデジタル化を進め、質の高い探求

型学習を提供できる体制整備に取り組むなど、地域が抱える課題に対し、必要な検討や支援を行

い、本道の農村地域の活性化に向けまして、農村ツーリズムをより一層推進してまいります。

以上でございます。

○黒田栄継委員 農村ツーリズムは、非常に重要な取組と思っています。私も、教育旅行、修学

旅行の受入れという形で、実は15年以上前から地元で取り組んでいます。先日も、私の所属する

ＮＰＯが、その取組を評価いただいて産業貢献賞もいただいたところでもあります。やはり、食

育、また、我々の意欲向上にとっても、非常に効果的な取組ということを実感しています。私自

身も、この15年間の取組の中で、多分、200名以上の生徒を受け入れてきたのかなと。今でもそ

のつながりというのはいろんなところで自分にも生きていますし、生徒の皆さんにも何かしら残

っているのではないかなというふうに思っています。

農村の振興を図る上で、農村ツーリズムの取組は重要というふうに考えます。新たな農業・農

村振興推進計画における目指す姿の実現に向けて、今後、道としては、どのようにこの取組を推

進していくのか。先ほども申しましたが、今、コロナが明けて、受入れ農家の確保というのは非

常に厳しい状況にある中ではありますが、だからこそ、この重要性は高まっている状況だと思い

ます。

今後、どういった取組を進めていくのか、お伺いいたします。

○鈴木農政部長 農村ツーリズムに関する今後の取組についてでございますが、次期農業・農村

振興推進計画の目指す姿である、日本の食を力強く支える豊かな農業・農村の実現に向け、農村

ツーリズムは、都市と農村との交流を通じて、農業・農村への理解を深めてもらうことのみなら

ず、農家の方々にとっても、所得の向上や雇用の確保、さらには、移住、定住や新規就農につな
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がる可能性も期待されるなど、農業・農村の活力を維持向上させる上で極めて重要な取組であり

ます。

このため、道では、多様な主体による地域ぐるみでの受入れ体制の整備や、業務の効率化、省

力化を図るためのデジタル技術の習得に向けた人材育成などへの支援を行っているところであり

ます。

道といたしましては、こうした取組に加え、今後とも、関係機関・団体の皆様とも連携し、都

市と農村の交流の拡大に向け、農村の多様な地域資源を生かした農村ツーリズムを積極的に推進

しながら、誰もが安心して住み続けることができる魅力ある農村の確立に努めてまいります。

以上でございます。

○黒田栄継委員 同じような取組をしている組織がいろいろあります。それぞれの組織で、やっ

ぱり、困っていることはちょっとずつ違ったりもしているのですね。そういった声をしっかり受

け止めて、ぜひ、一緒に歩調を合わせて取り組んでいただければというふうに思います。

最後に、農業・農村整備の推進についてお伺いいたします。

国において、食料安全保障の強化が重要課題として位置づけられる中、世界情勢の不安定化や

気候変動の進行、さらには、資材価格やエネルギー価格の高騰などにより、我が国の食料生産を

取り巻く環境は一層厳しさを増している現状にあります。

道では、農業者の負担軽減を図り、市町村と連携しながら基盤整備を促進するため、いわゆる

パワーアップ事業を実施してきましたが、今年度で現行の対策が終わりを迎える中、新年度から

も切れ目なく新たな５年間の対策が講じられることとなり、地域からは一定の評価と期待の声が

寄せられております。

そこで、新たなパワーアップ事業の概要と、それを踏まえた今後の農業・農村整備の進め方に

ついてお聞きします。

まず、パワーアップ事業についてお伺いします。

令和８年度から実施される新たな対策について、事業の概要を伺います。

○滝口直人委員長 農村設計課長熊井隆二君。

○熊井農村設計課長 次期パワーアップ事業の概要についてでありますが、道では、本道農業の

生産性向上や農村地域の強靱化に向けて、農業・農村整備の促進を図るため、農家負担を軽減す

るパワーアップ事業を今後も継続して実施することとしたところでありまして、次期対策では、

重点化して進めていくべき整備の目的に応じて、生産拡大型、先進モデル展開型、機能保全型、

強靱化型の四つの型に区分し、工事の内容ごとに農家負担率を設定しております。

このうち、生産拡大型では、主要穀物などの生産拡大に向けた農地の大区画化や畑地かんがい

などの整備に対して、また、先進モデル展開型では、スマート農業の導入効果を最大限発揮させ

ることを目的とした整備に対して、それぞれ支援するものでありまして、これら二つの型では、

中山間地など営農条件が不利な地域において、平たん地よりさらに農家負担率を0.5％引き下げ

ることで整備を促進することとしております。
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このほか、機能保全型では、農地の機能保全や農業水利施設の長寿命化を図る整備に対して、

また、強靱化型では、ため池等の耐震化をはじめとする防災・減災対策に対して、それぞれ支援

することで整備を促進することとしております。

以上でございます。

○黒田栄継委員 担い手の減少や高齢化が急速に進行している中、生産現場においては、省力

化、効率化の取組がこれまで以上に強く求められます。

こうした状況を踏まえて、スマート農業の導入効果を高める観点も含め、省力化に向けてどの

ような整備を進めていくのか、お伺いいたします。

○熊井農村設計課長 省力化に向けた整備についてでありますが、担い手の減少や労働力不足が

進行する中、本道農業が持続的に発展していくためには、農作業の一層の省力化や効率化を図る

農地の大区画化などの基盤整備を推進していくことが重要です。

このため、道では、次期対策におきまして、先進モデル展開型を設定し、スマート農業の導入

効果を最大限発揮させるため、一定面積以上となる農地の区画拡大や、スマート農業機械の走行

を容易とさせる水路のパイプライン化、スマートフォンなどによる遠隔操作が可能となる自動給

水栓の設置、さらには、リモコン式草刈り機の導入が可能となるのり面の傾斜の緩和など、先進

的な基盤整備を推進してまいります。

以上でございます。

○黒田栄継委員 とりわけ中山間地など条件不利地域において営農を維持していくということ

は、非常に困難な状況となっているのが現実です。営農条件や地域の特性に応じた基盤整備を進

めていくことが極めて重要であると考えます。

そこで、道では、こうした地域における整備にどのように取り組んでいくのか、お伺いいたし

ます。

○滝口直人委員長 農村振興局長磯嶋光世君。

○磯嶋農村振興局長 条件不利地域における整備についてでございますが、中山間地など営農条

件が厳しい地域におきましては、平たん地に比べ、農家戸数の減少がより進んでいるほか、傾斜

地や沢沿いでは、地形的な制約により小規模で分散した農地が多く、農業生産活動の継続が懸念

される地域もございます。

このため、道では、こうした地域においても、農地を維持確保し、持続可能な農業生産を実現

するため、次期対策におきまして、農家負担率をさらに軽減し、地形条件などを考慮した区画整

理や、水管理の省力化を図る用水施設の整備など、地域の実情に即したきめ細やかな整備を促進

することで、担い手への農地の集積を進めるとともに、生産性の向上を図ってまいります。

以上でございます。

○黒田栄継委員 続いて、農業・農村整備関係の予算についてお伺いいたします。

地域から多くの整備要望が寄せられる中、農業・農村整備を着実に進めていくためには安定的

な予算の確保が不可欠でありますが、令和７年度の補正予算を含めた令和８年度国費予算の本道



【第３分科会 ３月12日 第２号】

への措置状況はどういうふうになっているのか。また、新たなパワーアップ事業においても、そ

れに見合った予算の確保が必要と考えますが、地域からの要望に応えられるものとなっているの

か、お伺いをいたします。

○磯嶋農村振興局長 農業・農村整備関係予算についてでございますが、本道農業の生産力、競

争力の強化や、農村地域の強靱化を図る上で、農業・農村整備を計画的かつ効率的に進めていく

ことが重要であり、地域の方々からは、農地の大区画化や畑地かんがいなど多くの整備要望が寄

せられておりますことから、農業構造転換集中対策として別枠で措置される国費予算も含めまし

て、予算の安定的な確保が必要となっております。

こうした中、令和８年度政府予算案と、昨年12月に成立しました７年度補正予算を合わせた８

年度の農業・農村整備に係る国費予算の総額につきましては、道が要望しました570億円を上回

る額を確保できる見込みとなっているほか、次期パワーアップ事業につきましても、地域の整備

要望や国費予算の動向を踏まえ、スマート農業の推進や条件不利地の整備などに必要な予算を提

案しており、地域からの整備要望に十分応えられるものと考えております。

以上でございます。

○黒田栄継委員 食料安全保障の重要性が一層高まる中、引き続き、本道が国内の食を支える役

割を果たしていくためには、現場の声を的確に受け止め、限られた予算の中にあっても、農業・

農村整備の将来を見据えて、必要な整備を着実に進めていくことが極めて重要であるというふう

に考えます。

いわゆる農地を農地としてしっかりと維持していく、将来にわたっても農地がそこにあり続け

る、そこで、必要とされる食べ物であったり、様々なものが生み出される、そういう営みがずっ

と続いていくということが大事なのかなと。やはり、農地がしっかりと農地であるということ、

農業・農村振興推進計画の中でも目指す姿がいろいろとありますが、それを実現する大事な大事

な基盤であるのかなというふうに思います。

道では、農業・農村整備を着実に推進するために、今後どのように取り組んでいくのか、最後

にお伺いして、私の質問を終わります。

○鈴木農政部長 農業・農村整備の推進についてでございますが、農家戸数の減少や、気候変動

による世界的な食料生産の不安定化など、農業を取り巻く環境が厳しさを増す中、本道農業が我

が国の食料供給地域としての役割を果たしていくためには、生産力の強化や農村地域の強靱化を

図る農業・農村整備を着実に進めていくことが重要であります。

このため、道では、農家負担の軽減を図るパワーアップ事業を今後も継続して実施することと

しており、スマート農業の導入効果を最大限発揮させ、農作業の大幅な省力化を図る農地の大区

画化や排水対策をはじめ、生産基盤として重要な農地の維持確保に向け、条件不利地域における

地形条件に応じた整備を推進するほか、干ばつの被害などを軽減する畑地かんがいの整備や、農

業水利施設の長寿命化対策などを進めることにしてございます。

道といたしましては、地域から寄せられる多くの整備要望に今後とも応えていくため、必要な
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予算の確保を国に求めるとともに、次期パワーアップ事業を効果的に活用するなど、農業・農村

整備を計画的かつ効率的に推進し、本道農業・農村の持続的な発展と我が国の食料安全保障の確

保に最大限貢献してまいります。

以上でございます。

○黒田栄継委員 終わります。

ありがとうございました。

○滝口直人委員長 黒田委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

渕上綾子君。

○渕上綾子委員 皆様、お疲れさまです。休憩時間まで、もうしばらくお付き合いいただきたい

と思います。よろしくお願いいたします。

初めに、本定例会の冒頭で提案されました新基本計画実装・農業構造転換支援事業に関し、上

乗せ対象について複数の会派から質疑があったところです。私のほうにも、対象品目を４品目と

したことについて、対象品目を拡大してくれという意見が寄せられています。

対象品目や要件の緩和など、今後の上乗せ支援の在り方について伺います。

○滝口直人委員長 生産振興局長花岡弘毅君。

○花岡生産振興局長 新基本計画実装・農業構造転換支援事業についてでございますが、本事業

は、産地の老朽化した共同利用施設の再編、集約などを支援するため、国が令和６年度補正予算

から創設したものであり、道では、７年度補正予算について、引き続き、国の基本計画で北海道

が主産地として明記された畑作４品について、事業費が12億円を超える大規模な施設整備を対象

とするとともに、新たに、市町村と一体となった上乗せ支援を実施することとし、さらなる地域

の負担軽減を図る考えでございます。

このような中、地域の皆様からは、上乗せ支援の対象作物などに制限を設けないよう要望が寄

せられており、道といたしましては、国に対し、必要な予算の確保と地方負担が生じることのな

い制度となるよう求めつつ、事業効果の検証や今後の国の水田政策の見直しなどを踏まえ、道の

上乗せ支援の在り方を検討してまいります。

以上でございます。

○渕上綾子委員 検討とのことですので、よろしくお願いいたします。

次に、綿羊について伺います。

初めに、食肉センター等の現状についてですけれども、道内の綿羊の産地は、十勝、上川、空

知、釧路、石狩が主要な地域となっております。食肉センターは統廃合が進められ、また、綿羊

専門の食肉センター等はなく、豚のラインが使用されると承知をしております。

食肉センター等の現状と綿羊の処理状況についてお伺いいたします。

○滝口直人委員長 畜産振興課長佐々木秀弥君。

○佐々木畜産振興課長 綿羊の食肉処理状況などについてでありますが、本道では、十勝や上

川、釧路管内などを中心に、道内の81市町村において約１万4000頭の綿羊が飼育されており、こ
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れらの綿羊につきましては、安平町や函館市、旭川市、北見市、帯広市にあります北海道畜産公

社の施設や、北見市にあります北海道チクレンミートの施設、計６か所の食肉処理施設におい

て、牛や豚とともに綿羊についても受け入れられております。

なお、道内には、これら６か所のほかに、市町村や民間の事業者が運営しております９か所の

食肉処理施設がありますが、どの施設も綿羊の受入れは行われておりません。

以上でございます。

○渕上綾子委員 食肉センターまでの距離が遠い地域もあります。上川・宗谷地域や釧路地域

は、食肉センター空白地となっております。道としては、空白地という認識はないのかもしれま

せんが、実際に近くに屠場がなく、遠過ぎるという意見も伺っております。

片道どのくらいかかると認識しているのか、そして、そうした綿羊生産者の声をどのように把

握しているのか、伺います。

○佐々木畜産振興課長 綿羊の処理に関する御意見などについてでありますが、食肉処理施設の

建設に当たりましては、設置者が用水や電気を確保することはもとより、河川法や水質汚濁防止

法など、関係法令の遵守、地域住民に対する理解の醸成、さらには、施設を利用する生産者の意

向を十分に踏まえ、立地場所を決定しているところでありますが、その後、施設の老朽化などか

ら再編、集約が進み、現在、道内には15か所の食肉処理施設が設置されております。

このような中、綿羊をはじめ、肉牛や養豚生産者によりましては、最寄りに食肉処理施設がな

く、自家用運搬車などで遠距離輸送を余儀なくされており、白糠町の綿羊生産者からは、最も近

くにある帯広市内の食肉処理施設まで片道100キロメートルを超えることから、身体的にも経済

的にも負担が大きいといった声が寄せられております。

以上でございます。

○渕上綾子委員 北海道めん羊協議会に入っていない生産者の意見は把握できませんし、ホーム

ページのお問合せでは、意見を伺ったものとの認識はされにくいと思います。待ちの姿勢では生

の声は把握できません。例えば、明確に意見聴取を目的としたフォームを設置し、案内をメール

やＳＮＳなどで全戸に送るなど、プッシュ型で意見を聴取できる仕組みをつくることを提案いた

します。特段の経費はかかりませんので、所見をお伺いいたします。

○花岡生産振興局長 綿羊生産者からの意見聴取についてでございますが、現在、道では、定期

的に実施しています綿羊経営の実態把握を目的とした全戸調査におきまして、生産者の方々から

の様々な課題や要望の把握に努めているところであり、また、毎年度、道内３か所程度で開催し

ております研修会においても、生産者との意見交換などを通じ、生の声をお聞きしているところ

です。

道といたしましては、こうした取組に加え、畜産振興課のホームページに設置しております御

意見や御要望を承る「お問い合わせフォーム」のＱＲコードを全戸調査などの通知文に付すな

ど、積極的に周知することにより、めん羊協議会に未加入の生産者の方々も含め、様々な御意見

の把握に向けて丁寧に対応してまいります。
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以上でございます。

○渕上綾子委員 ありがとうございます。よろしくお願いいたします。

次に、農業経営についてお伺いいたします。

初めに、金融支援の実績について伺います。

経営規模に見合わないほどの多額の借金は、財務が不安定となり、持続可能な経営ができない

ことは、農業経営においても同様です。また、事業承継にも困難を生じ、廃業、離農の原因とも

なりかねません。

道は、農業経営負担軽減支援資金を設け、農業経営者の支援をしていると承知しております。

実績について、直近３年間の融資件数と金額を伺います。

○滝口直人委員長 農業金融担当課長小笠原重喜君。

○小笠原農業金融担当課長 金融支援の実績についてでございますが、農業経営負担軽減支援資

金は、農業者の方々が農協等から融資を受けたプロパー資金を長期低利で借り換えるための資金

でございます。

直近３年間の融資実績は、令和４年度が７件で約１億8700万円、５年度が２件で約6300万円、

６年度が１件で約2100万円となってございます。

以上でございます。

○渕上綾子委員 支援資金で捕捉できていない戸別の経営状態について行政が把握することはあ

りませんが、先進的な農機具の購入や自宅の補修や建て替えで多額の借金をしている、自転車操

業状態になっている農業者が少なからずいるという声が寄せられています。

農業者の借金は表面化しづらいですが、公式、非公式を含め、関係機関等との対話の中で、ま

ずは農業者の借金の実態について把握することを提案します。所見を伺います。

○滝口直人委員長 農業経営局長萱嶋富彦君。

○萱嶋農業経営局長 農業者の経営実態の把握についてでございますが、農業者にとって最も身

近な存在であり、また、営農計画書の提出を受けて毎年の資金供給限度額を設定している各地域

の農協が、農業者個々の経営実態を把握しているものと承知しております。

このような中、道といたしましては、農業者の負債整理を目的といたしました農業経営負担軽

減支援資金でありますとか、また、畜産リノベ資金などの制度資金につきまして、利子補給や経

営改善に向けたサポートなどを行っているところでございます。

道といたしましては、今後とも、農業者に対し、制度資金の周知を図りますとともに、農協や

信連など関係する機関、団体との対話を通じまして、借入金の償還が困難となっている農業者の

経営実態の把握に努めてまいります。

以上でございます。

○渕上綾子委員 続きまして、国への要請書等について伺います。

日本の食料自給率は38％にとどまり、有事の際に、いわゆる兵糧攻めを受ければ脆弱です。食

料の確保こそが国家の安全保障の基盤であり、国内農業を守ることは防衛の観点からも重要と考
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えます。とりわけ北海道は、我が国の食料基地として大きな役割を担っています。

道は、これまでも、国の各省庁に対し各種要請を行っています。意見は分かれますが、近年は

防衛関連予算の優先度が高まりがちな現状もあります。また、今朝の報道によりますと、肥料の

一つである尿素の世界輸出量の４割は中東産であり、中東情勢で尿素の国際的な取引価格が上昇

しているとのことです。

そこで、内容によっては、道の要請先に防衛省を加え、北海道の農業施策の重要性を訴えるこ

とを提案します。所見を伺います。

○滝口直人委員長 農政課長黒島誠計君。

○黒島農政課長 農業施策に関する国への提案についてでありますが、世界的に食料の安定供給

に対するリスクが高まる中、本道の農業・農村が、我が国の食料安全保障の確保に最大限貢献

し、持続的に発展していくためには、地域農業を支える多様な担い手が、農地をフル活用し、農

産物を安定的に生産、供給していくことが重要と考えてございます。

このため、道では、関係機関・団体と連携し、経営安定対策などによる担い手の経営体質の強

化や、新規就農者の育成確保、さらには、生産性の向上が期待できる農業生産基盤の整備やスマ

ート農業の推進などに取り組むとともに、これらに必要な予算の確保について、各般の施策を所

管している省庁に提案してまいります。

以上でございます。

○渕上綾子委員 次に、飲食料品の消費税をゼロとすることによる農業者への影響について伺い

ます。

初めに、免税と非課税について、食料品の消費税について国会で議論となっていますが、ゼロ

％となった場合、食料品の価格が下がることが期待される一方、事業形態によっては懸念されて

いることもあります。また、免税か非課税かによっても影響が異なります。

まず、免税と非課税の違いについて、農業者の観点から認識を伺います。

○滝口直人委員長 農業経営課長佐藤孔則君。

○佐藤農業経営課長 免税取引と非課税取引などについてでありますが、消費税は、国内で消費

される財貨やサービスに対して広く公平に負担を求める観点から、原則として、全ての取引が課

税の対象とされていますが、取引の性質や目的により、海外へ輸出されるものなどは免税、社会

保健医療などは非課税とされております。

免税と非課税の違いは、その取引のために行った仕入れ税額の控除が認められるかどうかであ

り、食料品の消費税率をゼロにするに当たり、免税の場合は、農業者の仕入れに係る消費税の還

付が受けられる一方で、非課税の場合は、こうした還付が受けられないものと認識してございま

す。

○渕上綾子委員 資材や肥料など農業者の必要経費となるものについては、消費税がこれまでど

おり上乗せされます。一方、出荷の際には消費税がゼロ％となるため、その分の売上げが減少し

ます。単純に出荷額から消費税分を減額した分が買取り価格となれば、農業者にとっては大きな
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打撃となることが懸念されます。

この点をどのように認識しているか、適切な価格転嫁にどのように取り組むか、伺います。

○萱嶋農業経営局長 食料品の消費減税についてでございますが、現在、国におきまして、超党

派や有識者などで構成する社会保障国民会議を中心に、食料品のゼロ税率の実現に向けた検討が

進められていると承知しております。

高市総理は、国会での質疑において、食料品の消費税を２年間に限りゼロ税率にすることにつ

きましては、農業経営への影響など様々な課題を一つ一つ国民会議で検証していく旨の発言があ

ったところでございます。

道といたしましては、農業分野における影響など、今後の国の動向を注視いたしますととも

に、必要な情報の収集に努めてまいります。

以上でございます。

○渕上綾子委員 次に、国有農地の管理について伺います。

初めに、道内の国有農地と現状について伺います。

農林水産省が管理している国有農地等については、戦後の農地改革の際に、自作農創設という

特定の政策目的の実現のため、国が強制的に買収したものです。その管理は、農地法の規定に基

づき、法定受託事務として都道府県が管理を実施しており、国が処分を行うことになっていま

す。

また、平成21年農地法改正以降に国が買収等をした農地及び令和５年４月27日から施行された

相続土地国庫帰属制度により国庫帰属した農地は、農林水産省が直轄管理・処分を行うこととさ

れ、国有農地については、主に農業利用目的で農業者に早期に売り払うことになっています。

そこでまず、北海道が国から管理を任されている道内の国有農地はどのくらいあり、管理され

ている方の農業者と言える方はどのぐらいいるのか、伺います。

○滝口直人委員長 農業施設管理課長高山洋人君。

○高山農業施設管理課長 道内の国有農地の現状についてでありますが、農地法に基づき法定受

託事務で道が管理している国有農地の面積は、令和６年度末で約250ヘクタールであり、そのう

ち、貸付けをしているのは24件、約3.3ヘクタールとなっています。

また、国有農地の借受け者は24人おり、そのうち、農業者は３人となっております。

以上でございます。

○渕上綾子委員 次に、平成21年12月に施行された農地法等改正法により、自作農創設を目的と

する買収、売渡しの仕組みが廃止されたことなどから、全ての国有農地について早期に処分を行

う必要があるとしていますが、道内の国有農地の処分状況はどうなっているのか、伺います。

○高山農業施設管理課長 国有農地の処分状況についてでありますが、国は、平成21年に農地法

を改正し、売却不能な国有農地などをゼロとするため、所要の手続を実施するとの方針を示した

ところであり、道においても、その方針に基づき処分を進めているところです。

道が平成22年度から令和６年度までの15年間で処分した国有農地の筆数は809筆、面積は約112



【第３分科会 ３月12日 第２号】

ヘクタールとなっております。

以上でございます。

○渕上綾子委員 次に、借り受けている国有農地を一部しか使わないで、家庭菜園のような利用

をしている方もいるとお聞きしていますが、毎年の更新事務手続や実際の利用形態などはどのよ

うに把握しているのか、伺います。

○高山農業施設管理課長 国有農地の利用形態などについてでありますが、道では、国有農地の

借受け者に対しまして、毎年度、国の処理基準に基づき意向調査を行っており、借受けを継続す

る意向がある場合は、貸付けの更新を行っています。また、貸付地の利用形態につきましては、

借受け者から毎年度提出される報告書により確認を行っており、令和８年２月末現在、農作物を

自家用として作付している借受け者は22人、販売用として作付している借受け者は２人となって

おります。

以上でございます。

○渕上綾子委員 最後に、道では、今後どのようにしてこれらの国有農地について早期に処分を

進めていこうとするのか、部長の決意をお伺いします。

○滝口直人委員長 農政部長鈴木賢一君。

○鈴木農政部長 国有農地の早期処分についてでありますが、国有農地の処分を円滑に進めてい

くためには、関係機関・団体の皆様と連携し、農地の状況を的確に把握することはもとより、専

門的な知見を有する道職員を育成、配置していくことが重要であります。

このため、道では、本庁の担当職員を振興局に派遣し、共同で業務を実施するとともに、専門

知識に関する各種研修会の開催を通じて職員の育成に取り組んでいるほか、管理面積の大きい振

興局では、会計年度任用職員を配置するなど、業務の執行体制の強化に努めているところであり

ます。

道といたしましては、今後とも、国有農地の処分の加速化に向けて適切に対応してまいりま

す。

以上でございます。

○滝口直人委員長 渕上委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

議事進行の都合により、暫時休憩いたします。

午後３時38分休憩

午後４時２分開議

○渕上綾子副委員長 休憩前に引き続き、会議を開きます。

農政部所管に関わる質疑並びに質問の続行であります。

植村真美さん。

○植村真美委員 それでは、質問に入ります。

農水産物の輸出拡大についてでありますが、人口減少や高齢化によりまして、国内の食市場の
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縮小化が見込まれている中、道内の農水産業の持続的な発展を図るためには、農水産物の輸出を

より一層拡大していくことが重要と考えています。

道では、第３期北海道食の輸出拡大戦略に基づき、令和10年までに道産食品の輸出額を1650億

円とする目標を掲げ、輸出拡大に向けた取組を進めているものと承知しておりますが、道は、農

水産物の輸出拡大に向けて、今後どのように取り組んでいくのかを伺ってまいります。

まず、食の輸出拡大戦略における輸出目標額1650億円につきまして、農産関係、水産関係、そ

れぞれの内訳について伺います。

○渕上綾子副委員長 農業付加価値向上担当課長中谷浩樹さん。

○中谷農業付加価値向上担当課長 農水産物の輸出目標額についてでありますが、財務省の貿易

統計や、企業、団体からのヒアリングなどを基に、2023年の道産食品の輸出額を推計したとこ

ろ、道内港と道外港を合わせて1507億円で、うち、水産関係が1105億円と７割強を占め、農産関

係は１割の155億円、その他加工食品は２割弱の247億円となっています。

道では、第３期北海道食の輸出拡大戦略における目標水準の設定に当たっては、これらの状況

に加え、中国による日本産水産物の輸入停止措置以降の業界の動向なども踏まえ、水産関係を

1100億円、農産関係を６割増しの250億円、その他加工食品を２割増しの300億円とし、道産食品

輸出額を合わせて1650億円としたところです。

以上でございます。

○植村真美委員 農水産物の輸出拡大に当たりましては、輸出先の衛生基準などに対応するため

にＨＡＣＣＰに適合する施設整備が重要となっておりますが、道におきましては、農産関係、水

産関係、それぞれの事業者への支援をどのように行ってきたのかを伺います。

○中谷農業付加価値向上担当課長 輸出事業者への支援についてでありますが、道では、令和元

年度に、国が輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設整備事業、いわゆるＨＡＣＣＰハード事業を創設し

て以降、事業者の方々の要望も踏まえながら、本事業を活用した輸出先の衛生基準に対応した施

設整備への支援を行っており、本年度までの６年間で、採択件数は30件、補助金額では43億8000

万円となっており、その内訳としては、水産関係が24件、37億9000万円で、件数の８割、金額の

９割を占めており、農産関係は残りの６件、５億9000万円となっています。

以上でございます。

○植村真美委員 今お聞きしましたけれども、ＨＡＣＣＰハード事業につきましては、現在、水

産関係を含めて農政部が所管していると承知しております。農産関係は農政部、水産関係は水産

林務部が本事業を所管すべきだというふうに考えますが、道の所見を伺います。

また、道は、農水産物の輸出拡大に向け、今後どのように取り組んでいくお考えなのかを併せ

て伺います。

○渕上綾子副委員長 農政部食の安全・みどりの農業推進監山口和海さん。

○山口農政部食の安全・みどりの農業推進監 今後の対応についてでありますが、道といたしま

しては、ＨＡＣＣＰハード事業における採択件数及び補助金額の大部分を水産関係の施設整備が
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占めている状況を踏まえ、本年度、所管の在り方について検討を進めてきたところでありまし

て、来年度からは、水産関係の窓口を水産林務部とするなど、輸出事業者の方々に対し、より効

率的な支援となるよう努めてまいります。

また、道といたしましては、今後、本事業による支援に加え、農産関係では、新たな販路とし

て期待される豪州などにおける市場調査やプロモーション、水産関係では、新市場獲得のための

北米やＡＳＥＡＮにおけるプロモーションなどに取り組み、道産農水産物のさらなる輸出拡大を

図ってまいります。

以上でございます。

○植村真美委員 水産関係の窓口を水産林務部に変更するということでお聞き取りいたしまし

た。よろしくお願いいたします。

続きまして、ワインブドウの苗木の品質確保について伺います。

北海道においても、ワイナリー、ワインに関係する企業が多くなってきています。今は、75の

ワイナリーの施設がありまして、この10年間で2.5倍の成長をしております。今後、さらなる地

域産業と期待しているところであります。

一方で、苗木の調達が難しい、あったとしても病気にかかってしまっているなど、ただでさえ

も苗木の本数が足りない状態でありまして、品質を保っていくことが難しい苗木の現状を伺って

います。北海道内でのワイナリーを維持し、さらに、地域の産業として成長させていくために

も、北海道内での苗木栽培の拡充と支援対策が必要と考えますので、伺ってまいります。

まず、道内ワイナリーの苗木の現状と、道内外の栽培状況について伺います。

○渕上綾子副委員長 園芸担当課長勝藤彰さん。

○勝藤園芸担当課長 道内における苗木の確保状況などについてでありますが、道では、醸造用

ブドウの生産拡大に向け、苗木の確保状況などについて、醸造用ブドウの生産者や新規就農希望

者を対象に、毎年、アンケート調査を実施しており、調査を開始した平成29年時点では、苗木の

必要量に対し、確保できた割合は４割程度でありましたが、近年は、９割を超えて確保されてい

る一方、希望する品種の苗木を必要な時期に確保できず、代替品種での対応を余儀なくされた生

産者も一定程度いる状況でございます。

このような中、近年、道内において、醸造用ブドウの苗木生産に取り組む生産者は増えている

ものの、道内で生産される苗木だけでは必要な数量を確保できず、大半を本州の生産者から購入

していますが、本州は、近年の猛暑の影響により、苗木の生産量や品質が安定していない状況に

あると承知しております。

以上でございます。

○植村真美委員 道内のワインブドウの苗木の品質を維持するためには、農業団体との連携や、

苗を栽培する側の価格の安定なども考えていくこと、さらに、ウイルスフリーの苗木の技術を高

めていくことが必要だというふうに思います。

そういった苗木の供給体制強化につきまして、道のお考えをお聞かせいただきたく思います。
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○渕上綾子副委員長 生産振興局長花岡弘毅さん。

○花岡生産振興局長 道内における苗木の供給体制についてでございますが、猛暑などの影響に

より、本州から醸造用ブドウの苗木を安定的に確保することが難しくなりつつある中、生産者の

方々のニーズに応じた苗木を安定的に供給していくためには、道内において苗木の生産を一層拡

大していくことが重要であります。

このような中、道内の民間事業者では、醸造用ブドウのウイルスフリー苗の生産に取り組み始

めたところであり、病害に汚染されていない健全な苗木の供給が期待される一方、供給開始まで

に数年かかることや購入単価が高いこと、特に初期生育において適切な肥培管理や防除が重要に

なることなど、苗木の供給に向けて様々な課題があると認識しております。

今後、道といたしましては、ウイルスフリー苗についてさらなる情報収集に努めますととも

に、民間事業者の取組動向を注視するなど、醸造用ブドウの苗木の供給体制の強化に向けて検討

してまいります。

以上でございます。

○植村真美委員 そうですね。いろいろと情報を収集していただいて、道のほうでも課題をしっ

かりと見ていただけるということであります。

今、道内の企業におきまして、ワイナリーと提携し、ウイルスフリーの苗木の栽培を手がけよ

うとしているところがあると伺っています。

今後、北海道のワインを世界にも流通させ、地域の希望を持てる産業としていくためにも、苗

木栽培の支援の在り方も進めていくべきだというふうに考えますが、これからの支援策について

伺います。

○花岡生産振興局長 苗木生産への支援についてでありますが、本道が世界に通用するワイン産

地として持続的に発展していくためには、消費者のニーズに応じた醸造用ブドウの生産拡大と品

質の向上に向け、その根幹となります苗木を安定的に確保することが重要です。

道では、これまで、苗木生産者の方々に対し、農業改良普及センターによる苗木の栽培技術指

導や相談対応、道総研農研本部で開発した新たな育苗技術の普及拡大を図ってきたところです。

今後、道といたしましては、こうした取組に加え、ウイルスフリー苗の生産など先進的な取組

を支援するほか、国に対し、施設の整備に必要な予算の確保を求めるなど、道産苗木の安定生産

と品質の向上に取り組んでまいります。

以上でございます。

○植村真美委員 そのウイルスフリーの苗木を栽培しようとしている企業というのは、空知管内

なのですけれども、その苗木を手がけようとしている中で、やはり、中小企業、弱小民間企業が

この事業を進めていくためには、利益を出すことがなかなか難しい、見通しがつかないところだ

というふうに伺っています。

その中でも、今、挑戦しようとしているわけでございますが、他国では、公的な機関が担うケ

ースもあるというふうに伺っています。皆さんも御承知だと思いますが、フランス、ドイツ、ア
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メリカ、カナダ、イスラエルなどでは、ウイルスフリーの苗を安定化して供給するための支援体

制として、国家的なネットワークの中でそういった支援をしていると。いずれも、今もお話しい

ただきましたけれども、北海道から国へ、そういった方向性を働きかけるためにも、北海道での

苗木生産に対して、さらに支援していただく必要がこれからはあるのではないかなというふうに

思っているところであります。

また、苗を栽培するときには、隔離圃場でするということであります。環境整備に費用がかか

ってまいりますので、出来上がった苗を栽培する側の費用の面とか、また、できたといたしまし

ても、付加価値がある苗となりますから、高い苗になりますね。もしかしたら、生産者が買えな

い場合も今後出てくる。そういったウイルスフリーの苗ができたといたしましても、生産者がな

かなか手が届かないような状態となる可能性もあると予測されています。そういったことも含め

て、ウイルスフリーの苗を北海道で広めていくための対策、販売、流通を含めて、いろいろとこ

れからの支援策を道でも考えていただきたいとお願いを申し添えまして、この質問は終わらせて

いただきます。

続きまして、米政策について伺いますが、主食であります米をめぐる情勢は、近年、大きく変

化しているところでありますが、特に、令和６年からの米価の急激な高騰は、国民の関心も非常

に高いところであります。

こうした状況を踏まえまして、国は、消費者の米離れを防ぐため、政府備蓄米を放出したこと

により、深刻的な米不足は回避されました。道におきましても、全国初となる主食用米の生産の

目安の追加設定をするなど、米の安定供給に取り組むこととしております。

一方で、令和７年産米の生産量は、前年と比べて大幅な増加が見込まれ、また、国内の在庫水

準が高いことから、米の需給は大幅な緩和に向かうのではないかと報道されています。さらに、

米の需要は、人口減少や食生活の多様化などによりまして、長期的に減少していくことも見込ま

れているところであります。

今後、どのように取り組んでいくのかを伺ってまいりますが、長期的には、全国的に主食用米

の需要が減少していくと見込まれている中、米農家の持続的な発展と経営の安定化を図るために

は、家庭用はもとより、業務用や加工用などの多様なニーズに対する米生産に取り組むことが必

要と考えますが、道の認識を伺います。

○渕上綾子副委員長 水田担当課長松村由貴さん。

○松村水田担当課長 多様なニーズに応じた米生産についてでございますが、近年、主食用米に

つきましては、国民１人当たりの消費量が微増傾向にあるほか、インバウンド需要も増加してい

る一方、国内の人口減少に伴う需要の減少が続いている状況でございます。

このような中、本道稲作農家の持続的な発展を図るためには、関係機関・団体と連携しなが

ら、「ゆめぴりか」などの良食味米はもとより、中食や外食向けの業務用米や加工用米、酒造好

適米や輸出用米など、実需者から求められている様々な用途の北海道米を今後とも安定的に生産

していくことが重要と認識しております。
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以上でございます。

○植村真美委員 道では、農業団体や米の集荷団体などと連携しながら、令和８年産の北海道米

の生産の目安を昨年12月に設定しましたが、設定に当たっての考え方や用途別の設定状況につい

て伺います。

○松村水田担当課長 令和８年産の生産の目安についてでございますが、道では、毎年12月、関

係機関・団体で構成する北海道農業再生協議会水田部会を開催し、翌年産の米の生産の目安を決

定しており、８年産の主食用米の目安につきましては、昨年４月に追加設定を行った後の７年産

の目安と同等となる８万9644ヘクタールに設定したところです。

設定に当たりましては、国が示す全国の需給見通しはもとより、地域の作付意向や、農業団

体、集荷団体の販売計画のほか、インバウンド需要や政府備蓄米を取り巻く状況などを総合的に

勘案し、本道における水稲の生産力が維持されるよう設定しております。

また、用途別の設定状況につきましては、今回から主食用米と酒造好適米を分けて目安を設定

しており、酒蔵からの需要を踏まえて、酒造好適米は583ヘクタール、加工用米は、前年比1334

ヘクタール増となる8164ヘクタール、輸出用米や飼料用米などその他の用途については、前年比

1425ヘクタール減となる１万409ヘクタールとなっております。

以上でございます。

○植村真美委員 その他の用途については、飼料用米や輸出用米などがあるというふうに聞いて

いますが、輸出用米は作付面積が増えていると伺っています。

国は、新たな食料・農業・農村基本計画におきまして、今後も増加が見込まれる米の輸出を

2030年に35万トンとする目標を掲げていますが、輸出向けの生産を増強することは、国内の米不

足に対応できることにもつながる取組と考えています。

道は、北海道米の輸出促進に向け、どのように取り組んでいくお考えなのかを伺います。

○中谷農業付加価値向上担当課長 北海道米の輸出促進についてでありますが、道では、令和10

年までを推進期間とする第３期北海道食の輸出拡大戦略において、米を主要品目の一つに位置づ

け、関係機関や団体と連携し、産地をはじめとするサプライチェーンが一体となった衛生管理の

ほか、輸出先国ごとの残留農薬や包材規制への対応を含めた輸出体制の確立に向けた支援、米国

のおむすび専門店でのプロモーションなどに取り組んでいるところです。

道としては、これらの取組に加え、今後、北海道米の新たな輸出先として期待される豪州等に

おいて市場調査やプロモーションを実施するとともに、国の事業も活用しながら、輸出先の衛生

基準に対応した施設整備への支援を行うなど、安定的な輸出に向けた環境づくりに取り組み、北

海道米のさらなる輸出促進を図ってまいります。

以上でございます。

○植村真美委員 先ほどの質問の冒頭でもお話ししましたが、国では、市場を海外へ向けている

ということであります。空知管内の農業者においても、輸出用米を作っている方々に聞きます

と、やはり、年々拡大をしていまして、求められる量が変わってきているということでありま
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す。

そして、先ほどもありましたが、プロモーションで海外に農業者さんが自腹で行っているとい

うことでありますけれども、それは、道の事業の中でも紹介していただいて、先々に行くという

ことですが、本当に北海道米というブランドがこんなに求められているのだということが現地に

行ってすごく分かるということなのですよ。

ですから、農業者さんがもっとそういったところにより参加しやすいようなことであったりと

か、こういったプロモーションを手がけてグローバル戦略を北海道でも進めているのですから、

やっぱり、道職員もついていく人数を増やさなきゃいけないというふうに思うのです。

農政だけではなく、いろんな多岐にわたる方たちの共感を得ながら、そういった政策をこれか

ら考えていくということが必要だと思います。今年もオーストラリアに行かれるということであ

りますけれども、ぜひ、そういったことも考えながら、現場に行って皆さんで共感できるよう

な、そういう方向性に持っていっていただきたいというふうに思っているところであります。

続きまして、米農家の持続的な発展と経営の安定化についてお伺いいたしますけれども、北海

道米の消費拡大も重要であります。

道は、北海道米の消費拡大に向けまして、関係機関・団体と連携しながら、どのように取り組

んでいくお考えなのか、伺います。

○渕上綾子副委員長 食の安全・みどりの農業推進局長丸子剛史さん。

○丸子食の安全・みどりの農業推進局長 北海道米の消費拡大についてでありますが、本道の稲

作農業が将来にわたり持続的に発展していくためには、北海道米の安定的な生産、供給はもとよ

り、業務用や米粉用、輸出用など様々な需要の確保に向け取り組んでいくことが重要であり、道

では、これまで、農業団体と連携しながら、テレビＣＭなどを活用したプロモーションや、地下

鉄での広告掲示、多収で中食・外食向けの新品種「そらきらり」のＰＲや、新米発表会でのトッ

プセールスなどに取り組んできたところです。

道としては、これらの取組に加え、量販店と連携し、今後、消費の伸びが期待できるパック御

飯のサンプル配布や、北海道米を使用した弁当などの商品展開、学校給食を通じた米粉の普及拡

大のほか、輸出拡大に向けて産地の機運を醸成するセミナーの開催や海外でのプロモーションの

実施など、北海道米のブランド力向上と国内外における消費拡大に向けた取組を進めてまいりま

す。

以上です。

○植村真美委員 ぜひ、セミナーの開催とプロモーションの実施につきましては、ＰＲを工夫し

ながら積極的に呼び込んでいただきたいというふうに思っているところです。

今後の対応について伺いますが、令和８年は、令和９年度から実施される新たな水田政策の制

度設計が行われますほか、米の需給緩和の懸念が高まる中で、政府備蓄米の買戻しや備蓄制度の

見直しなど、米政策の大きな転換点を迎える重要な年であります。

こうした状況を踏まえまして、道は、今後どのように米政策を進めていくお考えなのかを伺い
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ます。

○渕上綾子副委員長 農政部長鈴木賢一さん。

○鈴木農政部長 米政策における今後の対応についてでございますが、国の米政策が大きな転換

点を迎える中、国内有数の米産地である本道が今後とも食料供給地域としての役割を果たしてい

くためには、需要に応じた北海道米を安定的に生産し、供給していくことが重要であります。

道では、現在策定中の第７期北海道農業・農村振興推進計画において、消費者や実需者の多様

なニーズに応えていくため、５年後の米の生産量を増加させることとしており、計画的な基盤整

備やスマート農業技術の導入による生産性の向上、さらには、国内外における北海道米の需要拡

大など、生産から販売に至る各般の施策を推進しているところであります。

道といたしましては、こうした取組を着実に進めるとともに、国に対して、需要に応じた米生

産を推進するための実効性のある対策や、農業経営に影響を生じさせない政府備蓄米の運用、ま

た、水田政策の見直しに当たりましては、地域や農業経営への影響に十分配慮し、中長期的に安

定した制度となるよう求めるなど、本道水田農業の持続的な発展に取り組んでまいります。

以上でございます。

○植村真美委員 よろしくお願いします。

終わります。ありがとうございました。

○渕上綾子副委員長 植村委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

鈴木一磨さん。

○鈴木一磨委員 それでは、通告に従い、順次質問してまいります。

まず、畑作振興について、バレイショ生産の原原種の萌芽不良対策について、まずお聞きしま

す。

一昨年、昨年と続く原原種の萌芽不良は、生産者として許容できないレベルにあり、地元農業

団体も、直接、農林水産省へ対策を要請していますが、原因を究明し、再発防止に努めるとの回

答に終始しています。連続して不良が発生している以上、現状の対策が行き届いていないのは明

白であり、対策の見直しが必要と考えます。

道として、バレイショの萌芽不良について、どのように認識し、どのように対策を講じるの

か、所見をお伺いします。

○渕上綾子副委員長 農産振興課長植村一郎さん。

○植村農産振興課長 バレイショ原原種の品質低下についてでございますが、道では、近年、農

研機構種苗管理センターが生産した原原種に、度重なる萌芽不良など品質の低下が生じている状

況を重く受け止め、関係機関・団体と一体となって、国や種苗管理センターに対し、品質低下に

関する速やかな原因究明と再発防止、改善を図るための体制強化や予算の確保を強く求めてきた

ところです。

こうした中、種苗管理センターでは、昨年から、低温貯蔵庫の整備や土壌改良、栽培管理方法

の改善など、種バレイショの品質向上に向けた対策が実施されているところであり、道として
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は、今後、対策の効果を検証いたしますとともに、道内の種バレイショ生産に支障が生じないよ

う、引き続き、関係者と連携し、国や種苗管理センターに対して、原原種の品質安定に必要な対

策を求めてまいります。

以上でございます。

○鈴木一磨委員 バレイショは、急に増産することができず、生産量を増やすにも時間がかかり

ます。特に生産の入り口に当たる原原種にトラブルが生じれば、その先の生産工程が進みませ

ん。

昨年、「北海道における種馬鈴しょ生産に係る協議会」が立ち上がり、道やＪＡ、ホクレンな

ど関係組織が連携して種芋生産に関する協議を重ねていると思いますが、種芋の確保を今後どの

ように進めていくのか、協議内容や対策の方向性についてお伺いします。

○植村農産振興課長 種バレイショの確保に向けた対応についてでございますが、近年、労働力

不足や高齢化、ジャガイモシストセンチュウ、いわゆるＧｒなどの病害虫の発生拡大などを背景

に、種バレイショの作付面積が減少しており、道としては、種バレイショ生産の維持拡大に向け

た取組が喫緊の課題であると認識しております。

このため、昨年、道では、国とともに、道内の農業団体や研究機関などを構成員とする「北海

道における種馬鈴しょ生産に係る協議会」を立ち上げまして、現在、ＡＩ技術を活用した作業の

負担軽減や、Ｇｒの蔓延防止対策の実効性のある実施体制など、種バレイショ生産における課題

の解決に向け、検討を進めているところでございます。

以上でございます。

○鈴木一磨委員 高齢化や作業の手間、労力の観点から生産者の減少が進んでおり、今後、数年

間で離農者が増える見込みの地域もあります。

また、シストセンチュウの蔓延に伴い、種芋の作付可能な面積が減少している課題もありま

す。特に、オホーツク地域では、センチュウ既発生圃場であっても、検出限界以下の密度である

などの要件を満たせば作付可能とする、いわゆる復活制度を求める声もあります。先ほど述べた

協議会において、復活ルールなど、方向性や対策のスケジュール感などについて、検討がどのよ

うに進んでいるのか、改めてお伺いします。

また、各地の諸事情に鑑み、慎重な議論は否定しませんが、生産現場からは早急な対応や営農

不安の声も上がり、バレイショの安定生産に向けた見通しを各地域にしっかり示すべきとの要望

があります。

現場に寄り添う丁寧な対策と説明が必要と考えますが、本道におけるバレイショの生産展望や

課題への対応方策について、道の所見をお伺いします。

○渕上綾子副委員長 生産振興局長花岡弘毅さん。

○花岡生産振興局長 バレイショの安定生産についてでありますが、我が国のバレイショ生産の

約８割を占める本道が全国の実需者や消費者に安定的にバレイショを供給するためには、その根

幹となります種バレイショを安定的に確保し、バレイショの生産拡大や品質の向上を図ることが
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重要であります。

こうした中、Ｇｒの発生拡大により、種バレイショの生産が難しい地域の皆様からは、バレイ

ショの安定供給のためには、過去にＧｒが発生した圃場での種バレイショ生産の再開、いわゆる

復活ルールを求める声がある一方で、ルールが遵守されず、Ｇｒが全道で蔓延することや、生産

の再開自体に不安を感じるとの声も多く寄せられています。

道といたしましては、バレイショを生産していく上で、まずは、Ｇｒの蔓延防止対策に取り組

むことが重要と考えており、こうした取組の徹底を大前提に、現在、「北海道における種馬鈴し

ょ生産に係る協議会」において、全道の関係者の方々が理解と納得できるルールづくりの検討を

進めており、生産現場にも検討の状況や見通しの丁寧な説明に努めてまいります。

以上でございます。

○鈴木一磨委員 これまでの議会議論等においても、蔓延防止優先と繰り返し答弁も聞いており

まして、そこは重々承知しております。そうであるならば、先行き不安の地場産バレイショ生産

をどう拡大していくのか、早急に新たな知恵を検討して地域と協議を進めるべきだと思います。

離農者を出さない対応にこれからも努めるよう、指摘をしておきます。

次に、てん菜生産についてお伺いします。

令和７年産のてん菜作付面積は、既に５万ヘクタールを割り込んでいます。令和８年産からの

畑作物の直接支払交付金の単価は微増で決定し、基準糖分も引下げとなるなど作付しやすい状況

にはなりましたが、生産意欲を大きく喚起するほどには至っておりません。

また、てん菜から需要の高い作物への転換支援事業を活用した農家は、すぐに再転換できない

ほか、必要な農機を手放した人もいるなど、直ちに作付面積の維持拡大に取り組むことができな

い事情を抱えた農家もいます。

てん菜は北海道産100％の作物であり、製糖工場は地域の雇用や経済を支える重要な存在でも

あることから、北海道におけるてん菜生産が持続するための先を見据えた具体的方針を示すべき

と考えますが、道の所見を伺います。

○植村農産振興課長 てん菜の持続的な生産についてでございますが、てん菜は、本道の畑作農

業の輪作体系を維持するために欠かせない基幹作物であり、また、てん菜糖を製造する製糖工場

は、地域の雇用や経済を支える重要な役割を果たしている中、近年、労働力不足や猛暑の影響に

よる品質低下、国のてん菜方針による作付面積の段階的削減などから、生産者の作付意欲が低下

し、生産面積の減少が続いております。

このため、道では、製糖業者や農業団体と連携し、直播栽培やスマート農業技術の導入による

低コスト化、省力化をはじめ、温暖化に対応した技術開発などを進めるとともに、本定例会にお

いて、令和７年にてん菜を栽培した畑作経営に対し、農薬費の増加分相当を緊急的に支援する対

策を措置したところでございます。

道といたしましては、これらの取組に加え、関係機関・団体と連携をいたしまして、令和９年

度に向けて、現在、国が検討しているげたの単価の見直しに当たり、地域の実情が適切に反映さ
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れるよう求めるなど、生産者の営農意欲を喚起し、てん菜の持続的かつ安定的な生産を推進して

まいります。

以上でございます。

○鈴木一磨委員 てん菜については、製糖工場での原料受入れに当たって、立会人による歩引き

や糖度の査定を行っていますが、熟練者の高齢化や人手不足などにより、対応が徐々に困難とな

っています。

そこで、例えば、ＡＩカメラによる歩引きの判定や糖分の非破壊計測などの技術を開発普及す

ることで、労働力不足の解消や作業の効率化に寄与できるのではないかと考えます。

道総研でも、既に研究等で活用されていることを承知していますが、その効果について伺うと

ともに、早期に計測等の先進技術の普及が広まるよう、支援を加速化すべきと考えますが、道の

所見を伺います。

○植村農産振興課長 てん菜の搬入時における作業負担の軽減についてでございますが、製糖工

場では、てん菜を搬入するに当たり、工場の従業員が石や腐敗原料など異物の混入割合を目視で

判別、査定するとともに、糖分測定に用いるサンプルを採取する作業を行っておりますが、人手

不足や高齢化などを背景に、作業の自動化による労働力の負担軽減が求められているところでご

ざいます。

こうした中、農業団体では、製糖業者と連携し、ＡＩを活用した異物判定の自動化や糖分測定

作業の省力化を図る技術の開発に取り組んだものの、実用化には多くの課題が残されている状況

です。

道としては、てん菜に混入する異物の割合や糖分は、生産者の収入に直結することから、技術

の導入に当たっては、生産者と製糖業者の双方が納得できる精度であることが必要と考えてお

り、今後、関係者の意見を踏まえまして、活用可能なＡＩ技術の情報収集に努め、てん菜の搬入

時の作業負担の軽減に向けて対応してまいります。

以上でございます。

○鈴木一磨委員 多面的な農業政策を通じて、地域の産業を支えるてん菜生産の維持振興に今後

も努めていただきますよう、指摘をいたします。

次に、基盤整備事業についてであります。

近年の高温や干ばつは、温暖化の影響で今後も続いていくと思われ、畑地かんがい設備の有効

性はますます高まっています。

昨年、私の地元においても、山間部の農地と河川近くの農地では、タマネギや芋の出来高や大

きさがかなり異なりました。その一方で、既存の設備は老朽化が進んでおり、一部では漏水など

も発生していることから、設備の更新や修繕が必要です。また、土地改良事業については、資材

費等の高騰により、事業費が増大し、農業従事者等の受益者負担もそれに併せて増大していま

す。

受益者負担の軽減に関しては、令和７年度までの次世代農業促進生産基盤整備特別対策事業で
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措置された予算が、令和８年度予算では拡充されるものと承知しますが、今後も、施設改修や新

設の必要性が増すため、継続的な国費予算の確保や農家負担軽減対策のさらなる拡充が必要と考

えます。

今後、どのように生産基盤整備を進めていくのか、道の所見をお伺いします。

○渕上綾子副委員長 農村振興局長磯嶋光世さん。

○磯嶋農村振興局長 農業・農村整備についてでございますが、近年、頻発する異常気象や、農

業水利施設の老朽化に伴う機能低下など、多くの課題に直面する中、本道の農業・農村が今後と

も高品質な農作物を安定的に生産、供給していくためには、高温少雨時にも収量や品質の低下を

防止、軽減できる畑地かんがいや、水利施設の長寿命化対策などの生産基盤の整備を推進するこ

とが重要です。

こうした中、地域からは、畑地かんがいや水利施設の整備により、天候に左右されず、安定し

た生産が可能となったという評価がある一方で、資材価格の高騰など、工事費の上昇に伴う農家

負担への影響を懸念する声が寄せられております。

道といたしましては、今後とも、地域の方々からの要望に応えるため、国に対しまして、物価

高騰なども踏まえた必要な予算の確保を求めるとともに、来年度から５か年にわたり実施いたし

ます新たなパワーアップ事業を効果的に活用するなど、農家負担の軽減に努めながら農業・農村

整備を計画的かつ着実に推進してまいります。

以上でございます。

○鈴木一磨委員 温暖化が進み、高温、干ばつが繰り返される可能性のある状況において、かん

がい施設の整備や更新は待ったなしです。農家負担が生じないよう配意しつつ、施設整備を早急

に進めなければ、本道の農業生産にも多大な影響が生じてしまいます。早期対策の拡充を求め、

直接、知事に見解をただしたく、委員長のお取り計らいをお願いいたします。

次に、関連して、気候変動対策について、本道では、耐寒性品種の開発が進められてきた経過

がありますが、近年は、高温耐性も講じなければなりません。水稲以外の分野においても、従来

品種より高温耐性を持った品種の開発を早急に進めるべきと考えますが、開発状況や普及実態、

今後の政策展開について道の所見を伺います。

○渕上綾子副委員長 技術普及課長原俊彦さん。

○原技術普及課長 気候変動に対応した品種の開発状況等についてでありますが、近年の夏の高

温により、農作物に様々な生育障害や病害虫が発生し、品質の低下や収量の減少などの影響が生

じる中、本道が我が国の食料供給地域として持続的に発展するためには、気候変動に適切に対応

していくことが重要です。

このため、道では、試験研究機関と連携し、水稲はもとより、小麦の穂発芽や、縞萎縮病に強

い品種の開発、てん菜では褐斑病に強い品種の選定、さらには、バレイショや大豆などでも暑さ

に強い新たな品種の開発を進めており、本年２月には、褐斑病の抵抗性が極めて強いてん菜「Ｋ

ＷＳ ３Ｋ503」を優良品種として認定したところであり、今後の普及が期待される状況となっ
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ております。

道といたしましては、今後とも、高温などの条件下でも発生しやすい障害や病害虫に強い品種

の開発を進めるとともに、暑熱に対応した栽培技術を普及させるなど、気候変動にも適応した農

作物の安定的な生産に取り組んでまいります。

以上でございます。

○鈴木一磨委員 近年、これまで本道で未確認だった病害虫や新たな病害虫が次々と確認されて

いますが、気候の変化による影響もあると考えられます。それらの防除を進めるに当たっては、

当初予定よりも薬剤費がかかることにより、経営の圧迫につながっています。

物価高騰対策の一環として、農薬価格の高止まりに対する支援は実施されているものの、薬剤

散布の効果によっては、それだけにとどまらない支援も必要です。道の所見をお願いいたしま

す。

○渕上綾子副委員長 技術支援担当局長大塚真一さん。

○大塚技術支援担当局長 新たな病害虫等への対策についてでありますが、本道では、地球温暖

化の影響などにより、これまで発生していなかった病害虫が確認されるようになるなど、蔓延防

止に向けた取組が一層重要と認識しております。

このため、道では、令和６年３月に、植物防疫法に基づく北海道指定有害動植物等総合防除計

画を策定し、薬剤による防除に加えて、適正な輪作や土壌診断に基づく施肥管理、健全な種苗の

使用、農作物の残渣処理などの多様な手法を組み合わせた総合防除を推進しております。

道としては、道総研農業研究本部との連携による新たな病害虫に対する防除技術の開発はもと

より、病害虫防除所による病害虫発生予察情報の発信や、農業改良普及センターを通じた作物の

生育段階に応じた技術指導など、農業団体等と一体となって総合防除を推進し、農作物の安定生

産に努めてまいります。

以上です。

○鈴木一磨委員 生産現場へ行きますと様々な農政課題がありますが、地域によっては、退職や

異動等によって市町村や農協職員等で農政の熟練者や精通者が減っており、不良や不作への対策

が実はいつも後手に回っているとの悩みも聞きます。地に足をつけた継続性ある対応が必要と考

えますが、道では、前任者の退職や転勤異動に伴い、地域の継続課題にどのように対応している

のか、伺います。

また、ＪＡやホクレンなど関係組織との連携施策のみならず、例えば、農協未加入の個別農家

への情報提供や相談対応など、道として、誰もが安心して農業に従事できるよう配慮することも

重要と考えますが、所見をお伺いします。

○渕上綾子副委員長 技術普及課首席普及指導員齊藤潔さん。

○齊藤技術普及課首席普及指導員 地域課題への対応についてでありますが、農業に精通した市

町村やＪＡの技術職員が年々減少する中、地域の課題に的確に対応するためには、農業の専門技

術者である普及センター職員の役割が今後ますます重要になるものと認識しております。
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各普及センターでは、地域が抱える課題の解決に向けて、おおむね５か年の計画を立て、普及

活動を行っており、担当者が退職や異動した場合でも、後任者が計画を引き継ぎ、継続的に対応

しているほか、担当者の経験度合いや職務内容に応じて体系的な研修を行うなど、職員個々の資

質向上に努めているところでございます。

道といたしましては、今後とも、市町村やＪＡなど関係機関・団体の協力も得ながら、普及セ

ンターが中心となり、重点指導地区を定め、集中的に支援を行うほか、担い手の育成や新技術の

導入など、各地域で共通する課題の解決に向けて取り組むとともに、個別農家の要望に対しても

情報提供や技術指導を行うなど、地域の課題にきめ細かに対応してまいります。

以上です。

○鈴木一磨委員 続いて、酪農・畜産対策について伺います。

まず、飼料価格支援について、依然として、配合飼料価格は、コロナ禍以前と比較すると、ト

ン当たり２万5000円程度値上がりしています。本道においても、都度、支援事業を実施していま

すが、飼料製品の値上げ幅が大きく、経営維持に影響を及ぼしていることから、補助単価の引上

げや持続的な支援制度への転換など、実態に応じた伴走型の的確な支援策へと見直すべきと考え

ますが、道の所見をお伺いします。

○花岡生産振興局長 飼料価格高騰に対する支援についてでございますが、配合飼料をはじめと

する生産資材価格の高止まりなど、厳しい経営環境が続く中、本道の酪農、畜産が将来にわたり

持続的に発展していくためには、生産者の負担軽減を図るとともに、恵まれた土地資源をフル活

用し、外的要因に左右されにくい経営の確立に取り組むことが重要です。

このため、道では、自給飼料の生産拡大はもとより、スマート農業技術の活用によるコストの

削減や効率的な生産の取組を支援してきたほか、本定例会で、牛や豚、鶏など全ての畜種を対象

に、国の配合飼料価格安定制度の生産者積立金の全額を支援する対策を措置したところです。

道といたしましては、こうした取組に加え、今後とも、配合飼料価格や畜産物の販売価格など

の動向を注視するとともに、酪農、畜産の経営状況の把握に努めながら、生産者の皆様が安心し

て営農を続けることができるよう適切に対応してまいります。

以上でございます。

○鈴木一磨委員 酪農家は、搾乳や飼料給与などを毎日行うため、365日、休みがありません。

そのため、酪農ヘルパーが日々の酪農作業を代行することにより、酪農家が冠婚葬祭や療養、旅

行などの際に安心して休むことができます。

近年、北海道の酪農に欠かせない酪農ヘルパーの人数が減少していることから、安定的に確保

していくためには、酪農ヘルパーの待遇を改善することが必要と考えますが、道が行う酪農ヘル

パーの確保及び待遇改善の取組についてお伺いします。

○渕上綾子副委員長 畜産振興課長佐々木秀弥さん。

○佐々木畜産振興課長 酪農ヘルパーの育成確保についてでありますが、搾乳や飼料給与など、

毎日、作業を行います酪農家にとりまして、酪農ヘルパー制度は、ゆとりや休暇を確保する上で
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重要な役割を果たしておりますが、一方で、ヘルパー数は年々減少しており、酪農家が希望する

タイミングで休暇を取得するためには、人員の確保を図ることが重要であります。

こうした中、国は、酪農経営安定化支援ヘルパー事業を措置し、酪農ヘルパーを目指す学生へ

の修学資金の支援や、酪農家が傷病時にヘルパーを利用する際の料金負担の軽減といったこれま

での対策に加えまして、令和８年度から新たに、酪農ヘルパーの実践研修に協力する酪農家や利

用料金を引き上げによる待遇改善に取り組むヘルパー組織に支援することとしたところでござい

ます。

道といたしましては、今後とも、関係機関・団体と連携しながら、ヘルパー組織に対し、国の

事業の効果的な活用を促すとともに、酪農家には、利用料金の引上げに対する理解の醸成を図る

など、酪農ヘルパーの育成確保と待遇改善に積極的に取り組んでまいります。

以上でございます。

○鈴木一磨委員 酪農業は、畜舎の換気や送風、生乳の冷却など電気の使用量が多く、飼育規模

にもよりますが、平均的な電気料金は年間数百万円になる経営体もあり、電気料金の変動は経営

に直接関わってきます。

また、令和５年の営農類型別経営統計によりますと、酪農家の所得は、労働時間が極めて多

く、時給換算すると１時間当たり1530円であり、畑作農家の１時間当たり2242円と比較しても依

然として低水準です。

これまで、道では、物価高騰対策として配合飼料高騰対策を行っていますが、電気料金をはじ

め、資材価格などが高止まりしており、依然として、継続した負担軽減の要望も地域の酪農家か

ら多く上がっています。

現役の酪農家にとどまらず、将来を担う後継者が安心して今後の営農に希望が持てる所得とす

る必要があると考えますが、道の所見を伺います。

○渕上綾子副委員長 農政部長鈴木賢一さん。

○鈴木農政部長 酪農家の所得確保についてでございますが、近年、電気料金や配合飼料価格な

どが高止まりする中、本道酪農は厳しい経営環境が続いておりますが、次世代を担う後継者にと

って本道酪農が魅力ある産業として持続的に発展していくためには、安定した所得の確保が何よ

りも重要であります。

このため、道では、国の畜産クラスター事業などを効果的に活用し、省エネ機器の導入による

電力使用量の削減をはじめ、スマート農業技術の活用による作業の省力化、乳牛改良による生産

性の向上、さらには、放牧酪農による低コスト化など、酪農経営の収益性の向上に取り組んでき

たところでございます。

道といたしましては、今後とも、こうした取組に加え、本道の恵まれた土地資源を生かした良

質な道産飼料の生産拡大を図るとともに、道産牛乳・乳製品の消費拡大に取り組むほか、国に対

し、生産者補給金の再生産可能な単価設定や必要な予算の確保を求めるなど、体質の強い酪農経

営の確立を図ってまいります。
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以上でございます。

○鈴木一磨委員 酪農家は、家族経営を中心に、時間が拘束され、草刈りや清掃、堆肥処理など

体力的な負担も大きいものと承知します。その負担軽減や経営の安定化につながる施策を拡充

し、酪農業の明るい見通しを示すことで、離農を防ぎ、担い手対策にもつなげることが重要と考

えます。道として、酪農業への支援を拡充すべきと考えますが、直接、知事に見解を伺いたく、

委員長のお取り計らいをお願いいたします。

次に、鳥獣被害対策等について伺います。

道内における野生鳥獣による農作物被害は、令和６年度が過去15年間で一番多く、被害総額64

億4600万円、そのうち、エゾシカによるものが52億5500万円で、81.5％を占めています。特に直

近５年間は、右肩上がりで増加しており、総額、エゾシカ被害額ともに５年間で約1.4倍となっ

ています。

エゾシカによる農業被害対策として、ドローンを活用した駆除や音響装置による追い払い、電

気柵の設置、捕獲強化などが挙げられますが、事業の種類や予算規模は、近年どのように推移

し、新年度はどのように対策を進めて被害防止効果を加速化させるのか、具体的に伺います。

○渕上綾子副委員長 みどりの食料システム戦略室長片岡幸治さん。

○片岡みどりの食料システム戦略室長 エゾシカ等による農業被害対策についてでありますが、

道では、国の鳥獣被害防止総合対策交付金を活用し、地域が取り組む捕獲活動や侵入防止柵の整

備などへの支援に加え、令和５年度に補正予算において新たに創設されたシカ特別対策事業を活

用したエゾシカの集中捕獲や、今年度に創設されたスマート捕獲等普及加速化事業を活用したＩ

ＣＴによる捕獲活動の省力化を支援するなど、被害防止対策を強化してきたところでございま

す。

こうした結果、国から道への交付金の割当額は、令和３年度の13億3000万円に対して、今年度

は23億8000万円と大きく増加しておりますが、地域からの要望額を十分に満たせていない状況で

ございます。

道といたしましては、国に対し、あらゆる機会を通じて必要な予算の確保を強く求めるととも

に、来年度は、農林水産省、北海道、市町村及び関係機関が連携して、重点的に鳥獣被害対策を

講ずる北海道鳥獣被害対策タスクフォースを設立し、モデル地域の成果を全道に波及させるな

ど、被害防止対策効果を加速化させてまいります。

以上でございます。

○鈴木一磨委員 エゾシカ生息数の急増については、ヒグマの人里出没や交通障害等にも影響を

及ぼすため、捕獲等を計画的に実行し、適正な個体管理を図ることも重要であります。

また、電気柵などは、設置のみならず、設置後の維持補修費の支援要望も多く、被害防止対策

の実効性を継続させるためにも、必要予算の確保は不可欠と考えます。

道では、近年拡大する野生鳥獣による農業被害の防止に向けて、特に農業被害が多い地域の被

害実態や課題、要望等を把握しながら、実効性ある対策を今後どのように講じていくのか、改め
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て所見をお伺いします。

○片岡みどりの食料システム戦略室長 鳥獣による農業被害対策についてでありますが、道で

は、毎年度、市町村等に対する要望額調査や意見交換などを通じ、地域の実態把握に努めてお

り、農業被害が多い市町村からは、国に対して、要望額どおりの交付金の配分や、国有林での捕

獲拡大を求める声などが寄せられております。

道といたしましては、国に対して、あらゆる機会を通じて地域の実情を伝え、必要な予算の確

保を強く求めるとともに、来年度からは、北海道鳥獣被害対策タスクフォースの取組を進め、そ

の成果を全道に波及させるなど、地域の実態に即した効果的な被害防止対策の推進に努めてまい

ります。

以上でございます。

○鈴木一磨委員 北海道鳥獣被害対策タスクフォースの取組については承知しておりますが、実

は、大きな話じゃなく、ミクロ的に、例えば、農業被害防止のために設置した防除機器や電気柵

などが維持管理されず放置された状態、これは避けなければならないと思います。設置者や市町

村、関係団体等と常に連携して維持管理が施されるよう、指摘をいたします。

続いて、高病原性鳥インフルエンザについてお伺いします。

道内では、今シーズン、これまで、養鶏場４農場において高病原性鳥インフルエンザが確認さ

れています。一方、野生動物でも、野鳥に限らず、最近では、胆振や石狩管内において、タヌキ

やキツネなどの哺乳類からのウイルス検出も相次いでいます。

養鶏場における侵入防止対策として野生動物対策も重要と考えますが、このように野外環境中

に多くのウイルスが認められる中で、道として、養鶏場に対して今後どのように侵入防止対策を

指導していくのか、お伺いします。

○渕上綾子副委員長 家畜衛生担当課長菅野宏さん。

○菅野家畜衛生担当課長 高病原性鳥インフルエンザの発生防止についてでありますが、昨年の

秋以降、道内では、高病原性鳥インフルエンザが10月に白老町、11月に恵庭市、12月には由仁町

の採卵鶏飼養農場でそれぞれ発生したほか、今月５日には、安平町の肉養鶏飼養農場で４例目が

発生しており、野生動物からは、回収されたカラスやハクチョウなどの野鳥56例、タヌキやアラ

イグマなど哺乳類からも４例の検出があるなど、ウイルスが広く環境中に存在し、リスクの高い

状況が続いております。

一方で、これまでの家禽での発生事例からは、スズメや小動物などが鶏舎内で確認されるな

ど、本病の発生を未然に防止する上で野生動物対策は極めて重要となることから、道としては、

養鶏場に対し、鶏舎の点検や破損箇所の修繕、堆肥場を含めた侵入防止対策、鶏舎の空気口への

フィルター設置など、より効果的なウイルス侵入防止対策について丁寧な指導を継続し、発生防

止や被害低減対策の推進に努めてまいります。

以上でございます。

○鈴木一磨委員 しっかりとした取組をよろしくお願いいたします。
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次に、持続可能な価格形成等について伺います。

まずは、子育て応援事業による農政効果ということで、長引く物価高騰への支援策において、

知事の主要政策として、過去３年間で３度にわたり、子育て世帯に対するお米券、牛乳券の給付

事業を行いました。消費生活支援と言いつつ、お米と牛乳の購入支援として給付対象を限定する

ことで、米価格の高騰対策や牛乳の消費喚起など、農業政策も兼ね備えた制度として解釈できま

す。

そこで、この子育て応援事業によって、社会的喚起として、実際に米や牛乳の販売量や消費量

などにどれだけ効果があったのか、お伺いします。

また、今後も米価格の高止まりや牛乳の消費低迷が続いた場合、どのような消費喚起策を考え

ているのか、併せて所見をお伺いします。

○渕上綾子副委員長 農政部食の安全・みどりの農業推進監山口和海さん。

○山口農政部食の安全・みどりの農業推進監 米や牛乳の消費拡大についてでありますが、令和

５年度から、道が実施したお米券、牛乳券の配付は、対象となる子育て世帯の約90％が申請し、

多くの方々から、食料品の値上がりが続く中、家計が助かった、御飯食が増えたといった声が寄

せられるとともに、生産現場からも、有効な手段だといった評価の声がありましたことから、物

価高騰により消費の減退が懸念される中、米と牛乳の消費喚起につながったと考えております。

道といたしましては、今後とも、道民の皆様に北海道米や道産牛乳・乳製品を手に取っていた

だくため、農業団体や乳業メーカーと連携をしながら、テレビＣＭによるプロモーションなどＰ

Ｒに取り組むほか、学校給食関係者に対して、米粉やヨーグルトをはじめとした牛乳・乳製品の

使用を積極的に働きかけるなど、北海道米と道産牛乳・乳製品のさらなる消費拡大を図ってまい

ります。

以上でございます。

○鈴木一磨委員 最後の質問になりますが、再生産可能な価格形成について伺います。

今年４月の食料システム法の全面施行により、食品等の取引の適正化のための措置が講じら

れ、米、野菜、飲用牛乳、豆腐、納豆の対象５品目については、コスト指標の作成、公表が行わ

れることになっています。

本道農業を守るべく、経営の価格反映と家計消費を守る両方の視点で、道は、どのように適正

価格を描き、どう価格調整が図られるべきなのか、所見を伺うとともに、令和の米騒動のように

道民全体が振り回されることのないよう、農作物等の価格安定化に向けた政策を今後どのように

進めていくのか、お伺いします。

○鈴木農政部長 再生産可能な価格形成についてでございますが、本道の農業・農村が我が国の

食料供給地域としての役割を今後とも果たしていくためには、地域農業を支える担い手が農産物

を安定的に生産、供給していくことが重要であります。

こうした中、国は、昨年、資材費や原材料費などの高止まりを背景として、食料を持続的に供

給するために必要な費用を考慮した価格形成を促し、コストを下回る価格での取引を抑止するこ
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となどを目的とする食料システム法を制定したところであります。

道といたしましては、農業者が再生産可能な所得を確保できるよう、本年４月に施行される本

制度の進捗状況も注視しながら、引き続き、農業者や食品事業者、消費者など関係者の皆様の合

意に基づくコストを考慮した合理的な価格形成をはじめ、品目別の経営安定対策やセーフティー

ネット対策の充実などを国に求めるとともに、消費者に対して、本道の農業・農村への理解と共

感が得られるよう、地産地消や食育の推進、食や農業の魅力発信などに努めてまいります。

以上でございます。

○鈴木一磨委員 以上で終わります。

○渕上綾子副委員長 鈴木(一)委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終

了いたしました。

佐藤伸弥さん。

○佐藤伸弥委員 それでは、通告に従いまして、順次質問してまいります。

まず、畑作農業の振興について伺います。

道は、北海道農業・農村振興条例に基づき、計画期間を令和８年度から12年度とする第７期北

海道農業・農村振興推進計画を本年度中に策定することとしておりますが、この計画の中で、畑

作に関する施策の方向性も示されております。本道は、我が国有数の食料供給地域であり、畑作

物の多くは全国１位の生産量となっている畑作王国であります。私の地元・オホーツクでも、て

ん菜、バレイショ、小麦などを中心とした大規模で機械化された畑作農業が行われております

が、そこで、以下、質問してまいります。

まず、てん菜の安定生産について伺います。

てん菜は、輪作体系の維持や地域産業に重要な基幹作物でありますが、農業者の高齢化や大規

模化に伴う労働力不足などにより、他品目への転換が進んでおり、また、国が、砂糖の消費量の

減少や在庫の増加等から、てん菜糖の交付金対象数量を段階的に削減する方針を令和４年12月に

決定したことにより、農業者の生産意欲が減退したことも影響し、令和７年産のてん菜の作付面

積は４万8000ヘクタールと、２年連続で５万ヘクタールを割り込んでしまいました。この状況を

打開しなければ、持続可能な畑作農業の実現に欠かすことができない適切な輪作体系を維持して

いくことが困難となります。

また、近年、褐斑病の多発や生産資材の高騰などにより、生産者の防除に係る労働負担や費用

が増加していることから、てん菜を安定的に生産していくためには、直播栽培による省力化の推

進のほか、国が標準的な生産費と販売価格の差額分を交付するげた対策の強化を図り、農業者の

生産意欲を高めていくことが必要と考えます。

道は、てん菜の安定生産に向け、どのように取り組んでいくのか、伺います。

○渕上綾子副委員長 農産振興課長植村一郎さん。

○植村農産振興課長 てん菜の安定生産についてでございますが、てん菜は、本道の畑作農業に

おいて適切な輪作体系を維持する上で欠かせない基幹作物であり、また、てん菜糖を製造する製
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糖工場は、地域の雇用や経済を支える重要な役割を果たしております。

こうした中、てん菜については、生産資材価格の高止まりや労働力不足、近年の猛暑や病害の

発生による品質の低下などから生産者の作付意欲が低下し、作付面積の減少が続いており、道で

は、直播栽培など低コスト・省力化生産技術の導入や、多発する褐斑病の防除の徹底に向けた指

導に取り組むとともに、本定例会におきまして、令和７年に、てん菜を栽培した畑作経営に対

し、農薬費の増加分相当を緊急的に支援する対策を措置するなど、てん菜の作付面積の維持拡大

を図っているところでございます。

道としては、こうした取組に加え、農業団体とも連携いたしまして、現在、国が検討している

げた単価の見直しに当たり、地域の実情に沿った制度となるよう求めるなど、てん菜の持続的か

つ安定的な生産を推進してまいります。

以上でございます。

○佐藤伸弥委員 今、答弁がありましたように、農業者からは、げたの単価が実情と合っていな

いという話もよく聞くのですよね。国に対して、そういった実情もしっかり理解をしていただい

て、新たな対策をしていただくよう、道からも国に対して求めていただきたいというふうに思い

ます。

次に、種バレイショ生産について伺います。

北海道は、国内の種バレイショの９割以上を生産している我が国の種バレイショ供給地域であ

りますが、生産者の高齢化が深刻であり、年々、生産農家が減少し、栽培技術の維持、継承や作

業の軽労化が喫緊の課題となっております。

特に、病気に感染した異常株などを抜き取る作業は、健全な種バレイショ生産に欠かせない作

業でありますが、広大な圃場の中から異常株を抜き取る労力の確保が課題となっております。

こうした課題を解決するには、スマート農業技術の活用が必要と考えますが、道では、異常株

の抜取り作業の負担軽減に向け、どのように取り組んでいくのか、伺います。

○植村農産振興課長 種バレイショ生産の負担軽減についてでありますが、全国的に加工用やで

ん粉原料用バレイショの需要が高まる中、需要者や消費者に安定的にバレイショを供給するため

には、我が国最大のバレイショ産地である本道が、その根幹となる種バレイショを計画的かつ安

定的に生産することが重要です。

種バレイショの生産は、一般のバレイショに比べ、圃場の見回りや病気に感染した株の抜取り

作業など、多くの労働時間と熟練した技術が求められることなどから、近年、本道では種バレイ

ショ生産者の減少が続いている状況であります。

このため、道では、国の事業を効果的に活用しながら、消毒機つきカッティングプランターな

ど高性能機械の導入や、適切な防除による罹病率の低減に向けた取組に対し支援を行っているほ

か、農業団体や研究機関と連携し、病株の抜取り作業の負担軽減を図るため、ＡＩ技術を活用し

た病株の自動判定の実用化に取り組んでいるところであり、これらの取組を通じまして種バレイ

ショの生産の維持拡大に努めてまいります。
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以上でございます。

○佐藤伸弥委員 次に、種バレイショの安定生産について伺います。

先ほど鈴木(一)委員からも質問がありましたけれども、ジャガイモシストセンチュウの発生面

積の拡大によって、バレイショ生産には欠かせない種バレイショを栽培する圃場の確保が困難と

なっております。

この問題については、これまで何度か議会で質問してまいりましたが、この状況がこれからも

続けば、当然、種バレイショを栽培する圃場が減り続け、需要に応じたバレイショ生産ができな

くなることから、地元からは、今後、バレイショを持続的に生産していくことができるのかとい

う不安の声や、過去にジャガイモシストセンチュウの発生が確認された圃場でも種バレイショ生

産の再開を望む声を私も聞いております。

こうした状況を踏まえ、道は、種バレイショの安定生産に向け、今後どのように取り組んでい

くのか、伺います。

○渕上綾子副委員長 生産振興局長花岡弘毅さん。

○花岡生産振興局長 種バレイショの安定生産についてでありますが、道内で、ジャガイモシス

トセンチュウ、いわゆるＧｒの発生が拡大する中、一部の地域では、種バレイショを生産するこ

とができるＧｒの未発生圃場が限られており、必要な種バレイショを確保することが困難となっ

ています。

こうした中、道では、Ｇｒの発生地域に対して、蔓延防止や再発防止に向け、バレイショを植

え付ける際の土壌検診や、Ｇｒ抵抗性品種の栽培、圃場を行き来する車両の洗浄など、発生地域

の関係者が一体となって取り組むべき対策の徹底を呼びかけているほか、Ｇｒの未発生市町村に

対しては、必要な機械の導入を支援するなど、新たな種バレイショ産地の形成を促しているとこ

ろであります。

道といたしましては、これらの取組に加え、蔓延防止対策を徹底することを前提に、Ｇｒの発

生地域における種バレイショ生産の再開に向け、国をはじめ、全道の関係者の方々が合意できる

ルールづくりについて検討しているところであり、今後とも種バレイショの安定生産を進めてま

いります。

以上でございます。

○佐藤伸弥委員 網走では、御承知のとおり、ジャガイモシロシストセンチュウ―Ｇｐも発

生をしております。もちろん、今、Ｇｐは対策もしておりますが、Ｇｐの圃場でやってほしいと

いうことではないのですよ。Ｇｒの圃場だったら、もう数十年たっているので、これは、卒業ル

ールをつくって、地域のみんなが合意できるルールをしっかりとつくって運用をし、道も含めて

携わっていくというのが必要だというふうに私は思いますので、ぜひ、ルールづくりを早期によ

ろしくお願いを申し上げたいと思います。

次に、小麦の安定生産について伺います。

国の新たな食料・農業・農村基本計画において食料安全保障の強化が求められている中、輸入
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依存度の高い小麦は、需要に応じながら生産・供給体制を強化していくことが重要であります。

近年、異常気象の影響により、年産ごとの収量や品質が不安定となっており、また、小麦縞萎

縮病の発生拡大により収量が低下をしており、実需者からは供給量や品質の安定が求められてい

ると承知をしております。

道は、小麦の安定生産に向け、今後どのように取り組んでいくのか、伺います。

○花岡生産振興局長 小麦の生産振興についてでございますが、小麦は、国内供給量の８割以上

を輸入に依存しており、このような中、全国一の生産量を誇る道産小麦の需要拡大を図るために

は、供給量や品質のばらつきを克服し、安定的に生産、供給していくことが重要です。

近年、道産小麦については、気候変動の影響による減収や品質の低下、生産の拡大に伴う乾燥

調製施設の能力不足、防除が困難な縞萎縮病の発生拡大などが課題となっているところです。

このため、道といたしましては、実需者が求める生産の安定化と品質の平準化に向け、適切な

輪作体系の下、普及センターによる技術指導や暗渠排水など基盤整備の計画的な推進、乾燥調製

貯蔵施設の整備、さらには、主力品種であります「きたほなみ」から、縞萎縮病に対して抵抗性

を持つ「きたほなみＲ」への全面的な置き換えに取り組むほか、製粉会社と連携し、小麦の品質

向上への研修会を開催するなど、道産小麦の生産力の強化に努めてまいります。

以上でございます。

○佐藤伸弥委員 続いて、担い手対策について伺います。

本道では、担い手への農地の集積・集約化が進み、１農業経営体当たりの経営耕地面積は34.1

ヘクタール、都府県の約14倍であります。しかし、農地の集積・集約化にはおのずと限界があり

ます。

また、農地の集積・集約化が進んでも、農業者の減少に歯止めがかからなければ、結果的には

農村コミュニティーの機能が維持できなくなり、農業をその地域で続けられなくなることが危惧

されます。

農地の集積・集約化も重要な取組ではありますが、やはり、何よりも担い手を確保していくこ

とが重要であり、担い手対策のさらなる強化が必要と考えます。道としての対策をどう講じてい

くのか、伺います。

○渕上綾子副委員長 農業経営局長萱嶋富彦さん。

○萱嶋農業経営局長 担い手の確保に向けた対策についてでございますが、農家戸数の減少や少

子・高齢化などにより担い手の減少が続く中、本道農業が持続的に発展していくためには、経営

の円滑な継承を図ることはもとより、新規就農者の育成確保に取り組むことで、地域における担

い手の減少を抑えることが重要でございます。

道では、新規就農者の育成確保に向けて、就農希望者に対する相談対応や研修先の紹介、雇用

就農の希望者と将来の担い手の育成機能も期待される農業法人とのマッチング、さらには、普及

センターによる技術指導や市町村を通じた各種資金の交付など、就農準備段階から経営が軌道に

乗るまでの各段階に応じた様々な支援を行っているところでございます。
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道といたしましては、こうした取組に加えまして、本年度から、新たに空知など４地域をモデ

ル地域として設定いたしまして、市町村などが行う新規就農者の受入れ体制の整備を支援するな

ど、今後とも本道農業の担い手の育成確保に努めてまいります。

以上でございます。

○佐藤伸弥委員 道としては、これまでも担い手対策というのはやってきているのですよね。も

ちろん、それを充実させて、離農される方だとかを減らしていくというのをしっかりやっていっ

てほしいのですけれども、結果、農業団体だとかいろんな組織の皆さん方の話を聞いても、その

制度がうまくいって離農を食い止めているよということはあまり聞こえてこないのですよね。地

域の中からは、やめていく人たちのほうがどんどん増えているというような話も聞こえてきます

し、全道で今、毎年、500人以上、やめられていますよね。ですから、そこにしっかりと歯止め

をかけていくということを、ぜひ、道としてしっかりやっていただくよう求めておきたいと思い

ます。

次に、原油価格高騰対策について伺います。

３月に入ってビートのポット作業などが行われて、これから農業が本格化していきますけれど

も、トラクターなどの農業機械やビートの育苗施設等の加温に必要な燃料費の高騰が予測されて

おり、今後、農業経営に大きな影響を与える可能性があります。

午前中の水産林務部所管のところでもお話をいたしましたけれども、昨日、高市首相が、原油

価格の急上昇を受けて、16日にも石油備蓄の放出、さらに、19日出荷分のガソリン、重油、軽油

等を対象にした補助金の再開を行うと表明したところであります。

地元の農業者からは、経営コストが増加して経営が厳しくなるのではという危惧の声をいただ

いているところであります。道として、今後どのように対応していくのか、伺います。

○花岡生産振興局長 原油価格の高騰に伴う農業への影響についてでございますが、本道では、

間もなく、てん菜の移植作業など春の農作業が本格化する中、我が国の原油輸入量の９割以上を

占める中東地域の情勢が悪化しており、この状況が長期化することとなれば、農作業に不可欠な

燃油価格の高騰など、農業経営にも様々な影響が懸念されます。

道といたしましては、今後とも、農家の皆様が安心して営農を継続できるよう、燃油価格の動

向や政府の対応などを注視しながら、農業経営に対する影響の把握に努めるなど、農業者の皆様

に寄り添いながら必要な対応を検討してまいります。

以上でございます。

○佐藤伸弥委員 局長から答弁をいただきましたけれども、直接、知事からも伺いたいので、委

員長、お取り計らいをよろしくお願いいたします。

最後に、今後の畑作農業の振興について伺います。

国の新たな基本計画において、北海道は、「主要穀物などの主産地」として初めて明記され、

我が国の食料供給地域としてより一層大きな役割を果たしていくことが期待されております。道

は、この期待を裏切ることなく、様々な課題に果敢に立ち向かい、本道の畑作農業を持続的に発
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展させていかなければなりませんし、また、国に対しても、これまでの殻を破るような大胆な農

業施策の充実強化を働きかけていく必要があります。

道は、畑作農業の振興に向け、今後どのように取り組んでいくのか、部長の決意を伺います。

○渕上綾子副委員長 農政部長鈴木賢一さん。

○鈴木農政部長 本道畑作農業の振興についてでございますが、国の基本計画において、「主要

穀物などの主産地」として明記された本道が、将来にわたり我が国の食料供給地域としての役割

を果たしていくためには、適切な輪作体系の下、小麦や大豆、バレイショ、てん菜などの畑作物

を需要に応じて安定的に生産、供給していくことが重要であります。

このため、道といたしましては、今後とも、農地の排水改善や勾配修正などによる農作業の効

率化や、集出荷貯蔵施設など共同利用施設の整備、地球温暖化に対応した栽培技術や耐病性に優

れた品種の開発普及、さらには、労働負担の大きいてん菜やバレイショなどの畑作物について省

力化に向けた農業機械の導入を支援するなど、輪作体系の維持確立を進めるとともに、国に対

し、本道の畑作農業者が再生産可能な所得を確保し、さらなる生産性の向上や経営の改善に取り

組めるよう各種施策の充実強化を求めるなど、本道畑作農業の持続的な発展に努めてまいりま

す。

以上でございます。

○佐藤伸弥委員 続きまして、酪農の振興について伺います。

道は、本道の酪農及び肉用牛生産の羅針盤となる第９次北海道酪農・肉用牛生産近代化計画を

本年度中に策定することとしており、その計画案では、生乳を増産することとしておりますが、

計画の実現に向けては、生産体制の維持拡大のほか、牛乳・乳製品の消費拡大が酪農の持続的な

発展の鍵を握ると考えます。

牛乳・乳製品の消費が減少する中、長期的に見た乳製品の１人当たりの消費量が増加傾向にあ

るのがチーズであります。しかし、チーズの国内生産量及び輸入量を見ると、圧倒的に輸入量が

多く、国内生産量は国内消費量全体の約15％にとどまっている状況にあるため、国産チーズの生

産拡大に取り組むことが重要と考えますが、道の所見を伺います。

○渕上綾子副委員長 畜産振興課長佐々木秀弥さん。

○佐々木畜産振興課長 国産チーズの生産拡大についてでありますが、近年、我が国のチーズの

１人当たりの消費量が増加傾向にある中で、消費量に占める国産チーズの割合は横ばいで推移し

ており、輸入品からの置き換えを図ることにより、国産チーズの大半を占める道産チーズの生産

拡大が期待されるところであります。

こうした中、道では、国の事業を効果的に活用しながら、工房や中小乳業のチーズ施設の整備

を支援しますとともに、製造技術者を対象とした研修会を開催し、品質の向上を図るなど、道産

チーズの生産力の強化に取り組んできたところであります。

道といたしましては、これらの取組に加えまして、関係機関・団体と連携しながら、道内外で

のチーズフェアの開催や、生産者と消費者が相互理解を深める交流の場を創出するなど、地域の
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特色ある道産チーズの積極的なＰＲにも取り組みまして、国産チーズの一層の需要拡大と生産拡

大を図ってまいります。

以上でございます。

○佐藤伸弥委員 牛乳・乳製品の消費は、人口減少や消費嗜好の多様化等により、年々、減少傾

向にあることから、脱脂粉乳の在庫水準が高くなっていると承知をしております。

牛乳・乳製品の消費拡大には、官民連携しながら、消費者の理解醸成を推進する取組を行って

いくことが重要であります。また、春休みやゴールデンウイークで学校給食がなくなるため、一

層消費が少なくなり、生乳の需給緩和が懸念をされております。

こうした状況を踏まえ、道は、牛乳・乳製品の消費拡大に向け、今後どのように組んでいくの

か、伺います。

○渕上綾子副委員長 食の安全・みどりの農業推進局長丸子剛史さん。

○丸子食の安全・みどりの農業推進局長 牛乳・乳製品の消費拡大についてでありますが、少

子・高齢化や食の多様化などにより、国内の牛乳・乳製品の消費量は減少傾向にある中、生乳需

給の一層の安定を図るためには、需要の減少が大きい牛乳や脱脂粉乳の消費を拡大することが重

要であると認識しております。

このため、道では、乳業メーカーや生産者団体と連携し、ＳＮＳでのヨーグルトの機能性など

の発信や、親子料理教室の開催による消費者への理解醸成のほか、大学の研究サークルと連携し

て開発したレシピの飲食店への提供など、道産牛乳・乳製品の消費喚起に取り組んできたところ

です。

道としては、こうした取組に加えまして、牛乳や脱脂粉乳を使用したヨーグルトの学校給食へ

の積極的な活用や、栄養補給と体のコンディション維持に効果的な夜の摂取を働きかけるなど、

新たな消費の喚起を行い、牛乳・乳製品のさらなる消費拡大を図ってまいります。

以上でございます。

○佐藤伸弥委員 私も牛乳が大好きなのですよね。朝は摂取しているのですけれども、夜の摂取

が体のコンディション維持に効果的だと初めて聞きましたので、これからは夜も飲みたいと思い

ます。

生乳需給及び酪農経営の安定を図るためには、国の施策も有効に活用しながら、関係機関や団

体と連携し、オール北海道で牛乳・乳製品の需要拡大に取り組むなど、実効性ある施策を実施し

ていくことが重要であります。

道は、酪農の振興に向け、今後どのように取り組んでいくのか、最後に伺います。

○鈴木農政部長 本道酪農の振興についてでございますが、我が国の生乳生産量の約６割を占め

る本道が、今後とも、その役割を果たしながら、安定的に生乳を供給していくためには、生乳の

需要拡大に取り組み、需給の安定を図りながら、将来にわたり酪農家の皆様が安心して生乳生産

を行える環境を整えることが重要であります。

道では、本年度中に策定する北海道酪肉近計画において、令和12年度を目標年とする445万ト
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ンの生乳生産の達成に向け、乳業メーカーの方々や生産者団体の皆様と連携しながら、牛乳・乳

製品のより一層の消費拡大や輸出の促進に取り組むことにしてございます。

道といたしましては、こうした取組に加え、担い手の育成確保をはじめ、恵まれた飼料基盤を

フルに活用し、良質な道産飼料の生産拡大や、スマート農業技術の導入による労働力の負担軽減

など、生産力の強化を図るとともに、生産から加工、消費に至る各般の施策を総合的に展開する

ことで、本道の酪農の持続的発展に力を尽くしてまいります。

以上でございます。

○佐藤伸弥委員 終わります。

○渕上綾子副委員長 佐藤(伸)委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終

了いたしました。

お諮りいたします。

本日の議事はこの程度にとどめたいと思いますが、これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○渕上綾子副委員長 御異議なしと認め、そのように決定いたします。

３月13日金曜日の分科会は午前10時から開きます。

本日は、これをもって散会いたします。

午後５時30分散会
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